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（１） 研究開発の基本的方針

　旧土木研究所と旧北海道開発土木研究所とが統合し、新しい土木研究所としてスタートし、第２期
中期計画の初年度でもある18年度においては、研究評価体制を再構築しつつ、つくば中央研究所と寒
地土木研究所の両研究所連携の下、重点プロジェクト研究等を開始した。その一方で、将来に向けた
研究開発への様々な検討・対応を積極的に展開した。
　また、研究の計画的かつ適正な実施に向けた取り組みにも的確に対応した。
　以下に研究開発に関する18年度の主な取り組みを示す。

1．研究評価体制の再構築

（１）統合に伴う、評価委員会（外部、内部）の委員、役割の見直し
　　①内部評価委員会をつくばと札幌に設置し、委員の相互交流を実施
　　②外部評価委員会は一本化し、対象とする研究内容に応じて分科会を再編
　　③外部評価委員会と外部評価分科会の役割分担、審議事項等の見直し
（２）外部評価委員会における審議事項の充実
　　　外部評価分科会での評価結果等の報告を含め、前年度実施した研究全体の概要説明を受け審
　　議し、意見を独立行政法人評価委員会土研分科会へ報告。
（３）内部評価委員会における審議の充実
　　①重点プロジェクト研究の進捗管理や公開実験・成果見通し等の把握
　　②つくば中央研究所・寒地土木研究所間の研究の連携状況の把握

2．重点プロジェクト研究、戦略研究の開始

（１）重点プロジェクト研究（17プロジェクト）の開始
　　研究グループ横断的なプロジェクトチームを編成し関連する知見を融合し対応。
（２）戦略研究の創設・開始
　 　重点プロジェクト研究に準じる、新たな研究カテゴリー“戦略研究”を創設。18年度は24課題
について研究を開始。

3．つくば中央研究所・寒地土木研究所間の研究連携 　
 　外部評価委員会（平成18年８月）での指摘＊を踏まえ、両研究所間の統合メリットを発揮し、よ
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国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため
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り効率的に研究を実施するための研究連携を展開。（「分担」及び「連携」の２タイプで連携を開始）

４.将来に向けた研究開発への対応

 　　土木研究所幹部によるトップセールスを展開。（地方整備局幹部への成果の売り込みと最新の
　動向に関する意見交換を実施）

　 　研究グループ長以上の役職員が自主的に参加し横断的な検討を行い、旧来の慣例にとらわれず
幅広い見地から、土木研究所として実施すべき研究分野や研究テーマについて議論を展開。

　 　長期展望に基づき、将来必要となる技術等についての抽出や可能性の検討を行うための新たな
研究カテゴリーを創設。（11課題を選定し、19年度から実施）

　①政府の定める長期戦略指針「イノベーション25」へ積極的に提案。
　②地球温暖化への対応として、気象研究所および京都大学防災研究所と共同で気候変動に伴う洪
　水リスク評価に関する研究開始に向けて準備。

５.「研究理念」、「研究者の心構え」の制定
　 　統合１年に合わせ制定。土木研究所における研究のあり方・方向性および研究者として研究に
対する姿勢を明確化。

６.業務達成度評価システムの構築
　 　研究者個人の研究に対する目標や業務の道筋の明確化による業務の計画的な執行、業務改善を
目的として構築。（19年度から試行開始）

７.研究上の不正への対応
　　データ捏造、盗用等の研究不正に対応するための規程を整備。

８.入札・契約の適正化
　 　国の取り組み「公共調達の適正化」（平成18年８月25日）等を踏まえ、随意契約をはじめとす
る契約について適正化を実施。

１．（１）研究開発の基本的方針
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

　旧土木研究所と旧北海道開発土木研究所との統合１年目にあたり、所内において、研究のあり方や方
向性などについて幅広く議論し、研究所として研究に対する基本的な考え方を整理した。以上の取り組
みを踏まえ、土木研究所の研究理念及び研究者の心構えを制定した。（図－１.１.１.１）
　研究理念は、研究所として根底にあるべき研究のあり方や方向性を再確認したものであり、研究者の
心構えは、研究を進めるにあたり、研究者が常に心に銘じておくべきことを示したものである。

研究理念

一、百年後の社会にも責任の持てる研究
二、学術団体から評価され、現場、地域から信頼される研究
三、伝統を重んじつつ、進取の気風に富んだ研究

研究者の心構え

一、百年後の世の中を見据え、研究に取り組むべし。
一、素晴らしい研究とは、人々の心に強く響く研究と心得るべし。
一、日常より幅広い視野に立ち、見識、教養の涵養に努めるべし。
一、大事に臨んでは、後世に対する責任を常に思うべし。
一、熱き心を持って、大いに議論し、疑念を残すべからず。

①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

中期目標
　現下の社会的要請に的確に応えるため、研究所の行う研究開発のうち、以下の各項に示す目標に
対する研究開発を重点的研究開発として、重点的かつ集中的に実施すること。その際、本中期目標
期間中の研究所の総研究費（外部資金等を除く。）の概ね60％を充当することを目途とする等、当
該研究開発が的確に推進しうる環境を整え、明確な成果を上げること。
　なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、以下の各項に示す目標に対する研究開発
以外に新たに重点的かつ集中的に対応する必要があると認められる課題が発生した場合には、当該
課題に対応する研究開発についても、機動的に実施すること。 
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

　  　地震・津波・噴火・風水害・土砂災害・雪氷災害等による被害及び交通事故を防止・軽減す
るために必要な研究開発を行うこと。

　　生活環境リスクを大幅に軽減し、生活空間の質を向上させるために必要な研究開発を行うこと。

　 　社会資本ストックの老朽化、厳しい財政状況等を踏まえ、社会資本の整備・再構築を安全かつ
効率的に実施し、社会資本の管理を高度化するために必要な研究開発を行うこと。

　 　効率的なエネルギー利用社会及び省資源で廃棄物の少ない循環型社会を構築するとともに、健
全な水循環と生態系の保全を図るために必要な研究開発を行うこと。
　 　なお、上記ア）からエ）、北海道総合開発計画及び食料・農業・農村基本計画等を踏まえ、北
海道開発の観点から次の研究開発についても重点的研究開発として位置付けること。

　 　北海道の積雪寒冷な気候に適応した社会資本の整備に必要な研究開発を行うこと。その際、こ
の研究開発の知見を他の地域へ活かすこと。

　 　北海道の豊かな自然と調和を図りつつ、農水産業に係る地域資源を効果的に活用して、安定し
た食料基盤作りに向けた研究開発を行うこと。

中期計画
　中期目標の２. （１） ①で示された目標を的確に推進し、明確な成果を早期に得るため、別表－１
－１及び別表－１－２に示す研究開発を重点プロジェクト研究として研究組織間の横断的な研究
開発体制の下で、重点的かつ集中的に実施する。
　なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、早急に対応する必要があると認められる
課題が新たに発生した場合には、当該課題に対応する重点的研究開発として新規に重点プロジェク
ト研究を立案し、２. （２） に示す評価を受けて早急に研究を開始する。
　また、重点プロジェクト研究として総合的あるいは研究組織間横断的には実施しないものの中期
目標の２.（１）①で示された目標に関連する研究開発のうち重要なもの、あるいは重点プロジェ
クト研究の研究課題としての位置づけが期待できるもの等については必要に応じて戦略研究とし
て位置づけ、重点的かつ集中的に実施する。
　中期目標の２.（１）①で示された目標に対応する重点的研究開発を集中的に実施するため、重
点プロジェクト研究及び戦略研究に対して、中期目標期間中における研究所全体の研究費のうち、
概ね60％を充当することを目途とする。

年度計画
　中期計画に示す17の重点プロジェクト研究については、全てのプロジェクト研究を開始し、本年
度においては、別表－１のとおり重点的かつ集中的に実施する。
　なお、本年度中に社会的要請の変化等により、早急に対応する必要があると認められる課題が発
生した場合には、当該課題に対応する重点プロジェクト研究を立案し、内部評価委員会及び外部評
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価委員会による評価を受けて速やかに実施する。
　また、本年度においては、別表－２に示す課題を戦略研究として位置づけ、重点的かつ集中的に
実施する。
　重点プロジェクト研究及び戦略研究に対して、本年度における研究所全体の研究費のうち、60％
以上を充当し、研究成果について、国土交通省の地方整備局、北海道開発局等の事業に反映させる
よう努める。

　※中期計画および年度計画の別表については、以下のとおり巻末の参考資料に記載した。

参考資料－１『別表－１－１　中期目標期間中の重点的研究開発（重点プロジェクト研究）』
参考資料－２『別表－１－２　中期目標期間中の重点的研究開発（「北海道総合開発計画」及び「食料・
　　　　　　農業・農村基本計画」等に関連する重点プロジェクト研究）』
参考資料－３『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』
参考資料－４『別表－２　18年度に実施する戦略研究』

■年度計画における目標設定の考え方
　中期計画に示される17の重点プロジェクト研究を開始するとともに、新たな研究カテゴリーとして戦
略研究を創設し研究に着手した。重点プロジェクト研究および戦略研究に対しては、研究費の60％以上
を充当し、重点的かつ集中的に実施することとした。

■平成18年度における取り組み

　従来の重点プロジェクト研究、一般研究および萌芽的研究に加えて、18年度より戦略研究を新たに開
始した。戦略研究は、重点プロジェクト研究として総合的あるいは研究組織間横断的には実施しないも
のの、重要な研究開発や重点プロジェクト研究への発展が期待できるものという位置づけであり、重点
プロジェクト研究と同様に重点的、集中的に実施するものである（表－１.１.１.１）。
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　重点プロジェクト研究については、第２期中期計画では17プロジェクト（個別課題は85課題）を設定
し実施している。
　研究課題の設定にあたっては、旧土木研究所においては17年度に２回の内部評価委員会を、また、旧
北海道開発土木研究所においては自己評価委員会環境水工、構造、道路、農業開発各分科会をそれぞれ
経るとともに、全てのプロジェクトについて平成18年２月に外部評価委員会に諮り決定された。
　戦略研究については、旧土木研究所での２回の内部評価委員会、また、旧北海道開発土木研究所での
自己評価委員会道路分科会を経て、決定した。
　つくば中央研究所で実施する重点プロジェクト研究の個別課題のうち、18課題は一般研究として実施
してきたものを発展させたものである。また、寒地土木研究所が実施する重点プロジェクト研究の個別
課題のうち24課題は、旧北海道開発土木研究所として前中期目標期間中に経常研究、短期集中研究とし
て実施してきたものを、自己評価委員会の事前評価を経て発展的に継続させたものである。
　なお、重点プロジェクト研究のテーマの設定にあたっては、国土交通省技術基本計画、北海道総合
開発計画および農林水産研究基本計画の上位計画を踏まえた。設定した重点プロジェクト研究の17プロ
ジェクトと上位計画との関係を図－１.１.１.２に示す。
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　重点的研究開発を集中的に実施するため、研究課題の選択と集中化に努めた。この結果、重点プロジェ
クト研究と戦略研究について、18年度は研究課題数では全課題の52％であるが、予算については全研究
費の68％を充当し重点化を図った。これは、第２期中期計画期間中の目標重点化率である概ね60％を上
回るものである（図－１.１.１.３）。
　また、重点的・集中的な研究開発の実施とともに、研究開発の成果を社会に反映・還元することを強
く意識していることを明示するため、重点プロジェクト研究のプロジェクトごとに、「成果の反映及び
社会への還元」を定め計画に明記した（図―１.１.１.４、参考資料－１、参考資料－２）。
　なお、統合に伴い、今年度からつくば中央研究所と寒地土木研究所との連携を図ることに努めた（コ
ラム参照）。
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コラム　つくば中央研究所と寒地土木研究所との研究連携

　本研究は、トンネル工事等において自然
由来の重金属を含む岩石等の調査、評価お
よび対策を合理的に行う技術を開発するも
のであり、つくば中央研究所地質チームと
寒地土木研究所防災地質チームが研究を分
担しています。
　汚染リスクの高い地質環境の調査法の提
案および汚染リスクの簡易判定手法の開発
については、両チームが共同で検討を進め、
対策・処理法の提案については、個別技術
について両チームで分担して研究を進める
予定であり、最後に互いの研究成果を総合
し技術マニュアルとして取りまとめる予定
です。
　18年度は、地質チームが主に重金属等の
溶出特性評価法について、防災地質チーム
は主に粒径分布に応じた重金属溶出量評価
法について、それぞれ分担して検討を行い
ました。

　重点プロジェクト研究および戦略研究について、代表的な研究成果を次々頁以降に示す。18年度は第
２期中期計画の初年度ではあるが、重点プロジェクト研究においては地震直後に橋脚の被災度を判定す
るセンサ、橋脚の応急復旧を１日程度で完了させる工法、路面凍結の予測手法および土壌中の有害物質
である重金属類による汚染の状況を極めて短時間で判定する分析法等で成果がみられた。
　また、戦略研究においてはトンネル掘削時に発生する粉じんを低減する技術、気象情報を活用した雪
崩危険度の評価手法および世界の水災害リスクを表示できる地図の試作等で成果がみられた。
　なお、各研究課題の18年度の成果を巻末記載の
　参考資料－３『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果、
　参考資料－６『18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要』、
　参考資料－７『18年度に行った戦略研究の成果概要』
に示す。
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

　18年度に研究所が実施した研究全体にわたる研究成果等の概要について、平成19年６月21日開催の外
部評価委員会へ説明し、図－１.１.１.５のとおりの意見を受けた。

　前年度に研究所が実施した研究全体にわたる研究成果等の概要についての報告を受け、評価委員
会としての意見を以下に取りまとめた。

① 土木研究所の研究理念の制定については、高く評価する。これに基づき、研究を進めていただき
たい。その際、現在実施している重点プロジェクト研究および戦略研究が、研究理念に基づきど
のように位置づけされているかを検討して欲しい。
② 若手研究者の人材養成を引き続き行って欲しい。また、土研全体の研究を俯瞰できるようなプロ
ジェクトマネージャーを育てることも、必要な人材養成の一つである。
③ つくば中央研究所と寒地土木研究所の連携に取り組んでいることについては了解した。その上で、
つくば中央研究所と寒地土木研究所の研究の融合に向けて、５年、10年先を見据えたロードマッ
プや計画を作成する必要がある。
④ 土木研究所が保有しているデータなどをアーカイブ化して公開した上で、大学や他の研究機関と
の協力と競争を行って欲しい。
⑤ 研究の成果が幾つか現れてきている。研究の着手前・着手後でどこが変わったかをわかりやすく
世の中に出すことにより、土木研究所の存在価値を高めることができる。
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

震災を受けた道路橋の応急復旧技術の開発および
記憶型検知センサを用いた地震被災度の推定手法に関する研究　

　図－１に示すように大規模な地震が発生した際には、橋に構造物の安全性に関わる損傷が生じていな
いかを早期に検知し、検知された損傷がある場合にはこれをできる限り早く補修して、道路の機能を回
復することが重要である。18年度は、図－２に示すような被災度判定システムおよび被災度判定センサ
を開発し、振動台を用いた地震シミュレーション加振実験から、被災度の検知性能と被災情報の伝送機
能を検証した。また、鉄筋コンクリート橋脚の復旧には一般に３～５日要するが、図－３に示すように
これを１日程度に短縮するために速乾性の材料を用いた迅速応急復旧工法を提案し、復旧により地震前
とほぼ同等の性能を得られることを振動台実験により検証した。

３. 大地震に備えるための道路・河川施設の耐震技術
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

冬期道路の安全性・効率性向上に関する研究

　積雪寒冷地では、積雪と凍結により冬期特有の渋滞・事故が発生している（写真－１）。路面凍結の
予測手法を構築し、路面管理の判断を支援する“冬期路面管理支援システム”の開発・試験運用を実施
した。気象と路面温度観測（写真－２）を行うとともに、路面での熱収支を計算する熱収支法と、路面
での水分収支を考慮した水収支モデルを用いて走行車両の影響も考慮した路面凍結予測手法を構築した
（図－１）。
　冬期路面管理支援システムは、17年度冬
期よりインターネットを利用して道路管理
者等に気象と路面凍結予測情報を試験運用
として発信している（図－２）。18年度のア
クセス数は約12,000件であった。

７. 冬期道路の安全性・効率性向上に関する研究
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

土壌・地下水汚染の管理・制御技術に関する研究

　土壌にもともと微量ながら有害物質が含まれており、時として環境基準値を超過していることがある。
現在、基準超過の可能性について調べる分析方法（公定法）は１週間程度かかるため、汚染の状況を迅
速に把握するために簡易分析法の開発を行った。
　その結果、従来では土壌と蒸留水を６時間振とうしなければならないところ、１分間の振とうで、重
金属類の溶出特性を把握することができることがわかり、土研式簡易前処理法を提案した（図－１参照）。
また、土研式簡易前処理法で作製した検液を検知管（ヒ素）で分析することで、現場で簡易かつ迅速に
汚染の判断ができることがわかった（図－２、写真－１参照、写真－１のピンクの範囲がヒ素の濃度を
示す。）。

８. 生活における環境リスクを軽減するための技術
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

バイオマスの肥料化・エネルギー化技術の開発と効率的搬送手法の解明

　農村地域のバイオガスプラントでは、主に家畜ふん尿を処理対象としている。一方で、当該地域では、
家畜ふん尿だけでなく、廃乳、乳業工場汚泥等も発生しており、埋め立てや焼却されている現状にある。
これらをバイオガス原料として利用できれば、処分量の大幅低減、エネルギー等の生産につながり、資
源リサイクル社会が実現できる。
　18年度は、地域で発生する廃乳、乳業工場汚泥等の成分を分析し、有機物含有量が多く、バイオガス
原料として非常に有効であることを確認した。また、廃乳等を家畜ふん尿に混ぜプラント処理してもバ
イオガスが問題なく発生し、むしろ消化液中の窒素・燐酸といった肥料成分が増加することを把握した。
さらに、バイオガスプラントの処理過程で発生し肥料の原料ともなる消化液を分析し、重金属含量が家
畜ふん尿の場合と同程度に少なく安全性に問題がないことを把握した。
　これらの結果をもとに、今後、廃乳等をバイオマス原料としてエネルギー化する技術を開発する予定
である。

16. 共同型バイオガスプラントを核とした地域バイオマスの循環利用システムの開発



　トンネル掘削時に発生する粉じ
んを低減する技術の開発を行って
いる。
　主な成果としては、模擬岩盤を
用いた実験から送風量を1,500m3/
minとすることにより、じん肺症
を引き起こす原因と言われる粒径
５μm以下の粉じん量を低減する
効果があることが明らかになった。
【成果概要は、参考資料－７参照】

　タイ、ラオス、インドネシアと
の４カ国研究協力協定のもとで、
研究を実施している。
　18年度は、気泡混合土工法が軟
弱地盤対策工として適用するかを
タイ国バンコク市において追跡調
査を行った。
　主な成果としては、地盤沈下の
低減効果等を把握するとともに、
現地の気候、社会条件に適した設
計・施工技術の改良方法について
提案した。
【成果概要は、参考資料－７参照】
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応



　豪雪時における雪崩への対処方
策として、GISおよびリアルタイム
な気象情報を活用し、積雪状況に
も対応した雪崩危険度の評価手法
を検討している。
　主な成果としては、雪崩斜面の
形状および積雪分布等の計測デー
タを用いた雪崩の発生条件、動態
の解析（図－１）と、リアルタイ
ム気象情報の活用による、雪崩危
険度判定を試みた。また、低温下
での多量積雪後の調査により、低
温下での積雪特性がわかった（図
－２）。
【成果概要は、参考資料－７参照】

　世界の洪水リスク評価に関する
情報収集・分析を実施し、水関連
災害の指標を開発するとともに、
世界の水災害リスクをわかりやす
く表示できる地図を作成する。
　主な成果としては、世界で入手
可能な国際災害データベースを収
集・処理し、国別の洪水と暴風雨
による死者数および平均年間損害
額等の世界地図を試作した。
【成果概要は、参考資料－７参照】
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　統合１年目にあたり、研究全般にわたり諸検討を行い、研究所理念及び研究者の心構えを制定
した。
　重点プロジェクト研究については、17プロジェクトおよび個別課題85課題を、内部・外部両評
価委員会の評価を経て決定し、研究を開始した。
　また、新たに戦略研究を創設し、内部評価委員会の評価を経て戦略研究24課題を設定し研究に
着手した。重点プロジェクト研究および戦略研究に中期目標期間の目標値（概ね60％）を上回る、
研究所全体の研究費の約68％を充当し、重点化・集中化を図った。さらに、研究開発の成果の社
会還元を強く意識するとともに、統合に伴うつくば中央研究所と寒地土木研究所の研究連携にも
努めた。
　こうした取り組みの結果、中期目標期間の初年度にもかかわらず、重点プロジェクト研究の個
別課題や戦略研究において、国土交通省の地方整備局、北海道開発局等の事業に反映可能な成果
が現れている研究課題が数多く見られた。
　今後、早急に対応すべき課題が発生した際には、新規の重点プロジェクト研究を起こし、内部
および外部評価委員会で評価し速やかに実施する予定である。こうしたことにより、中期計画に
掲げる社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応は、本中期目標期間内に達成できると考
えている。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

（１）研究開発の基本的方針

② 土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研
究開発の計画的な推進

中期目標
　我が国の土木技術の着実な高度化や良質な社会資本の整備及び北海道の開発の推進の課題解決
に必要となる基礎的・先導的な研究開発を計画的に進めること。なおその際、将来の発展が期待さ
れる研究開発についても積極的に実施すること。

中期計画
　我が国の土木技術の着実な高度化のために必要な基礎的・先導的な研究開発と、良質な社会資本
の効率的な整備及び北海道の開発の推進のために必要となる研究開発を計画的に進めるため、科学
技術基本計画、国土交通省技術基本計画、北海道総合開発計画、食料・農業・農村基本計画、水産
基本計画等や行政ニーズの動向も勘案しつつ、研究開発の範囲、目的、目指すべき成果、研究期間、
研究過程等の目標を明確に設定する。
　その際、長期的観点からのニーズも考慮し、将来の発展の可能性が期待される萌芽的研究開発に
ついても、積極的に実施するとともに、研究シーズの発掘に際しては、他分野や境界領域を視野に
入れ、他の研究機関等が保有・管理するデータベースも有効に活用する。

年度計画
　本年度に実施する研究開発課題について、科学技術基本計画、国土交通省技術基本計画、北海道
総合開発計画、食料・農業・農村基本計画、水産基本計画等や社会資本の現状及びニーズをはじめ
とした行政ニーズの動向も勘案しつつ、研究開発の目的・範囲・目指すべき成果・研究期間・研究
過程等の目標を示した実施計画書を策定し、別表－３に示すように計画的に実施する。その際、長
期的観点からのニーズを様々な手段により把握し、把握したニーズを考慮して、将来の発展の可能
性が期待される萌芽的研究開発等について積極的に実施する。
　

※年度計画の別表については、以下のとおり巻末の参考資料に記載した。
　参考資料－５『別表－３　18年度に実施する一般・萌芽的研究課題』

■年度計画における目標設定の考え方
　研究所が実施する一般研究および萌芽的研究については、国土交通省技術基本計画等関連する計画や
行政ニーズの動向を勘案しつつ、長期的視点をふまえ研究課題を設定し、計画的に実施することとした。
また、様々な手段を通じて、研究シーズ、行政ニーズの把握に努めることとした。



19

１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

■平成18年度における取り組み

　一般研究については、91課題を、また、萌芽的研究については 10課題をそれぞれ実施した。このうち、
18年度新規課題は一般研究 48課題、萌芽的研究６課題であり、内部評価委員会を経て決定した。

　設立背景・歴史や得意とする研究フィールドが異なる２つの研究所の統合のメリットを発揮し、より
効率的に研究を進め、またよりよい成果を修めるため、両研究所間での研究連携を統合初年度にあたる
今年度より積極的に展開した。
　研究連携には、データ等の情報交換や地域を分掌して情報収集などを行う『連携』、１つの研究課題
の中で達成目標や研究範囲などを分担して行う『分担』がある。18年度には、連携は 17件で、また分
担では重点プロジェクト研究個別課題１課題と戦略研究１課題の計２課題で実施した。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　一般研究について、各課題の代表的な研究成果を以下に示す。
　なお、18年度の成果を巻末記載の
　参考資料－８『18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要』に示す。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　既設コンクリート構造物と模擬
供試体の測定の結果から、「塩害環
境下にあるコンクリート橋の自然
電位測定方法（案）」を提案した。

【成果概要は、参考資料－８参照】

　すべり系支承とゴムバッファ
を組み合わせて地震力を遮断する
ような橋梁の免震設計マニュアル
（案）を発刊した。

【成果概要は、参考資料－８参照】

　ダムの水理模型実験により、土
砂や流木による閉塞状況を把握し、
その対策として、適切なスクリー
ン形状を提案した。

【成果概要は、参考資料－８参照】
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　浅い基礎の地震時の支持機構に
関する調査を行い、直接基礎の地
震時の挙動を予測する簡便な数値
解析モデルを開発した。

【成果概要は、参考資料－８参照】
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　安定処理土の強度増加特性につ
いて室内試験を行い、発現強度は
養生温度の影響を受け、土質や固
化材の種類により異なることがわ
かった。

【成果概要は、参考資料－８参照】
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　コラム　つくば中央研究所と寒地土木研究所との研究連携

　つくば中央研究所の河川・ダム水理チームでは、「成層条件下における植物プランクトンの増殖
に関する研究」において、植物プランクトンの増殖予測モデル及び増殖抑制策の高度化の方向性に
ついて検討するため、水温成層を形成している貯水池における植物プランクトンの増殖特性の解明
を実施しています。
　寒地土木研究所の水環境保全チームでは、「寒冷水滞留域環境の再生、保持に関する研究」の項
目の一つとして、植物プランクトンの異常増殖に伴うカビ臭の効果的抑制対策について検討すべく、
ダム貯水池におけるカビ臭発生機構の解明を実施しています。
　これらの研究は、達成目標は異なるものの、植物プランクトンの増殖を原因とする現象を対象と
しており、藻類増殖試験を行った上で研究を進めていくこととなります。そこで、藻類増殖試験方
法のノウハウ等の情報交換を行い、効率的な研究の推進を図ることとしています。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　従前から行っている、将来の発展の可能性が想定される萌芽的研究に加えて、長期展望に基づく新技
術開発の開発可能性の検討や将来必要となる技術の抽出などを趣旨とした研究カテゴリーとして“研究
方針研究”を創設し、11課題を選定した。
　選定された課題の中には、現在 100 年を想定しているダムの寿命を大幅に伸ばす方法に関する研究
や、道路建設時の大幅な事業費の増大を防ぐためのルート選定段階で講ずべき方策に関する研究などが
あり、内容によっては、複数のグループ・チームが連携して実施するものもある。

　寒地土木研究所では、北海道における公共事業実施機関である国土交通省北海道開発局と綿密な協議
を行うことにより、行政ニーズの動向を常に把握することに努めた。
　また、土木研究所幹部が国土交通省地方整備局の幹部を訪問し、いわゆるトップセールスを展開した
（表－１. １. ２. ３）。セールスにおいては、土木研究所が開発した新工法、前中期計画期間中の研究成
果等を紹介するとともに、地方整備局における技術的課題や最新の動向に関する意見交換等を行い、行
政ニーズの把握に努めた。
　国土交通省が行った、『イノベーションの創造に資する国土交通分野における技術革新の提案募集』
に土木研究所の知見を活かし、「現場施工のプレハブ化、自動化、無人化、情報化」、「小規模分散型高
効率下水処理場や河川水を大量浄化する技術」、「家庭への土砂災害予警報システム導入に関する技術」
および「地球温暖化による海面上昇に備えた地盤隆起技術」などを提案することを通じて、実現が求め
られている社会像、将来のライフスタイルおよびそれに基づく今後の研究方向性の把握を行った。
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　土木研究所幹部による地方整備局へのトップセールスの中で、土木研究所で実施すべき研究について、
より広い立場から時代の流れを見据えて検討することを期待されていることが明らかになった。そこで、
研究グループ長以上の役職員が自主的に参加し、横断的な検討体制を構築し、チームやグループの枠に
拘束されず、旧来の慣例にとらわれず土木研究所に寄せられる期待に的確に応える本質を突いた研究（ス
ケールの大きな研究と呼ぶ）について議論した。
　その結果、研究すべきテーマとしては今後の防災のあり方や、土木構造物のあり方等に集約された。
このうち、例えば防災分野に関しては、将来的に懸念される自然現象、リスクを高める社会的要因等を
整理した上で、図－１. １. ２. １に示すような資料をもとに自然災害リスクへの対応方針を議論し、そ
れを踏まえ、今後必要となる研究領域・研究課題を抽出した。抽出にあたっては、土木研究所の業務に
係わる分野について幅広く検討するとともに、研究課題の喫緊性についても整理を行った。
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　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　国土交通省技術基本計画等関係する計画や行政ニーズを踏まえ、研究課題を設定し計画的に実施
した。また、旧土木研究所と旧北海道開発土木研究所の研究連携を積極的に実施し効率的な研究の
推進に努めた。
　具体的には、一般研究91課題および萌芽的研究10課題について、研究を実施した。また、研究の
推進に当たっては、統合初年度に当たる本年度よりつくばと寒地の研究連携を積極的に開始し、１
つの研究課題を分担して行う分担研究を２課題で、データ等の情報交換を行う連携研究を17課題で
それぞれ実施した。
　さらに、国土交通省の地方整備局への幹部のトップセールスや北海道開発局との綿密な協議によ
り行政ニーズを的確に踏まえつつ、18年度には、長期展望に基づき将来必要となる技術の抽出や可
能性の検討を行う「研究方針研究」を創設し、11課題を選定するとともに、防災や構造物等の分野
で、旧来の慣例にとらわれない「スケールの大きな研究」についての議論を展開し、中・長期的な
研究の方向性を整理した。また、国土交通省が行った「イノベーションの創造に資する国土交通分
野における技術革新の提案募集」にも、土木研究所の知見を活かした数多くのアイデアを提案した。
　こうした取り組みを19年度以降も継続的に実施することにより、将来においても必要となる研究
開発の計画的な推進が図られ、中期目標の達成は可能と考えている。
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１．（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組

（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組

中期目標
　事業実施における技術的問題の解決のため、国土交通本省、地方整備局及び北海道開発局等から
の委託を受けて研究開発を確実に実施すること。

中期計画
　１.（５）に示す研究成果の普及を通じて研究所の研究開発ポテンシャルに対する外部からの評
価を高めることにより、国土交通本省、地方整備局、北海道開発局等から、事業実施における技術
的問題の解決のために必要となる試験研究を受託し、確実に実施する。

年度計画
　国土交通本省、地方整備局、北海道開発局等から、事業実施における技術的問題に解決のために
必要となる試験研究を受託し、事業実施機関と綿密に連携して実施し、十分な研究成果を委託者に
確実に提供する。

■年度計画における目標設定の考え方
　国土交通省や地方公共団体の各機関が抱える技術的な課題を解決し、社会資本の効率的な整備の推進
に寄与するため、確実に受託研究を実施し、信頼のおける質の高い成果を提供することとした。

■平成18年度における取り組み

　国土交通本省、地方整備局、北海道開発局、地方公共団体等から依頼を受けた18年度の受託研究は92
件、3,281百万円である。その依頼機関別の件数は表－１.２.１.１のとおりであり、国土交通省のほか地
方公共団体等様々な機関より依頼を受けている。また、受託研究の分野別内訳は図－１.２.１.１のとお
りであり、その内容は表－１.２.１.２のとおり多岐に渡っている。
　また、国の随意契約の見直し計画に基づく委託者が特定した公益法人等以外の参加者の有無を確認す
るための公募手続き※が18年度下半期から国土交通省に導入され、委託者側の契約手続きにおいて、従
来より競争性・透明性が確保されたものとなった。
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１．（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組
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１．（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組

技術的課題解決への貢献　事例　　－コスト縮減－
（津軽ダム水理設計業務）

【再開発ダムの転流工に半川締切方式を実現】　
①津軽ダムの転流方式
　津軽ダムは、一級河川岩木川に既設の目屋ダムの機能向上を図る再開発ダムである。津軽ダム
は目屋ダムの直下流に建設されることから、目屋ダムの洪水調節機能を維持しつつ建設を進める
ことが課題となっている。
　津軽ダムの建設には、現在の岩木川を移設する転流工が必要である。転流工には、ダム予定地
を迂回する堤外排水トンネル方式（図－１）と、河川の幅を狭めて施工スペースを確保する半川
締切方式（図－２）が考えられる。転流工に堤外排水トンネル方式を採用した場合、目屋ダムの
洪水調節機能を代替するゲートの新設、大断面のトンネルの掘削が必要があることから、工事費
が割高となる。一方、半川締切方式では、既設目屋ダムの放流水を安全に流下させることが課題
となる。そこで、半川締切方式を採用する場合に必要となる水理的特性を把握することを目的に、
水理模型実験を行った（図－３）。

②半川締切方式の検討
　半川締切方式では、新設ダムを貫通する堤内仮排水路
を設置する。堤内仮排水路は呑口部、水路部、下流部か
ら構成されるが、既設目屋ダムの放流水を堤内仮排水路
に安定的に流入させる必要がある。実験の結果、呑口部
前面に導流堤を設置し、また、呑口部と水路部の間に断
面の漸変区間を設けることで、目屋ダムの放流水を確実
に流下させることが可能となった。

③コスト縮減と工期短縮
　本業務の実施結果をもとに委託元の事務所が施工計画を検討した結果、最終的に半川締切方式
を採用することとなった。本方式では、地山にトンネルを掘削する堤外排水トンネル方式に比べ、
工期の短縮の他、約47億円のコスト縮減が図られる予定である。
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　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　国土交通本省、地方整備局、北海道開発局及び地方公共団体等からの受託研究を18年度には92
件実施し、依頼機関の抱える技術的問題の解決に貢献した。このうち国土交通省関係以外の地方
公共団体や独立行政法人等からも８件（17年度には８件）受託している。
　次年度以降も同様に受託研究を確実に実施することにより中期目標は達成可能と考えている。
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（３）他の研究機関等との連携等

　①産学官との連携、共同研究の推進

中期目標
　国内外の公的研究機関、大学、民間研究機関等との共同研究を他分野との協調も含めた幅広い
視点にたって進めるとともに、非公務員化のメリットを活かしつつ人事交流等を効果的に実施し、
より高度な研究の実現と研究成果の汎用性の向上に努めること。共同研究については、５年間で
前中期目標期間と同程度実施し、さらに質の高い成果が得られるよう努めること。

中期計画
　非公務員化を踏まえ、国内における民間を含む外部の研究機関等との定期的情報交流の場の設
置やその多様化を行うとともに、共同研究の実施に際しては、他分野との協調にも留意し、さら
に質の高い成果が得られるよう実施方法・役割分担等について検討を行い、最適な実施体制を選
定する。なお、共同研究については本中期目標期間中に300件程度実施する。
　また、海外の研究機関等との共同研究は、科学技術協力協定等に基づいて行うこととし、共同
研究の相手側機関からの研究者の受け入れ、研究所の研究者の海外派遣、研究集会の開催及び報
告書の共同執筆等を積極的に実施する。

年度計画
　非公務員化を踏まえ、国内における民間を含む外部の研究機関等との積極的な情報交流や土研
コーディネートシステム等を通じて寄せられる技術相談等をもとに、前年度から実施しているも
のも含めて共同研究を100件程度実施する。なお、共同研究の実施にあたっては、さらに質の高い
成果が得られるように、前中期目標期間の実績を踏まえ、実施方法・役割分担等について検討を
行い、最適な実施方法の選定に努める。
　海外の研究機関との共同研究については、前年度までに開始している共同研究について相手機
関への研究者派遣や研究情報交換等をより推進する。また、天然資源の開発利用に関する日米会
議（UJNR）耐風・耐震構造専門部会合同部会等の国際会議・ワークショップを主催・共催する。

■年度計画における目標設定の考え方
　共同研究については、国内における民間を含む外部の研究機関等との積極的な情報交流や土研コー
ディネートシステム（技術相談窓口）等を通じて得られた情報を基に、実施することとした。さらに、
海外の研究機関との研究協力を円滑かつ積極的に推進するため、研究協力協定締結に基づき、国際会議、
ワークショップ等の開催を推進することとした。

■平成18年度における取り組み

　国内における民間企業等との共同研究については、前年度からの継続課題 60 件に加え、新規課題
45 件について開始した。新規課題の内訳は、土木研究所提案型（以下、土研提案型）共同研究 24 件、
民間提案型共同研究 21 件である。
　継続課題と新規課題をあわせた 18 年度の実施件数は 105 件であり、100 件程度という年度計画を達
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成した。
　18 年度に実施した共同研究における相手機関の内訳を、図－１. ３. １. ２に示す。また、18 年度新
規課題の概要については、表－１.３.１.１と表－１.３.１.２のとおりである。相手機関の約３/４（74％）
を民間企業が占めているが、大学や財団・社団法人等がそれぞれ 11％、10％となっている。
　現在、実施中の共同研究の成果の一例として、土木研究所が神戸市などとともに共同開発した下水
の消化ガスに含まれるメタンガスを活用したバイオガスを用いたバイオガスバスが平成 18 年 10 月か
ら営業開始している。（コラム参照）
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　コラム　バイオガスバスの実用化
　
　神戸市が処理する年間２億m3の下水からは、
年間約1,000万m3の消化ガス（汚水１m3に対し
て消化ガス0.05m3;５％）が発生します。この消
化ガスにはメタンが約60％含まれているため燃
料として利用する価値があります。このため土
木研究所、神戸市、（株）神鋼環境ソリューショ
ンの３者が共同研究を実施し、消化ガスから
高純度のメタンガスを精製する技術を開発する
とともに、メタンガスを自動車燃料として活用
するための品質管理基準を定め、圧縮天然ガス
（CNG）を燃料とする市バスの新たな燃料とし
て有効活用する技術を開発しました。
　高純度で精製されるメタンガスは“こうべ
バイオガス”と名付けられ、平成18年10月２日
より神戸市交通局が所有するCNGバスのうち
の１台の燃料として、東灘処理場において実験
的に供給が開始され、１日７便（走行距離は約
75km）の営業が行われています。
　バイオガスは化石燃料に比べてCO2や窒素酸
化物（NOX）の排出量が少ないなど、環境に優
しい燃料です。18年度に大阪で開催された下水
道展では試乗会を行うなど、環境保全やエネル
ギーの有効利用に資する技術として広く紹介を
行っています。
　今後、神戸市では、こうべバイオガスを2,000m3/日の規模で供給する計画がありますが、これ
は50km走行する市営バス40台分の使用燃料に相当し、更には、約180haの森林が年間に吸収する
CO2と同等規模の温暖化防止効果が期待されています。
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38

１．（３）①産学官との連携、共同研究の推進

　共同研究については海外の研究機関とも積極的に行うこととしており、18 年度はアメリカ、韓国、
ドイツ、国際機関などと調整を行い、４件の研究協力協定・活動協定を締結した（表－１. ３. １. ３）。
特に、韓国防災協会との協定は、土砂災害派遣依頼を受けた韓国での現地調査での的確な指導が評価
され、相手機関からの協定申込みがあり締結に至ったものである。これらの協定に基づき今後とも共
同研究や研究情報交換をさらに推進していくこととした。
　また、国際会議の開催については、天然資源の開発に関する日米会議（UJNR）耐風・耐震構造専
門部会第 38 回合同部会、第 10 回日独排水及びスラッジ処理についてのワークショップ、第３回流域
と水系管理に関する日米ワークショップ、ICHARM設立記念シンポジウム（後述　１.（６））、第５
回日中冬期道路交通ワークショップなど 16 件の会議を主催・共催し、海外への研究成果の普及、研究
協力関係の強化を図った。この結果、18 年度の国際会議の参加人数は 13 年度以降最高の１,137 名と
なり、開催件数も過去２番目の 16 件であった。（表―１. ３. １. ５参照）
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　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　国内の研究機関との共同研究については、18年度において土研提案型の共同研究56件、民間提
案型の共同研究49件を実施した。これにより国内の共同研究の合計は105件（うち新規課題45件、
継続課題60件）となり、100件程度実施という年度計画を上回る実績を上げた。共同研究の中から、
下水処理過程で発生するガスを利用したバイオガスバスが開発され運行が開始されるなど顕著な
成果をあげている。
　また、海外の研究機関との共同研究については、18年度において新たな研究協力協定を４件締
結するとともに、天然資源の開発に関する日米会議（UJNR）耐風・耐震構造専門部会合同部会
をはじめとする国際会議やワークショップを16件開催・共催し、1,137名の研究者が参加した。こ
の参加者数は独立行政法人化後最多（従来の最多記録の約1.8倍）であり、開催件数も２番目となり、
積極的に海外との研究交流を行ったことは特筆すべきと考える。
　国内研究機関との共同研究の継続的実施、また、既存の研究協力協定等に基づく国際共同研究
や国際会議の開催を次年度以降も行うことで、中期目標の達成は可能であると考える。
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（３）他の研究機関等との連携等

　②研究者の交流

中期目標
　国内外の公的研究機関、大学、民間研究機関等との共同研究を他分野との協調も含めた幅広い
視点にたって進めるとともに、非公務員化のメリットを活かしつつ人事交流等を効果的に実施し、
より高度な研究の実現と研究成果の汎用性の向上に努めること。共同研究については、５年間で
前中期目標期間と同程度実施し、さらに質の高い成果が得られるよう努めること。

中期計画
　国内からの研究者等については、交流研究員制度等に基づき、積極的に受け入れるものとする。
また、フェローシップ制度等の積極的な活用等により、海外の優秀な研究者の受け入れを行うと
ともに研究所の職員を積極的に海外に派遣する。

年度計画
　研究者の交流を図るため、大学等との人事交流を実施する。交流研究員制度等を活用して民間
等からの研究者を積極的に受け入れる。　
　また、JSPSフェローシップ制度や外国人研究者招へい制度等を活用して、海外からの研究者を
積極的に受け入れるとともに、在外研究員派遣制度等を活用して、若手研究者の外国研究機関へ
の派遣を推進する。

■年度計画における目標設定の考え方
　国内での研究者の交流として、民間企業等からの交流研究員等を受け入れることとした。
　また、日本学術振興会（JSPS）フェローシップ制度や外国人研究者招へい制度等を活用して、海外
の優秀な研究者の積極的な受け入れを行うとともに、在外研究員派遣制度、流動研究員制度を活用して、
若手研究者の外国研究機関への派遣を推進することとした。

■平成18年度における取り組み

　交流研究員受入れ規程等に基づき、18 年度は民間企業等から 51 名の研究者を受け入れた。交流研
究員派遣元の業種別内訳を図－１. ３. ２. １に示す。受入れは民間企業からのみならず、地方公共団体
からも実施し、幅広い分野との交流につながっている。18 年度に受入れた交流研究員等の中から、土
木研究所での研究活動を通じて、３名が技術士の資格を取得した他、１名が第 41 回地盤工学研究発表
会優秀論文発表者賞を受賞するなど、技術力の向上に寄与している。
　また、部外研究員招へい制度においては、専門知識を有する経験豊富な研究者の協力を仰ぎ、高度
な研究活動の効率的推進を図っている。18 年度に招へいした内容を表－１. ３. ２. １に示す。
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　海外からの研究者の受入れについては、土木研究所独自に外国人招へい研究員規程や流動研究員規
程細則を設けるとともに相手方負担の海外の研究者を受け入れる制度を柔軟に運用している。18年度
に海外から受け入れた研究者（専門研究員を除く）は中国、フランス、アルジェリア等から計16名であり、
共同研究、研究情報交換、講演等さまざまな形で交流を図った。例えば、近年の気候変動ともあいまって、
河川の計画及び管理上、結氷河川の水理現象に関する知見がさらに強く望まれていることから、結氷
河川における水理特性、結氷過程、アイスジャムの挙動および数値計算に関する最新の知見を得るこ
とを目的に、国際水理学会の氷工学部会の委員長の経歴をもち、結氷河川に関する国際的権威者のク
ラークソン大学のハン・タオ・シェン教授と研究情報の交換を実施した（写真－１.３.２.１）。
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　また、日本学術振興会（JSPS）の国際交流事業制度により２名の外国人研究者を招へいした。この
うち、同制度のひとつである外国人著名研究者招へい事業では、水のノーベル賞とも称される「ストッ
クホルム水賞」を受賞した浅野孝カリフォルニア大学デーヴィス校名誉教授を、国際的にも著名で多
忙な中で土木研究所に招へいすることができた。同事業は 12 年度より開始された事業で、年間わずか
４名程度が採択されるにすぎず、招へい対象はノーベル賞受賞者クラスであるなど、審査条件が厳し
い中、研究機関では土木研究所が３番目に採択されたものである。なお、招へいにあたっては土木研
究所フェロー制度を新設し、土木研究所の研究に対し指導を戴くとともに、土木研究所フェローとし
て多数の国内の大学、研究機関、行政機関等を訪問し水資源管理全般にわたる指導を行って頂いた。（後
述　１.（５）. ② . エ）コラム参照）
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　国際的視野を広げることにより質の高い研究者を育成するために、土木研究所独自の在外研究員派
遣制度、流動研究員制度を活用しイギリス、フランス、アメリカの研究機関に３名の若手研究者を派
遣した。特に、フランスへ派遣した研究者は派遣先機関において、斜面侵食プロセスの新しい観測手
法に関する提案を行い、その重要性・必要性を認められ派遣先機関からの資金援助を受けて、72 日間
派遣期間を延長し、研究を充実させた。
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コラム　在外研究員派遣制度の取り組み事例
　
　平成17年10月から約１年２ヶ月の間、在外研究員制度を利用して、フランス・グルノーブルの
農業環境工学研究所（Cemagref）に滞在する機会を得ました。
　Cemagrefは、本部をParis近郊のAntonyに置きますが、実際の研究は、Antonyも含めて、10
の支部で分散して実施しています。そのうち、山地災害に関する研究については、フランス南東
部の山間の街であるグルノーブルにある支所で実施されています。この支所では、雪崩や土砂移
動現象に関する研究が行われています。この研究所で、フランスにおける土砂災害対策および研
究の実態を広く勉強するとともに、斜面侵食に関する研究チームに加わり、主に、南仏の禿しゃ
地をフィールドとして現地調査・観測に従事しました。滞在中には、自動監視カメラを利用した
視覚的観測等、提案した調査・観測手法について受け入れ研究者らの高い関心を得たことから、
Cemagref側の費用負担によって、当初の予定より２ヶ月余り現地滞在が延長され、降雨期間中の
興味深い侵食プロセスの観測に成功し、その結果を論文にまとめました。また、帰国前には、同
じフランス語圏であるイタリアのアオスタ自治州から招待され、日本の土砂災害対策に関する講
演を行う機会を得る等、日本における研究成果、事例紹介をする機会にも恵まれました。
　在外研究員制度を活用して１年余り滞在させていただいたおかげで、フランスに限らず、イタ
リア等ヨーロッパの研究者、技術者との人間関係を構築できたことが大きな成果でした。今後と
も土木研究所の若い研究員によって同制度が活用されていくことを希望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（火山・土石流チーム　山越隆雄）

在外研究員派遣中のこれまで成果として発表した主な論文等
１） Time lapse video observation of erosion processes on the Black Marls badlands in the 
Southern Alps, France：Earth Surface Processes and Landforms（投稿中）

２）フランスにおけるRTM（山地修復）事業の歴史：砂防と治水,Vol.39,No.３, 2006
３） フランスにおける土砂災害と対策の現状：砂防学会誌,Vol.59、No.２, 2006ほか記事等多数。
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　水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）では、外国人研究者を積極的に登用するこ
ととしており、国際公募により新たに２名の専門研究員を雇用した。また、他の研究グループにおい
ても優秀な外国人研究者を公募により雇用した。18 年度の土木研究所の雇用制度での外国人研究者在
籍数は７名となり、過去最高の人数となった。
　　　　　

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　国内外の研究機関等との研究者交流に関しては、民間企業等からの51名の交流研究員の受入れ
の他、所内外の制度を活用し海外からの研究者を積極的に受け入れ研究の質の向上を図った。特に、
水のノーベル賞と称される「ストックホルム水賞」を受賞した浅野孝カリフォルニア大学名誉教
授を土木研究所フェローとして招へいしたことは、特筆すべきことと考えられる。
　また、在外研究員派遣制度等を活用し、３名の若手研究者をイギリス、フランス、アメリカに
派遣した。このうち、フランスに派遣した研究者は、当地での研究活動を認められ、派遣先の相
手側の費用負担で滞在期間を延長し、日本の土砂災害対策に関する講演を行うなど多くの研究成
果を挙げた。
　18年度には、国際公募により新たに２名の専門研究員を雇用するなどによって、外国人研究者
の在席数は７名となった。これは独立行政法人移行後最多である。
　19年度以降も国内外の様々な機関との間で研究者の交流を深めることにより中期目標は達成で
きると考えられる。
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（４）競争的研究資金等の積極的獲得

中期目標
　競争的研究資金等外部資金の積極的獲得に取り組むことにより、研究所のポテンシャル及び研
究者の能力の向上を図ること。

中期計画
　競争的研究資金（科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費等）等外部資金の獲得に関して、
他の研究機関とも連携して戦略的な申請を行うなどにより獲得に努め、研究所のポテンシャル及
び研究者の能力の向上を図る。

年度計画
　科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費、科学研究費補助金等の競争的研究資金につい
ては、大学をはじめとした他の研究機関とも密接に連携して申請を行うなどにより、積極的な獲
得に努める。なお、申請にあたっては、課題の設定や申請内容に対して所内で指導・助言する体
制を整える。

■年度計画における目標設定の考え方
　科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費等の競争的研究資金について、大学や他の独立行政
法人等の研究機関と密接に連携することや所内において申請を支援する体制を整備することにより、
積極的に獲得を目指すこととした。

■平成18年度における取り組み

　科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費等の競争的研究資金については、年々厳しさを増す
競争環境の中、大学をはじめとした他の研究機関とも密接に連携を図りつつ、土木研究所単独で８課題、
大学等と連携して６課題の計14課題について申請を行った。
　その結果、文部科学省からは継続３課題に対して14百万円、新規獲得３課題に対して78百万円、環
境省からは継続３課題に対して27百万円、新規獲得１課題に対して16百万円の資金を獲得した他、経
済産業省や国土交通省等からも資金を獲得した。
　特に文部科学省より獲得した科学技術振興調整費による｢伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開
発｣は、名古屋大学をはじめとする研究機関と戦略的な連携のもとで土木研究所が中心となって獲得し
たものである。
　なお、応募に際しては、課題の設定や申請書類の作成にあたっての指導・助言等支援体制の実施に
引き続き努めており、国立大学の大学法人化等の厳しい競争環境の中で高い獲得レベルを維持してき
ている。
　また、科学技術振興事業団の戦略的研究推進事業において、特別研究員１名を16年度より引き続き
受け入れている。
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　18年度は若手研究員を中心に応募を積極的に呼びかけ、土木研究所全体では研究代表者として７課
題応募し、４課題が採択され、継続３課題を含め計７課題の研究を実施した。また、研究分担者とし
ても土木研究所全体で13課題応募し、４課題が採択され、継続８課題を含め計12課題の研究を実施した。
　応募にあたっては、積極的にヒアリング等を行いアドバイス体制の強化に努めるとともに、申請書
類等の留意事項等を所内ホームページに掲載する等の支援に努めている。
　なお、科学研究費補助金及び前項の競争的研究資金を含めた外部資金の合計獲得実績は、表－
１.４.１.４に示すとおりである。18年度における競争的資金の新規獲得件数は14件と、13年度以降で
17年度に次ぐ獲得数となった。また、獲得した額も、約１億７千万円と15年度に次いで２番目となり、
獲得に向けての所を挙げた数々の取組が結実した結果となっている。また、経済産業省エネルギー技
術開発、国土交通省建設技術研究開発および日本学術振興会特別研究員奨励費については、18年度に
独立行政法人移行後６年間で初めて獲得した費目であり、新しい資金の獲得に積極的に努めた成果が
現れた。
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１．（４）競争的研究資金等の積極的獲得

　外部資金の執行にあたっては、従来より、所の会計規程等を適用し適切に管理しており、研究者本
人が経費支出手続きに直接関わらない仕組みを確保している。また、会計規程等については、所内の
イントラネット等を通じ職員に周知している。
　さらに、18年度においては内部通報に関する規程を制定し、不正事案の調査・報告・処理体制を整
備した。
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１．（４）競争的研究資金等の積極的獲得

コラム　大学等と連携した研究活動におけるリーダーシップの発揮

　科学技術振興調整費｢伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発｣（18～ 23年度）

　本研究課題では名古屋大学をはじめ、国土技術政策総合研究所、国立環境研究所、農村工学研
究所、水産研究所、養殖研究所等の各機関と戦略的な連携のもと、定量的な生態系評価技術、環
境修復技術に立脚した環境影響評価モデルの構築を目指しています。
　土木研究所は、研究テーマ構築の当初からイニシアチブをとり、本課題の中心的概念として生
態系サービスの概念を提案し採用されました。また、研究実施にあたっては｢流域圏を構成する陸
域生態系の機構解明と修復技術の開発｣という課題を主体的に実施するとともに、現地における調
査に基づき、具体的環境管理のアクションをとる際に必要となる基礎的な情報を土木研究所にお
いて収集・分析し連携先に提供しているなど、中心的役割を果たしています。
　
　　 

　

　（社）日本鉄鋼連盟が実施している鋼構造研究・教育助成事業に申請した結果、｢道路構造物杭基礎
の支持力評価法の性能規定化に関する研究｣に対して300万円の助成があり、研究に充当した。
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中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　競争的研究資金については、大学や他の研究機関等との密接な連携を図り、積極的な獲得に努
めた。この結果、18年度に新規に獲得した件数が14件となり、年度別の新規獲得件数としては、
独立行政法人化後６年間で２番目に多い新規獲得件数となった。また、獲得金額についても過去
２番目に多い額となった。なお、科学技術振興調整費における｢伊勢湾流域圏の自然共生型環境
管理技術開発｣では中心的役割を担って新規獲得に成功するなど質的にも高度な活動を行ってい
る。この他、新規案件として文部科学省関係では、｢統合化地下構造データベースの構築｣や｢E－
DefenceにおけるRC橋脚模型振動破壊実験の縮小模型に対する振動台実験｣、経済産業省関係では、
NEDOより｢無曝気・省エネルギー型次世代資源循環技術の開発｣など重要なテーマについて競争
的研究資金を獲得した。
　次年度以降も継続課題の着実な実施とともに、新たな資金の獲得を積極的に行うことにより、
中期計画に掲げた競争的資金等外部資金活用の拡充は、本中期計画期間内に達成できると考えて
いる。
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（５）技術の指導及び研究成果の普及

　①技術の指導

中期目標
　独立行政法人土木研究所法第15条により国土交通大臣の指示があった場合の他、災害その他の
技術的課題への対応のため、外部からの要請に基づき、又は研究所の自主的判断により、職員を
国や地方公共団体等に派遣し所要の対応に当たらせる等、技術指導を積極的に展開すること。

中期計画
　独立行政法人土木研究所法（平成11年法律第205号）第15条による国土交通大臣の指示があった
場合は、法の趣旨に則り迅速に対応する。そのほか、災害を含めた土木関係の技術的課題に関す
る指導、助言については、技術指導規程に基づき、良質な社会資本の効率的な整備、土木技術の向上、
北海道開発の推進等の観点から適切と認められるものについて積極的に技術指導を実施する。

年度計画 　
　独立行政法人土木研究所法第15条による国土交通大臣の指示、あるいは国土交通省、地方公共
団体等からの要請に対し、防災業務計画に基づき災害時の対応を迅速かつ確実に実施する。また、
国土交通省、地方公共団体等からの依頼を受け、土木技術全般に係る技術指導を積極的に実施する。
さらに、国土交通省、地方公共団体、公益法人等からの要請に基づき、技術委員会への参画及び
研修等での講師を通じて助言及び指導を行う。

■年度計画における目標設定の考え方
　災害時の技術指導は、従来から土木研究所の重要な使命と位置づけており、18 年度においても引き
続き、災害時に迅速かつ確実に対応することとした。また、土木技術全般に係る技術指導は、独立行
政法人土木研究所技術指導実施規程に基づき展開することとした。

■平成18年度における取り組み

　18 年度は、大規模な災害として能登半島地震や北海道佐呂間町の竜巻等が発生した。土木研究所は、
国土交通省、地方公共団体等からの要請を受け、迅速に関係各分野の専門家を現地へ派遣し、災害の
メカニズム分析や復旧対策に関する指導等を行い、多大なる貢献をした。また、国内はもとより、海
外で発生した災害においても技術指導を行った。
　その他、各地で発生した土砂災害、道路斜面災害等においても、現地調査や復旧対策等の指導・助
言を行った。18 年度に国、地方公共団体等からの要請に基づく指導状況は表－１. ５. １. １に示す通り
であり、延べ 100 人の職員を派遣した。
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　平成 19 年３月 25 日、石川県能登半島沖を震源とする、マグニチュード 6.9 の地震が発生し、石川
県七尾市、輪島市、穴水町では、最大震度６強を観測した。この地震による被害は、死者１名、負傷
者 359 名、住宅被害 15,757 棟にのぼった※１。この他、道路や橋梁の損傷、斜面崩壊、河道閉塞等の被
害も多数発生した。
　これらの被害に対し、18 年度内に土木研究所の職員延べ 15 名が国土交通省、石川県、輪島市から
の要請を受け、地震発生直後より迅速に被害実態の現地調査を行い、地割れに対する安全性の判断、
復旧までの日数を短縮する工法の提案等を行うとともに、その内１名が技術検討委員会にも参画し、
被災地の復旧に貢献した。また、職員の知見を蓄積するため、自主的調査も積極的に行った（平成 19
年６月 30 日現在、要請に基づく派遣 20 名、技術検討委員会への参画７名、自主的調査 19 名（表－
１. ５. １. ２および写真－１. ５. １. １））。土木研究所職員が指導した今後の対応策等は一部メディア
にも取り上げられ、周知された。（図－１. ５. １. １）
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　平成 18 年 11 月７日に北海道佐呂間町若狭地区で竜巻が発生した。この竜巻により国道工事事務所
兼現場作業員宿舎が倒壊するなどして死者９名、重軽傷者 31 名の惨事※２となった。
　土木研究所では、竜巻発生当日の夜には、職員を現地へ派遣し、被害状況の把握及び災害対策本部
への適切な助言を行い、災害対応の技術的支援を行った（写真－１. ５. １. ２）。
　また、（社）土木学会の「北海道佐呂間町竜巻緊急災害調査団」に参加し、被災した国道道路標識柱
の倒壊メカニズムの解析に貢献した。

　平成 18 年７月豪雨では、平成 18 年７月 15 日以降、九州から東日本にのびた梅雨前線により、九州
から関東地方の広い範囲で記録的な大雨となり、死者 28 名、負傷者 72 名が出た他、土砂災害や浸水
被害も多発した※３。
　特に長野県内の被害は大きく、同県箕輪町松島北島地先では、７月 19 日に豪雨により天竜川の水
位が上昇し、約 60mにわたり堤防が決壊した。その後、上下流に侵食が拡大し、堤防決壊の範囲が
120mに及び、送電線の鉄塔へも影響を与え、田畑浸水、住宅や道路、鉄道への影響も懸念される事
態となった※４。
　土木研究所は、国土交通省中部地方整備局からの要請を受けて職員を派遣し、被害状況把握、応急
対策や警戒避難体制に関する助言から、災害の予見性や再発防止の観点からの被災メカニズムの分析
に至るまで、多大な貢献をした（写真－１. ５. １. ３）。
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　平成 18 年７月、韓国東部の山間地域では、長雨と記録的な集中豪雨により、各地で大規模な土砂災
害が発生した。（被災地の１つである平昌郡（ピョンチャングン）では５日間の連続雨量が 793mmを
記録した。これは、地域の平年の年間降水量 1,200 ～ 1,500mmの半分以上に相当する降雨であった。）
　この災害に対し、韓国防災協会の要請を受け、火山・土石流チームの職員が、平成 18 年 8 月 27 日
から 31 日まで現地調査を行い、災害のメカニズムを分析するとともに、今後の対策として、砂防ダム
建設の必要性、災害危険地区の住民のための対応について、日本での事例を交えながら効果的な方法
を助言・指導した（写真－１. ５. １. ４）。
　土木研究所職員の技術指導の内容は、韓国の新聞（ハンギョレ新聞）にも取り上げられた（図－
１.５.１.２）。この技術指導が高い評価を受け、韓国防災協会との間の研究協力協定締結につながった。
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　上述の大規模災害以外でも、国や地方公共団体より要請を受け、現地調査、安全性照査、復旧・対
策方法の指導等を積極的に行った（表－１. ５. １. ３）。
　例えば、平成 18 年５月 12 日から 13 日にかけて、岐阜県揖斐川町東横山地区で幅約 150m、高さ約
90mの地すべりが発生し、崩落土砂の一部が揖斐川に流入した際には、岐阜県からの要請を受けて現
地調査を行い、その後の梅雨期や台風シーズンの降雨への備えも視野に入れ、応急対策や引き続き地
すべりの監視を行うことの重要性やその方法について、指導・助言した。
　平成 18 年５月 28 日に北海道千歳市支笏湖畔で連続雨量約 130mmを記録、午後６時 30 分過ぎに一
般国道 453 号支笏湖畔において両側車線を塞ぐ土砂災害が発生し、通行止めとなった際には、北海道
開発局札幌開発建設部の依頼を受け、翌朝早くに現地に向かい調査を実施した。その現地調査結果を
もとに災害のメカニズムについて分析し、対策として仮設防護柵の設置、浮石除去の助言・指導を行
う等、迅速な対応を行っている。
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　災害時以外にも、現場が抱える技術的課題に対し、施工、地盤、耐震、河川・ダム等、多岐の分野
にわたり技術指導を行った（表－１. ５. １. ４）。18 年度の指導件数は 2,656 件と 13 年度の独立行政法
人化後、2番目に多い件数となった。
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　電力会社が保有するダムにおいて、データ改ざん、不法な構造変更等が発覚した。国土交通省の要
請を受け、土木研究所は、土用ダム（中国電力）、上来沢ダム、野反ダム（ともに東京電力）における
現地立入検査に参加するとともに、その後の提出書類の審査等を通して安全性評価を行った（写真－
１. ５. １. ５および表－１. ５. １. ５）。これらの活動を通して、国土交通省による河川管理行為を支援
した。
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　寒地土木研究所では、16 年度までの特別研究「積雪寒冷地における環境・資源循環プロジェクト」
の成果等から、「積雪寒冷地における乳牛ふん尿を対象とした共同利用型バイオガスシステム導入の参
考資料」（平成 18 年３月）を作成している。
　この参考資料を用いて、平成 19 年２月に網走市・帯広市で、バイオガスシステムの計画作成方法、
プラントの技術的課題と改善、乳牛ふん尿以外の有機性資源受け入れによる経営収支改善などに重点
をおいた説明会を開催した。当日は、開発建設部・支庁・自治体・JAから、両開催地であわせて約
100 名の参加者があった（写真－１. ５. １. ６）。

　毎年６月の「土砂災害防止月間」の取り組みの一環として、土砂災害に対する防災訓練が全国各都
道府県で行われた。新潟県では、平成 18 年６月 11 日に妙高市において県および市の主催により実施
され、現地対策本部設置、情報収集、住民避難、映像衞星送信などが行われた。
　この防災訓練に土木研究所の職員がアドバイザーとして参加するとともに、防災訓練終了後、地元
住民を対象に実施された防災講習会において講演を行い、災害に対する日頃の備え等を伝えた（写真
－１. ５. １. ７）。
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　上述の技術指導の他、技術委員会への参画 1,612 件、講演会及び研修における講師派遣 403 件を行い、
共に独立行政法人へ移行した 13 年度以降、最多の件数となった。
　国土交通省地方整備局や地方公共団体等の行政機関、関係学会などの技術委員会では、公共事
業のコスト縮減や環境保全について検討する等の行政支援を行った（表－１. ５. １. ６および表－
１. ５. １. ７）。
　また、講演会及び研修講師としては、土木研究所が有する技術情報や研究成果を普及させるとともに、
国や地方公共団体等の技術者の育成にも貢献した（表－１. ５. １. ８および表－１. ５. １. ９）。
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コラム　東名遺跡保存検討委員会への参加

　佐賀県導水事業の一環で、洪水調節を行うための施設として建設中である巨勢川調整池（面積
約55ha）の掘削工事中に縄文時代早期（約7,000年前）の貝塚が発見されました。この貝塚は、東
名（ひがしみょう）遺跡と呼ばれ、国内最大級の規模を有し、貯蔵穴や編みかご、櫛、櫂等が発
掘され、当時を知る遺跡として、より良好な状態での保存が望まれました。　　　　　
　そこで、国土交通省佐賀河川総合開発工事事務所と佐賀市の主催で、考古学、地質、地下水、
地盤工学等の専門家および行政担当者から構成される「東名遺跡保存検討委員会」が設立され、
調整池の治水機能確保を前提に、遺跡にとって望ましい環境を土壌特性や地下水特性により推定
し、遺跡の保存環境を整備するための検討が行われました。
　この委員会に土木研究所地質チームの職員が参加し、周辺土壌の酸化による遺跡の劣化を防ぐ
対策として、遺跡の上部を覆土し、大気中の酸素や溶存酸素を含む地下水や雨水の流入を遮断す
る方法が提案され、遺跡上面を透水性を制御したセメント改良土で覆い、さらに乾湿繰り返しに
よるひび割れ防止のため、セメント改良土の上にも覆土を行う対策が採用されました。
　平成18年６月に覆土の施工が開始され、施工中の段階から周辺土壌、地下水環境のモニタリン
グを行い、施工後も定期的に土壌の酸性度、水分、温度のデータを取っています。施工後には、
地下水の溶存酸素量が減少し、覆土の施工が妥当であったことが確認されました。
　調整池の施工中という時間的制約の中で、治水事業と遺跡の保存の両立という困難な課題に、
土木研究所職員の技術指導が活かされました。
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　コラム　コンクリート構造物の非破壊検査法に関する技術者認定制度の構築

　平成18年９月に出された国土交通省の通達「微破壊・非破壊試験を用いたコンクリートの強度
測定の試行について」では、コンクリート構造物の品質の確保を一層図るとともに、監督・検査
を充実させるため、微破壊・非破壊試験を用いてコンクリート構造物の強度が適正に確保されて
いることを確認することが示されました。
　また、この通達に基づく「微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強度測定試行要領
（案）」において、非破壊試験方法の「超音波法」及び「衝撃弾性波法（表面２点法）」については、
測定者要件として、土木研究所が行う講習会の受講義務が明記されました。
　これを受けて、土木研究所では、非破壊試験方法に関して、講義および実技演習からなる講習
会を実施し、講習会の最後に実技試験を実施して、コンクリート構造物の強度測定に必要な技術
を習得したと判断された者に受講証明書を発行する制度を構築しました。この受講証明書を保有
することにより、工事現場での強度測定が可能となりました。
　18年度内には、強度測定を行う業者等から希望を募り、講習会を５回開催し、表面２点法で64人、
超音波法で72人に受講証明書を発行しました。
　今後も講習会の主催を通じて、非破壊試験方法を普及させ、コンクリート構造物について適正
な強度測定を行うことのできる技術者を認定する取り組みを続けていく予定です。
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　北海道開発の推進という視点に立った研究成果を普及
し、技術情報が効率的に活用され、継承されていくこと
に寄与するため、国土交通省北海道開発局との共催で現
地講習会を開催している（写真－１. ５. １. ８）。
　18年度は北海道内10箇所において要望のあった23テー
マを発表し、約 380 名の参加者を得た（表－１. ５. １.10）。
このうち 43％は民間からの参加者であり、現地講習会終
了後にアンケートを実施した結果、「内容はわかりやすく
現場に活用できる講習内容であった」等の回答が得られ、
その目的を果たしていることが確認できた。また、アンケートからは、最新の成果についての報告が
求められていることも判明し、次回以降の開催に向けて検討していくこととしている。
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中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度においては、災害時をはじめとする土木技術全般にわたり技術指導を積極的に展開した。
　災害時の技術指導については、能登半島地震や北海道佐呂間町の竜巻、天竜川堤防決壊等多く
の災害時に国や地方公共団体からの要請に対し、延べ100人の職員を現地に派遣し、責務を果たした。
　特に、能登半島地震については、国や地方公共団体からの要請により、地震直後の現地調査や
復旧対策の指導にあたると共に、技術検討委員会等の委員として、早期復旧に向けてのアドバイ
スを行う等、多大の貢献を行ったことは特筆に値する。
　また、韓国で発生した土砂災害に対し、韓国防災協会からの要請を受け、職員が現地調査に赴き、
対策方法の指導・助言を行い、その模様が韓国の新聞にも取り上げられた。
　土木技術全般に対する技術指導2,656件は、13年度の独立行政法人化後で2番目に多い件数となっ
た。技術委員会への参画1,612件、研修への講師としての派遣403件についてはいずれも独立行政
法人化後で最多の件数となった。また、社会的に高い関心を集めた電力ダムのデータ改ざん問題
に対しては、国からの要請を受け、現地立入検査に参加し、安全性評価を行う等の技術的支援を行っ
た。
　また、国土交通省の通達により、コンクリート構造物の非破壊検査方法の講習機関に土木研究
所が指定されたため、速やかに講習会を開始し、合格者に受講証明書を発行する等の業務を的確
に実施した。
　さらに、国土交通省北海道開発局との共催で北海道内10箇所において現地講習会を開催し、北
海道開発の推進に貢献した。
　次年度以降も、技術的知見に基く技術指導を積極的かつ的確に行うことにより、中期目標は達
成できると考えている。
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（５）技術の指導及び研究成果の普及
　②研究成果等の普及
　ア）研究成果のとりまとめ方針及び迅速かつ広範な普及のための体制整備

　
中期目標
　研究成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、
研究成果発表会、メディアへの発表を通じて広く普及を図るとともに、外部からの評価を積極的
に受けること。併せて、研究成果の電子データベース化やインターネットの活用により研究開発
の状況、成果を広く提供すること。
　また、（１）①の重点的研究開発の成果の他、（１）②の研究開発及び（２）から（４）の研究
活動並びに（５）①の技術指導等を通じて得られた重要な成果については、国が実施する関連行
政施策の立案や技術基準の策定等の業務に反映するため、容易に活用しうる形態によりまとめる
こと。
　さらに、研究成果の国際的な普及や規格の国際標準化等に対応すること等により、アジアをは
じめとした世界への貢献に努めること。

中期計画

　研究成果の普及については、重点プロジェクト研究をはじめとする重要な研究については、そ
の成果を土木研究所報告にとりまとめるとともに、公開の成果発表会を開催する。また、研究所
の研究成果発表会を年２回以上開催する。さらに研究開発及びその成果に関する情報をはじめ、
研究所としての研究開発の状況、成果もできる限り早期に電子情報として広く提供する。その際、
インターネットの活用等により、アクセス機会の拡大を図り、研究成果の広範な普及に努めるこ
ととし、寒地土木技術情報センターについては、インターネットによる図書検索・論文検索シス
テムの充実といった一層の利便性向上を図る。
　特に、積雪寒冷に適応した社会資本整備に係わる研究開発成果については、その他の活用可能
な地域に対する普及のための活動を積極的に実施する。
　また、一般市民を対象とした研究施設の一般公開をつくばと札幌においてそれぞれ年１回実施
するとともに、その他の研究センターや構外施設等についても随時一般市民に公開するよう努める。

年度計画

　研究所の研究成果は、逐次、土木研究所報告、土木研究所資料、月報等の刊行物としてとりま
とめ、積極的に公表する。特に、前中期目標期間に実施した重点プロジェクト研究等については、
その成果を報告書としてとりまとめ、公表する。
　研究所がこれまで刊行した出版物、学会誌に発表した論文、取得特許等について、研究所ホー
ムページ上で提供する情報を充実させ、利用者の利便性の向上を図る。
　研究所講演会等の研究成果報告会については、統合の効果を発揮させながら、講演内容を吟味し、
東京と札幌において実施する。さらに、共同研究等によって開発した新技術の発表会（新技術ショー
ケース）を東京及び他の都市において共同研究者の参画も得て開催する。また、科学技術週間（４
月）、国土交通Day（７月）、土木の日（11月）の行事の一環等により、一般市民を対象とした研
究施設の一般公開をつくばと札幌において実施する。なお、講演会や一般公開等の実施にあたっ
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ては、前年度までにアンケート等において寄せられた意見を踏まえ、開催時期、アナウンスの方
法を再考し、より効果的な情報発信となるよう発展させる。

■年度計画における目標設定の考え方
　ホームページ、刊行物を媒体とする技術情報等の発信、または、講演会やイベント等の催事開催を
通じて、研究成果の周知や研究所に対する理解を得られるよう取り組むこととした。

■平成18年度における取り組み

　研究成果を広く周知するための発信手段として、刊行物による公表とホームページによる公表に取
り組んでいる。18年度の実績は以下の通りである。

　研究成果は、その成果の特性によって下表に示す刊行物のカテゴリーに分類・発刊し、公表される。
18年度の発刊実績は表－１.５.２.１の通りであり、写真－１.５.２.１はその刊行物の一例である。同表
に示すように、土木研究所資料及び共同研究報告書の18年度発刊数は前年度に比べて増加しており、
実用のための研究の集大成がなされたといえる。
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　これら刊行物のうち、土木研究所資料第4042号「低品質骨材を使用したコンクリート乾湿繰返し抵
抗性に関する検討」については、土木学会発行「2007年制定　コンクリート標準仕方書［基準編］」に
引用され、コンクリート構造物の分野において標準的に利用されることとなり、土木コンクリート構
造物の品質向上を通じた、安全・安心の確保に貢献している。

　表－１.５.２.１に示す刊行物以外に、写真－１.５.２.２に示す土木研究所の組織概要及び研究内容を
紹介するパンフレットの発刊を積極的に行った。このうち、土木技術や土木研究所の仕事内容がわか
るような子供向けパンフレットを初めて作成し、土木の日の一般公開等で配布することにより研究所
の理解促進に努めた。さらに、従来の日本語と英語を併記した土木研究所要覧を、英語版のみの独立
した分冊として初めて発行することにより、内容の充実を図るとともに海外へのPRにも努めた。
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　表－１.５.２.１に示す刊行物以外に、研究所の刊行物として、「雪崩・地すべり研究センターニュー
ス」（年４回発行）、「ARRC NEWS（自然共生研究センターニュース）」（No.９発行）及び「ICHARM 
NEWS LETTER」（日本語、英語版年４回発行）を刊行した。また、「土木技術資料」（（財）土木研究
センター発行、月刊誌）の監修及び執筆を行い、報文は67件を掲載した。

　研究成果の公表においてホームページは広報戦略上重要であり、利用者にとっても利便性が兼ね備
わった手段である。18年度は、土木研究所のホームページの研究成果情報データベースシステムを更
新し、土木研究所刊行物のうち土木研究所報告（独立行政法人化後の７巻）について、掲載論文の概
要及びフルペーパーをホームページ上からアクセスできるようシステムの構築を行い、土木研究所報
告に関する情報提供を開始した。

　寒地土木研究所では、内外の研究者や技術者に対する寒地土木技術の研究情報ステーションとして
の役割を果たすため、寒地土木技術に関する研究情報の収集や提供・管理等を行う機関として寒地土
木技術情報センターを所内に設置し、寒地土木研究所の研究成果に加え一般図書を含めて91,762タイ
トルの蔵書の管理や貸出等を行っている。これらの蔵書に関する情報等は、図－１.５.２.１に示すよう
に、インターネットを通じて検索可能であるとともに、同センターは常時一般開放している。18年度
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は論文検索システムの更新に伴い発表論文及び刊行物等のPDFファイルを全文検索可能なものとする
ことで、利用者がより検索しやすいものとした。インターネットを通じた蔵書検索は約11,600件、同
センターの利用者は2,839人（外部利用者は約20％であり、その79％は建設コンサルタント関係者）で
あった。

　研究成果を報告する講演会や、開発技術の普及や技術相談を行う新技術ショーケースを開催した。
つくば中央研究所と寒地土木研究所の両研究所が統合されたことを活かし、相互の講演会に研究者を
派遣するとともに、これまで寒地土木研究所では実施していなかった新技術ショーケースを札幌では
じめて開催した。

　調査研究の成果や最近の土木技術に関する話題・動向等について幅広く紹介することを目的として、
昭和44年より毎年都内にて講演会を開催しており、18年度は第34回となる。18年度は10月27日に開催し、
当日は民間企業、地方公共団体等を中心に、435名の聴講者を得た。
　講演内容としては、土木研究所のフェローとして独立行政法人日本学術振興会の外国人著名研究者
招へい事業により招聘したカリフォルニア大学浅野孝名誉教授が、水の再利用について基調講演した。
この他、前中期計画で取り組んだ重点プロジェクト研究の成果報告等を行うとともに、寒地土木研究
所からも研究成果報告を行った。
　なお、講演会の内容については、参加者に対してアンケート調査を実施し、適宜講演テーマや運営
方法について見直しを行うとともに、できるかぎり時宜に応じた内容となるよう心がけている。アン
ケートには「次回も是非積極的に参加したい」、「年１回ではなく２回開催してほしい」等の回答が寄
せられ、関心と期待の大きさが窺える結果となっている。
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　積雪寒冷地等に係わる土木技術を広範に普及させることを目的に昭和61年より毎年開催しており、
18年度は第20回となる。今回は、旧土木研究所では行っていた新技術ショーケースを、講演会と併せ
て札幌においても開催した。今年度は平成18年12月４日に開催し、当日は北海道全域から約620名もの
参加者があった。そのうち60％以上が民間企業からの参加者であった。参加者に対してはアンケート
を実施しており、90％以上の方から次回も参加したいなどの回答があった。これらの結果を分析して
次回以降の運営方法の見直しを図っていく考えである。
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　コラム　水問題の国際的専門家を土木研究所フェローとして招聘～土木研究所講演会にて講演～

　土木研究所では、水問題の泰斗であるカリフォルニア大学の浅野孝名誉教授を独立行政法人日
本学術振興会の外国人著名研究者招へい事業により、土木研究所フェローとして招聘しました。
同教授は水問題に携わる国際的な権威であり、水の再利用工学における世界的に優れた業績によ
り平成10年、水のノーベル賞と言われているストックホルム水賞を受賞するなど、その功績は世
界的に広く知られています。招聘期間中、同教授は土木研究所内での研究交流、指導の他、水関
連行政機関や国内各地の大学を訪問し、①研究指導を通した若手研究者の資質向上と国際化、②
世界トップレベルの研究成果を創出できる研究運営体制構築に関する助言・提言、③統合的な水
資源管理の実現に向けた産官学連携研究プロジェクト構築に関する提言、といった活動を精力的
に行いました。また、土木研究所講演会においては、『持続可能な水資源としての排水再利用』と
題する基調講演を行い、確かな見識に裏打ちされた同教授の判りやすい語り口に、講演会場では
熱心に耳を傾けメモを取る姿が数多く見受けられました。
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　土木研究所は、平成18年７月６日に東京の浜離宮朝日ホール及び７月20日に大阪のYMCA国際文化
センターで独立行政法人港湾空港技術研究所と合同で、「海洋暴露試験20年の研究成果合同報告会」を、
国土交通省や土木学会他の後援を得て実施した。本報告会は、土木研究所が駿河湾大井川沖（写真－
１.５.２.５）で、港湾空港技術研究所が茨城県波崎で行っている海洋暴露試験20年間の成果を広く普及
するために行ったものである。
　報告会では、海上や海浜地区に建設される構造物の防食技術を確立することを目的に行われたもの
であり、暴露試験は、海上大気部、飛沫部、干満部および海中部における鋼材やコンクリート部材の
防食技術やその長期耐久性に関して、図－１.５.２.２に示すような調査項目に関する取得データや知見
を紹介した。
　両会場合わせて553名の参加者には熱心な聴講を得た。また、参加者には、土木研究所と港湾空港技
術研究所がそれぞれに取りまとめた写真－１.５.２.６に示す共同研究報告書を配布し、技術者の実務的
な技術図書として利用されるようにした。
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　“土研 新技術ショーケース”を平成18年９月27日に大阪市西区の大阪科学技術センターにおいて、
10月５日に東京都千代田区の総評会館において、更に12月５日には札幌コンベンションセンターにお
いて土木研究所主催で開催した。札幌での開催は、寒地土木研究所との統合を踏まえ、道内で初めて
開催されたものである。本ショーケースの開催は、今回の３回も含め通算10回目の開催となった。
　新技術ショーケースは、土木研究所の研究成果の普及促進を目的として、共同研究等の研究開発を
通じて得られた土木研究所の新たな開発技術（新技術）を社会資本整備に携わる幅広い技術者を対象
に紹介するとともに、技術相談を行うものである。

　国土交通省近畿地方整備局の後援を得て、（社）建設コンサルタンツ協会近畿支部と共同で開催した。
　地方開催は、共同開催者である建設コンサルタンツ協会地方支部に対して、土木研究所の開発技術
の中から現在必要と考える技術等について事前に講演の希望調査を行い、希望に合った技術について
紹介するニーズ対応を行っている。
　ショーケース開催当日は、建設コンサルタント、建設会社、国土交通省を中心に311名の参加があり、
図－１.５.２.３に示す13件の新技術について概要説明と技術相談（うち５件は技術相談のみ）を行うと
ともに、土木研究所における研究開発と成果普及への取組みと題した活動報告を行った。

　東京開催は、ニーズ対応の地方開催に対して、前年度に共同研究が終了した研究成果を中心に紹介
するシーズ発信である。ショーケース開催当日は、民間企業を中心に国土交通省、地方公共団体、公
益法人などから248名の参加があり、図－１.５.２.４に示す13件の新技術について概要説明と技術相談
（うち３件は技術相談のみ）を行った。
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　札幌開催は、寒地土木研究所講演会と併せて開催された。同ショーケースでは、図－１.５.２.５に示
す17の個別技術に関する研究情報や技術相談の他、土木研究所における成果普及活動等についてもパ
ネル展示を行い、参加者への技術の周知を行った。

　　各会場において、開発者と参加者の間で新技術に関する活発な意見交換が行われた。
　　回収したアンケート結果からは、講演内容は有意義であるとの回答が８割を超えており、「大変勉
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強になった。」、「引き続きショーケースを開催して欲しい。次回も参加したい。」、「メールマガジンに
よる新技術情報の提供を希望。」などの声が聞かれた。一方、「現場適用可能な技術情報が事務所まで
伝わらないのが現状である。」や「類似技術と比較した場合の得失の明確化が必要。」といった今後改
善が期待される意見もあった。このような声を受け、次回以降も、優れた新技術普及促進の場として、
よりよいショーケースづくりに努める。

　平成18年度国土交通先端技術フォーラムが平成19年２月に開催され、土木研究所は、パネル展示に
より研究成果の普及を図った。今回からは、統合後の土木研究所としての参加となり、写真－１.５.２.８
に示すように、つくば中央研究所と寒地土木研究所が共同で展示を行い、研究成果の普及を図るとと
もに、統合された土木研究所の組織紹介等も行った。

　18年度は初めての試みとして、地方整備局が開催する建設フェアへの出展を行い成果の普及に努め
た。18年度は、ナゴヤドーム（中部地整）及びサンメッセ香川（四国地整）で行われたフェアに出展し、
重点的に普及を行っている下水汚泥の重力濃縮技術、インバイロワン工法、3H工法、アドバンストテ
レメトリシステム、ハイグレードソイル工法の紹介に加え、土木研究所における成果普及活動や共同
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研究制度等についても紹介を行い、参加者の理解促進や現場での採用に努めた。（コラム参照）

　土木研究所では、つくばサイエンス・アカデミー主催の研究展示会「テクノロジー・ショーケース・
イン・ツクバ」に毎年参加している。この研究展示会は、筑波研究学園都市において、研究者相互、
研究者・企業・行政の横断的交流の促進を目的として平成13年より開催されているもので、土木研究
所では今回、土質チームによるインデクシング発表「カートリッジ式ろ過膜モジュールによるDXNs
汚染排水処理」を行い、幅広い分野の研究者、企業関係者に対し、研究成果の発表と情報の提供に努
めた。

コラム　建設フェアへの出展の初めての試み

　地方整備局等では、産学官の技術情報交流の場の提供、技術開発・新技術導入の促進や一般の
方々に対する建設技術の魅力と社会資本整備の必要性の理解促進を目的として、建設フェアを開
催しています。
　土木研究所は初めての試みとして、平成18年11月８～９日にナゴヤドームで開催された「建設
フェアin中部」及び11月10 ～ 11日にサンメッセ香川で開催された「くらしと技術の建設フェア in 
高松2006」に出展を行いました。
　フェア参加者へは、共同開発者と協力して出展技術に関する実際の施工状況等の説明を行いま
した。その中で、特筆すべきこととして、既に技術導入を行っている地方自治体（苫小牧市、北海道）
の職員にも協力を得て導入効果等の説明を行ったことです。両会場ともに、現場へ適用した場合
にはどのような効果が得られるか等、発注者（国・地方自治体）や施工業者との意見交換がなさ
れました。コスト、施工性、導入効果、施工実績や実施権取得等を含め、導入検討のための基礎
情報は提供できたと考えています。また、土木研究所による成果普及のための技術支援等につい
ても理解いただきました。今後も、このような展示会への参加等を通じて、積極的に成果の普及
に努めていきたいと考えています。
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　総合科学技術会議の「科学技術に関する基本施策について」に対する答申で、「施設設備の一般公開、
出前講座等の社会に開かれた活動を通じて、科学技術に対する国民意識の向上に資することを促進す
る」とされており、土木研究所もその方針に沿った形で、科学技術週間、国土交通Day、土木の日の
行事の一環等として、一般市民を対象とした研究施設の一般公開を実施し、研究開発に対する理解促
進に取り組んでいる。18年度の活動実績は以下の通りである。

　土木研究所は平成18年４月21日に「小さな
発見　未来につながる　第一歩」を標語に、
国土技術政策総合研究所と合同で実験施設
の一般公開を行い、見学者に対し、盛土実験
施設等２施設の紹介を行った。また、写真－
１.５.２.９に示すように、人工的に振動を発生
させることで地下の様子を調べる地下構造探
査震源車などをパネルを用いて紹介した。公
開当日は、218名に見学していただき好評で
あった。

　土木の日（11月）の行事に関連し、平成18
年11月18日に研究施設の一般公開を行った。
前年度までに寄せられた、「時間が足りず全て
を見学することができなかった」という意見
を踏まえ、来場予定者に対して事前に、公開
施設数や体験教室等が多く見学に時間を要す
ることを周知し、早い時間帯での来場を勧め
た。
　また、写真－１.５.２.10に示す「土の博士に
なろう！」と称した体験教室や、ダム水理実
験施設において、流速の予測・計測の体験が
できるようにする等、体験型のイベントを充
実させた。
　これらのことにより、一般公開の開始時刻
早々から終日、子供から大人まで、多くの皆
さんに楽しみながら土木について理解を深め
て頂いた。
　来場者数は1,368人と、独立行政法人への移
行後６年間で最多となった。



90

１．（５）②ア）研究成果のとりまとめ方針及び迅速かつ広範な普及のための体制整備

　国土交通Dayの時期にあわせて、18年度（第24回）
寒地土木研究所一般公開を平成18年７月14日・15日
の二日間に渡り開催した。
　本開催では、寒地土研（かんちどけん）という略
称を広める意味を込めた「かん
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き
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4 4

」のキャッチフレーズのもとに、「コ
ンクリートは生きている」、「海と港の“なるほど”
発見」といった各チーム・ユニットが独自のテーマ
を設定し、写真－１.５.２.11に示すように、実際に模
型や実物に触れてもらうなど、様々な工夫を凝らし
て研究紹介を行った。
　当日は、行政機関や研究者といった専門分野の方
に加えて、学生や一般市民の方々なども多数訪れ、来場者数は1,682名と過去最高を記録し、独立行政
法人化以降６年連続して1,000名を超える来場者を得た。
　また、来場者にはアンケートにご協力いただき、「学校で習った先のことを見られて楽しかった。」、
「ここの研究のおかげで安全に暮らすことができていると思った。」、「来年も来てみたい。」、また、「もっ
と一般の人向けにわかりやすい内容を。」、「最新の技術やトピックスを展示してはどうか。」等、寄せ
られた多くのご意見ご要望を次年度の一般公開に反映することとした。

　自然共生研究センターにおいて、８月に地域住民を対象とした「夏休み親子教室」を開催した。参
加者には、実験河川で、各自で作成の簡易流速計を用いた流速測定、植物の分布や生物の生息状況の
観察を行い、最後に参加者全員の観察結果を集大成して、河川環境情報図作りを体験して頂いた（写
真－１.５.２.12）。
　この河川環境情報図作りを通じて、参加者には、河川が様々な要素で構成されていることや、それ
らが複雑に関わって川の環境が造られていることを実感して頂いた。
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　つくば市が主催する小中学生を対象とした「つくば科学フェスティバル」が平成18年10月７日・８
日に開催された。土木研究所は、災害時の技術指導の様子等に関するパネル展示や、簡単なペーパー
クラフトでアーチ橋を作る体験型イベントを通じて、広く皆様に、土木研究所の活動に理解、親しみ
を持って頂けるよう努めた（写真－１.５.２.13）。

　つくばちびっ子博士は21世紀を担う子供たちがつくば市内の研究機関等において科学技術に触れる
ことにより、科学技術に対する関心を高めることを目的として、つくば市等の主催で11年度から実施
されている。ちびっ子博士に参加する小中学生が市内の指定見学施設を見学し、パスポートにスタン
プを押し事務局に提出するとちびっ子博士に認定されるという制度である。
　18年度は平成18年８月３日に開催し、土木研究所の河川ダム水理実験施設において、181名の見学者
に対し、ダムの構造形式やダムに堆積した土砂の排出方法等について説明した（写真－１.５.２.14）。
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　北海道別海町にある、家畜糞尿からエネルギーを取り出す「資源循環試験施設」は、奇数月の第１
火曜日に、また、「エネルギー地域自立型実証実験施設」は毎月第１火曜日に試験施設の公開を行った。
　18年度は、写真－１.５.２.15に示すように、授業の一環として高校生が見学に訪れるなど、両施設あ
わせて357名の見学があった。

　研究施設の一般公開、他機関が主催するイベントへの出展を通して、研究成果の普及や理解に加えて、
土木分野の技術者以外の皆様にも広く、土木研究所の活動について理解を深めて頂いた。
　これらのイベント時以外にも、年間を通し随時、施設の案内を行った。全国の学協会関係者、学生、
各都道府県の技術者が一同に会した団体等の他、ヨーロッパやアジアの技術者等、多岐にわたる見学
者に対して、充実した施設を活用して行っている研究や、その成果が社会にどのように活かされるか
等を説明した。
　18年度の施設見学者数は図－１.５.２.６の通りであり、これまでで２番目に多い見学者数を記録し
た。
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　コラム　千島桜並木の一般公開

　寒地土木研究所では毎年春に構内の千島桜並木を一般公開しています。
　18年度は好天にも恵まれ、11年度に一般公開を始めて以来、過去最高の来場者を記録しました。

　寒地土木研究所の構内を流れる精進川沿いには、約200本の千島桜が植樹されています。この桜
の木は、昭和59年に厚岸郡浜中町霧多布から苗木を取りよせて植えたものです。当時は30cm前後
の苗木も今では４～５ｍ位に成長し、春には見事な花を咲かせて道行く人の目を楽しませている
ことから、毎年、開花に合わせて千島桜並木の一般公開を行っています。
　18年度の一般公開はゴールデンウイークを含めた平成18年５月３日から14日まで行い、夜桜も
楽しめるよう、夕刻からはライトアップも施し多くの市民に楽しんで頂きました。一般公開期間
中は、好天にも恵まれ、また、桜満開の様子が多くのテレビ局、新聞で紹介されたこともあってか、
平日にも多くの方々にご来場頂き、過去最高の5,000名近い方々にご来場頂きました。
　精進川沿い一面を淡いピンク色に染め上げた千島桜は、市民の目を楽しませてくれたと同時に、
寒地土木研究所の紹介にも一役かってくれました。
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　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　研究成果を集大成した土木研究所資料や共同研究報告書の発刊数の増加とともに、他独法との
合同での成果報告会の開催や地方整備局が関係する建設フェアへの初めての出展など、様々な方
法で研究成果の普及に努めた。
　また、子供向けのパンフレットを初めて発刊したことや土木の日や国土交通Dayの一般公開に
おいては過去最多の見学者が訪れたことなど、土木技術にかかる研究成果の普及に関する種々の
活動を行った。
　特に、「水のノーベル賞」と呼ばれるストックホルム水賞を受賞された浅野孝カリフォルニア大
学名誉教授を土木研究所講演会に招き基調講演をいただいたことは、世界的な視点から今後の研
究開発方針等についての重要な情報を広く発信できたことを意味するものであり、特筆に値する。
　引き続き、刊行物やホームページを媒体とする技術情報等の発信、あるいは、講演会、イベン
トの開催等を通じた技術情報等の発信を通じて、研究成果の周知を図ると共に、研究所に興味を
もっていただけるような活動を行うことで、中期目標は達成できると考えている。
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（５）技術の指導及び研究成果の普及
　②研究成果等の普及
　イ）技術基準及びその関連資料の作成への反映等

中期目標
　研究成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、
研究成果発表会、メディアへの発表を通じて広く普及を図るとともに、外部からの評価を積極的
に受けること。併せて、研究成果の電子データベース化やインターネットの活用により研究開発
の状況、成果を広く提供すること。
　また、（１）①の重点的研究開発の成果の他、（１）②の研究開発及び（２）から（４）の研究
活動並びに（５）①の技術指導等を通じて得られた重要な成果については、国が実施する関連行
政施策の立案や技術基準の策定等の業務に反映するため、容易に活用しうる形態によりまとめる
こと。
　さらに、研究成果の国際的な普及や規格の国際標準化等に対応すること等により、アジアをは
じめとした世界への貢献に努めること。

中期計画
　（１）から（４）の研究活動及び（５）①の技術指導から得られた成果のうち重要なものについ
ては、行政による技術基準の策定やその関連資料の作成、国、地方公共団体、民間等が行う建設
事業や業務等に関連する技術資料の作成に積極的に反映するとともに、必要により研究所自ら土
木研究所報告、土木研究所資料をはじめとする各種の資料や出版物としてとりまとめる。

年度計画
　研究開発や技術指導等から得られた成果については、行政による技術基準の策定やその関連資
料の作成、国、地方公共団体、民間等が行う建設事業や業務等に関連する技術資料の作成に反映
されるようとりまとめ、関係機関に積極的に提供する。

■年度計画における目標設定の考え方
　土木研究所の研究成果を技術基準等に積極的に反映させると共に、技術資料（マニュアル等）として
とりまとめ、有効に活用されるようにすることにより、積極的に普及を図っていくこととした。

■平成18年度における取り組み

　各種技術基準類の策定・改訂作業に積極的に参画し、研究成果を反映させた（表－１. ５. ２. ４）。特に、
18年度に改訂・発刊された基準類については、前中期目標期間の研究成果が数多く反映されている（表
－１. ５. ２. ５）。



96

１．（５）②イ）技術基準及びその関連資料の作成への反映等



97

１．（５）②イ）技術基準及びその関連資料の作成への反映等



98

１．（５）②イ）技術基準及びその関連資料の作成への反映等

　技術基準類に研究成果を反映させただけでなく、改訂・発刊された技術基準類を解説・普及する活動
にも貢献した。
　例えば、舗装の分野では、「舗装性能評価法－必須および主要な性能指標の評価法編－」（平成 18年
１月、（社）日本道路協会）や「舗装設計便覧」（平成 18 年２月、（社）日本道路協会）等が、17 年度
末に発刊された。これらについて改訂内容、要点等を解説し、適切な理解と運用を図り、今後の舗装技
術の向上に資する目的で、18 年度初め（４～５月）に東京・札幌・新潟・広島・福岡で「舗装に関す
る地区講習会」が開催され、土木研究所職員が講師として、「舗装性能評価法」、「舗装設計便覧」の解
説を行った。この講習会は、参加定員が各回の合計で 5,000 人以上にのぼる大規模なものであり、改訂
後間もない基準類の迅速な普及に大きな役割を果たした。

　技術基準のみならず、通達への参画や、現場技術者に対する技　術指導の一環として、研究によって
得られた最新の知見ならびに多くの経験等を整理し、有益な技術マニュアル等を作成し、配布すること
により、多くの技術者に対して効率的に技術を普及させた。
　通達に関しては、国土交通省の「発生土利用基準について」（平成 16年３月）に関し、社会的要請を受け、
建設汚泥の適用用途が拡大、再生利用の促進が図られたことに対応する見直しに参画し、平成 18年８
月 10 日に新たな通達が出された。これにより、各現場において、建設汚泥のさらなる有効活用が期待
される。
　マニュアル類としては、「重大事故特性と道路構造に関する研究」の成果をとりまとめ、「ランブルス
トリップス整備ガイドライン（案）」を作成し、行政機関に約 1,800 部を配布するとともに、土木研究
所のホームページに掲載し、18年度末までに約 8,000 件のアクセスがあった。これにより、建設会社な
ど多数の現場技術者に対しても普及を行った。
　また、土木研究所資料として、「橋の耐震性能の評価に活用する実験に関するガイドライン（案）（橋
脚の正負交番載荷実験方法及び振動台実験方法）」をまとめた。これは、橋を構成する部材の耐震性能
を評価する実験について、実験方法の違いによって実験結果に影響が生じる項目を中心に、標準的な実
験方法についてガイドライン（案）としてとりまとめ、提案するものである。この普及により、個々の
事業者や研究者による実験結果の差異を少なくし、より正確な耐震性能評価が行われていくことが期待
できる。
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　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　研究成果の技術基準等への反映に関しては、過年度より継続的に数多くの技術基準類の策定・
改訂に参画することにより、実施している。特に、18年度は前中期目標期間に土木研究所で得ら
れた成果が反映された技術基準が数多く発刊された。また、策定・改訂作業への参画にとどまらず、
その内容を多くの技術者に解説する講習会に講師として参加し、基準類の普及に努めた。
　さらに、土木研究所が自らの成果をガイドラインという形でとりまとめ、配布することにより、
事業実施に貢献している。
　次年度以降も引き続き、改訂・発刊や普及支援活動を行うことにより中期目標は達成できるも
のと考えている。
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（５）技術の指導及び研究成果の普及
　②研究成果等の普及
　ウ）論文発表、メディア上での情報発信等

中期目標

　研究成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、
研究成果発表会、メディアへの発表を通じて広く普及を図るとともに、外部からの評価を積極的
に受けること。併せて、研究成果の電子データベース化やインターネットの活用により研究開発
の状況、成果を広く提供すること。
　また、（１）①の重点的研究開発の成果の他、（１）②の研究開発及び（２）から（４）の研究
活動並びに（５）①の技術指導等を通じて得られた重要な成果については、国が実施する関連行
政施策の立案や技術基準の策定等の業務に反映するため、容易に活用しうる形態によりまとめる
こと。
　さらに、研究成果の国際的な普及や規格の国際標準化等に対応すること等により、アジアをは
じめとした世界への貢献に努めること。

中期計画

　研究成果は、学会での論文発表のほか、査読付き論文等として関係学会誌、その他専門技術誌
への投稿により積極的に周知、普及させる。また、主要な研究成果については、積極的にメディ
ア上での情報発信を行う。

年度計画

　研究成果については、論文としてとりまとめ、学会等に発表するほか、査読付き論文として国
内外の学会誌、論文集、その他専門技術雑誌に積極的に投稿することにより周知・普及を図る。
　また、研究所の広報に関する計画を策定し、特に主要な研究成果については、積極的にメディ
ア上への情報発信を行うとともに、大規模な実験等についても随時公開することにより外部への
アピールに努める。

■年度計画における目標設定の考え方
　研究成果については、論文としてとりまとめ、積極的に投稿することによって成果の周知・普及に努
めることとした。研究成果の効果的な普及を図るためには、外部への広報を行うことが不可欠と考え、
メディアを含めて情報発信を積極的に行うこととした。

　土木研究所の中期目標、中期計画に基づき、18 年度に初めて土木研究所広報戦略を策定した。広報
戦略においては、広報の方法、広報体制の整備について定めるとともに、職員に対するホームページ作
成講習会の開催など、広報技術の向上策を盛り込んだ。この広報戦略をもとに、18 年度の重点目標を
①統合後の土木研究所のPR、②独立行政法人化後５年間の研究成果の周知と普及、③社会的関心の高
い情報の積極的かつタイムリーな発信とし、18 年度広報活動計画を立案し、この計画に基づき、研究
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発表、記者発表、新技術ショーケース、一般公開等のイベントを展開した。また、土木研究所の行った
研究の成果を土木研究所報告、土木研究所資料、共同研究報告書、寒地土研月報等の印刷物に取りまと
めて刊行するとともに、学会等にも論文発表を行った。

■平成18年度における取り組み

　関連学会等において、質の高い研究成果を発表するよう努めた。18 年度は第２期中期目標期間の初
年度であることから、論文等発表数は前年度よりも少なく全文査読付き論文 235 編、査読なしの論文や
学会誌への寄稿等 1,236 編、合計 1,471 編となっている。これらの論文の中には、論文賞等を受賞して
いるものが多数あり、学術及び土木技術の発展に大きく貢献している。これらの受賞のうち、18 年度
の第８回国土技術開発賞（主催：（財）国土技術研究センター、（財）沿岸技術研究センター、後援：国
土交通省）では、土木研究所が民間企業と共同で開発した「インバイロワン工法」（鋼製橋梁等鋼構造物、
環境対応型現場塗膜除去技術）が最優秀賞（国土交通大臣表彰）を初めて受賞した（コラム参照）。
　なお、18年度は、論文発表とともに終了した研究課題の成果のとりまとめに努め土木研究所資料 41
件（前年度比＋ 17件）、共同研究報告書 19件（前年度比＋ 13件）を発行し、研究成果の周知・普及を
図っている。
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コラム　国土交通省技術開発賞受賞

表 彰 名　国土技術開発賞「最優秀賞」
受 賞 者　独立行政法人土木研究所、他１社
開 発 者　材料地盤研究グループ新材料チーム
　　　　　　守屋進、他２名
技 術 名 称　「インバイロワン工法」鋼製橋梁
　　　　　　等鋼構造物、環境対応型現場塗膜
　　　　　　除去技術
授 賞 機 関　国土交通大臣
受賞年月日　平成18年７月19日
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　土木研究所の研究成果・技術情報について、記者発表やインターネットを活用し、積極的な情報発信
を行った。この中から、図－１. ５. ２. ８、図－１. ５. ２. ９に示すような、共同研究の成果、職員の災
害現場への派遣などが記事として取り上げられた。また、インターネットによる情報発信としては、北
海道の道路情報総合案内のポータルサイトとして「北の道ナビ」（図－１. ５. ２.10）を運営しており、
道路地図や峠情報、距離と時間検索、道の駅情報など様々なドライブ情報を提供している。本サイトに
は、１日平均 4,000 件以上のアクセスがあり、国土交通省道路局関連のホームページにおけるアクセス
数ランキングで 18年度は２ヶ月連続（５月と６月）で全国１位となった。累計では 500 万件を突破し
北海道における道路利用の安全性・安心感向上などに寄与している。さらに、寒地道路技術に関する研
究・調査成果・講演会等の最新情報を提供する「北の道リサーチニュース」（図－１. ５. ２.11）を行政
や民間企業などの専門技術者へ毎月配信し、技術力向上に役立てている。
　また、土木研究所水災害・リスクマネジメント国際センターでは 16年度より発展途上国から研修生
を受け入れ、洪水ハザードマップ作成研修を行っている。平成19年２月に同研修の受講生を集め、マレー
シアにおいて「洪水ハザードマップ東・東南アジア地域セミナー」を開催し、研修後に現場でどのよう
な課題に直面しているか、その課題についてどのような解決策があるかの討議を行った。そのセミナー
開催の様子がTHE Daily NNA紙に紹介された。新聞掲載実績を表－１.５.２.８、表－１.５.２.９に示す。
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　土木研究所の研究成果等について、表－１. ５. ２.10 に示すようなテレビ放映が行われた。このうち、
写真－１. ５. ２.16 に示すように、新潟県中越地震での土木研究所職員等の活躍をドラマ化した番組が
放映された。その他、小学生向け教育番組として放送された湾曲した水路での流れの作用の実験や、寒
冷地の身近な問題の解決策の実験の撮影に協力した。

　 　新潟県中越地震時に発生した土砂崩落現場で救出活動にハイパーレスキュー隊とともに土木
研究所職員が活躍（平成 18年 11 月３日　テレビ東京「ザ・決断！」）

　 　小学生向けの教育番組の撮影（湾曲した水路での流速等流れの作用に関する実験）に協力（平
成 18年９月 27日　NHK教育「理科５年ふしぎワールド」）

　 　ツルツル路面での転倒防止策の効果を確かめる多用途低温実験室での実験に寒地土木研究所
職員が協力（平成 19年２月 26日　NHK総合　「難問解決！ご近所の底力」）
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　北海道佐呂間町における竜巻災害（平成 18年 11 月７日）、能登半島地震（平成 19 年３月 25 日）の
際には、職員が行った現地調査に関する情報を発生後に速報として土木研究所ホームページに掲載した。
以降、順次情報を追加し災害状況の公表に努めた。
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　土木研究所で開発された、或いは開発中の工法や興味深い内容の実験などを一般の方々や関係者に実
際に見て理解していただくことが重要と考え、公開実験を積極的に展開した。

　土木施工における危険・苦渋作業の解消や熟練者不足へ対応するため、施工を自動的に行う油圧ショ
ベル等のロボット建設機械による IT施工技術の開発を行っている。平成 15 年に大学、民間企業、国
土交通省等の委員から構成される「ロボット等による IT施工システム研究委員会」を発足させて掘削
作業を自動で行う油圧ショベルの開発を行っており、平成 19年３月に土木研究所内においてデモンス
トレーションを行い、各委員に見学していただいた。

　代表的な盛土構造物である河川堤防は、昔から営々として築き上げられてきたものであり、国土交通
省直轄河川の堤防だけでもその総延長は約 13,000kmに達する。これらの河川堤防には、透水性を有す
る材料で築かれていたり、あるいは内部に亀裂・空洞が生じている区間が存在し、安全面で問題となっ
ていた。しかし、これまでは堤防内部の構造やその異常部を的確に把握する方法がなかった。土木研究
所では、堤防の内部構造を効率的に把握することが可能な統合物理探査技術の開発を進めている。その
活用普及を推進することを目的として、３ヶ所の河川管理事務所で物理探査技術を紹介する出前講演を
実施した。また、平成 18年 11 月には、千曲川堤防において実施中の現地調査を公開し、河川管理者、
河川技術者、地質調査技術者など約 20名の参加を得た。
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　自然共生研究センターでは、多自然型川づくりにおける河岸処理手法の研究の一環で水際に形成され
る間隙と魚類の生息に関する実験を行っている。公開実験は平成 19年１月と２月に国土交通省木曽川
上流河川事務所水辺共生体験館の実験水路を用いて行い、行政や民間、環境ボランティアなど約 50名
が参加した。通常は、巨礫や大礫によって形成される水面下の間隙は直接観察することができないが、
今回の公開実験では、実際に魚が間隙を利用する様子を観察することで、データのみに基づく説明だけ
でなく体験を通じた理解を促すことができたと考えられる。
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　寒地土木研究所では、落石災害に対する道路交通の安全性の向上を目的とした研究の一環として、平
成 18年 10 月に、石狩市浜益区床丹において実施した二ツ岩トンネル巻出工を対象とした実構造物衝撃
実験を、（社）土木学会の「構造物の性能照査型耐衝撃設計に関する小委員会」の委員に公開した。実験は、
国道廃道区間のトンネル巻出工に対して、最大 10t の重錘を落下高さ最大 30mから落下・衝突させる
方法で行われ、委員の外、九州大学、前橋工科大学、室蘭工業大学の学生など約 30名が参加した。

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し
　18年度は、まず広報戦略を策定し、広報手段・体制等を定めた。広報戦略に基づき、広報計画
を策定し、研究成果を論文としてとりまとめ、学会等に発表するほか、査読付き論文等として国
内外の学会誌、論文集、その他専門技術雑誌への積極的な投稿や土木研究所資料等の刊行物によ
り研究成果の周知・普及を図った。その中でも民間企業との共同開発により国土技術開発賞最優
秀賞を受賞した環境対応型現場塗膜除去技術は、特筆すべき成果であり、今後の普及が期待される。
この他、土木学会、日本地震工学会、日本応用地質学会といった国内の機関のみならず、米国土
木学会等の海外の機関からも各種の論文賞を受賞したことは特筆に値する。
　また、研究発表会、開発技術を紹介するイベント、一般公開や公開実験等を行ったほか、土
木研究所の取り組みや災害時の活動等は国内外の新聞やテレビで度々取り上げられて外部へのア
ピールとなった。このうち、新潟県中越地震時での土木研究所職員の活躍のドラマ化されたものや、
ツルツル路面の転倒防止に関する実験などが放映された。
　次年度も、引き続き積極的な情報発信を行い、成果を広く普及することにより、中期目標の達
成は可能であると考えている。
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（５）技術の指導及び研究成果の普及
　②研究成果等の普及
　エ）研究成果の国際的な普及等

中期目標

　研究成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、
研究成果発表会、メディアへの発表を通じて広く普及を図るとともに、外部からの評価を積極的
に受けること。併せて、研究成果の電子データベース化やインターネットの活用により研究開発
の状況、成果を広く提供すること。
　また、（１）①の重点的研究開発の成果の他、（１）②の研究開発及び（２）から（４）の研究
活動並びに（５）①の技術指導等を通じて得られた重要な成果については、国が実施する関連行
政施策の立案や技術基準の策定等の業務に反映するため、容易に活用しうる形態によりまとめる
こと。
　さらに、研究成果の国際的な普及や規格の国際標準化等に対応すること等により、アジアをは
じめとした世界への貢献に努めること。

中期計画

　研究成果を広く海外に普及させるとともに各種規格の国際標準化等に対応し、また研究開発の
質の一層の向上を図るため、職員を国際会議等に参加させるとともに、若手研究者を中心に可能
な限り海外研究機関へ派遣できるよう、各種制度のより積極的な活用を行う。また、海外からの
研究者の受け入れ体制を整備し、研究環境を国際化する。
　さらに、国際協力機構等の協力を得て、海外の研究者を対象とする研修の実施も含めて開発途
上国の研究者等を積極的に受け入れ、指導・育成を行う。また、国際協力機構の専門家派遣制度
を通し、諸外国への技術調査、技術指導を実施する海外研究機関への職員の派遣を推進する。

年度計画

　職員を世界道路会議（PIARC）等の国際会議や国際標準化機構の委員会に参加させ、研究成果
の発表・討議等を通じて研究成果の国際的な普及を図る。
　また、独立行政法人国際協力機構の協力を得て、研修を通じて開発途上国の研究者等に指導を
行うとともに、独立行政法人国際協力機構の専門家派遣制度等を通じて諸外国における災害復旧
を含めた各種技術調査・指導を実施し、我が国の土木技術の国際的な普及を図る。

■年度計画における目標設定の考え方
　論文発表を伴う国際会議への参加を推進することにより、海外への情報発信を行うとともに、国際協
力機構（JICA）への協力や開発途上国の技術者が多く参加する多国間会議への取り組みを通じて、研
究成果の国際的な普及に努めることとした。
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■平成18年度における取り組み

　土木研究所の研究成果を海外に普及させ、また、海外との技術者との情報交換等の交流促進を図るた
め、世界道路会議（PIARC）、世界大ダム会議（ICOLD）、国際アスファルト舗装会議（ICAP）、アジ
ア太平洋水フォーラム、都市地震工学国際会議、氷に関する国際シンポジウム、海洋と極地工学に関す
る国際会議等、国内外で開催の国際会議等に若手研究者を含め、多数研究者が参加し、口頭発表等を行っ
た。研究者１人当たりの海外で開催された国際会議での口答発表件数は過去２番目であった。この中で
米国連邦道路庁主催第５回橋と道路の耐震技術に関する米国会議でのJames D.Cooper最優秀論文賞受
賞など特筆すべき成果が上げられた。

コラム　海外会議での受賞

受賞論文名：Use of partially prestressed reinforced
　　　　　　concrete columns to reduce
　　　　　　post－earthquake residual displacement
　　　　　　of bridges
受 賞 者：Mahin, S. A., Sakai, J（PWRI）. and Jeong, H.
会 議 名：Fifth National Seismic Conference on 
　　　　　　Bridges ＆ Highways
　　　　　　（第５回米国橋と道路の耐震会議）
表 彰 名：James D. Cooper Best Paper Award 
　　　　　　（James D. Cooper最優秀論文賞）
論 文 内 容：
　本論文にまとめられた研究は、鉄筋コンクリート橋脚の地震後の残留変位により、震後の災害救
援・復旧活動に大きな支障を来す可能性が指摘されていることから、こうした残留変位を効果的に
低減し、かつ橋脚自体の復旧性の向上を目的として実施されたものです。こうした構造を実現する
ことにより、地震後の２次災害や復旧費用および期間を大幅に低減することが期待されること、技
術としての完成度が高く、実用性があることが評価されました。
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　土木研究所職員の技術的見識の高さが認められた結果、国際機関のメンバーや国際会議での座長、日
本代表としての発表など重要な役割を任され、その責務を充分に果たした。これらの活動のうち、国
際アスファルト舗装会議（ICAP）については、熱心な招致活動の結果、1962年の第１回会議開催以来、
アジアで初めて日本で開催招致することに成功した。政府として国際会議の日本開催招致を推進してい
る中で、今回招致に成功したことは意義の大きいことである。
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■
　国内外の機関から、調査、講演、会議出席依頼などの要請を受けて38名の職員を海外へ派遣した。依
頼元は外国の政府や研究所、大学、国内外各種学会、独立行政法人等多岐にわたり、土木研究所の保有
する技術を様々な分野で普及することにより国際貢献に寄与している。特に国際会議での講演について
は、外国政府が主催する会議に招待されての講演や国際連合教育科学文化機構（UNESCO）IHIコース
の講師など、重要な役割を果たした。
　また、現在注目を集めている「サハリンプロジェクト」の現地取材を土木学会の編集委員として依頼
され、サハリンの土木事業の情報を土木学会誌2007年２月号に紹介した。（写真－１.５.２.21）
　国際協力機構（JICA）を通じた専門家の派遣については、インドネシア、アルバニア、タジキスタン、
スリランカ、コロンビアへ技術調査・指導等を目的として８名派遣した。
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　インドネシア、フィリピン、韓国で発生した大規模災害に対して、国土交通省等からの依頼により災
害の実態把握・データ収集・緊急対策・予防対策等の支援・指導のため、４名の職員を派遣した。
　このうち、平成18年５月27日、インドネシアのジャワ島中部で発生した地震では、ジョクジャカルタ
周辺の地震、火山活動による土砂災害調査を国土交通省、JICA職員を含む調査団の一員として６月５
日から６月14日に行い、公共事業省、州政府等の政府関連機関へ提言を行った。
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　国際協力機構（JICA）からの要請により、開発途上国等102 ヵ国から303名の研修生を受入れ、河川
及びダム工学研修、道路行政セミナー等の集団研修、国別研修、水災害防止・軽減に関する国際研修「洪
水ハザードマップ作成研修」（後述１.（６））を通して技術指導を実施した。
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　国土交通省の「土木・建築における国際標準対応省内委員会」の下に設置された国際標準専門家ワー
キンググループのメンバーとして、国内調整、対応案の検討、国内および国際的な審議への参画等の活
動を行っている。ISOおよびCENに関しては、ISO/TC35、ISO/TC127など、表－１.５.２.16に示すISO
のワーキンググループや国内対策委員会に参加して、日本原案の作成活動等を行った。

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度においては、過年度に引き続き若手研究者を含め国際会議での発表を行った。この中で米
国で開催された橋と道路の耐震会議では、最優秀論文賞を受賞した。また、国際アスファルト舗装
会議（ICAP）の平成22年、アジアで初開催となる日本招致を成功させたことは意義の大きいこと
であった。さらに、国際会議等への派遣依頼として、会議での招待講演や会議運営に係わるなど主
要な役割も担当した。
　一方、依頼に基づき、インドネシアのジャワ中部地震災害を含む海外への派遣等を通じて、研究
成果や日本の土木技術の国際的普及を進めた。このうち、土木研究所の職員が土木学会の編集委員
として、現在注目を集めているサハリンプロジェクトの現地取材を依頼され、その報告が土木学会
誌に紹介されたことは特筆すべきである。
　次年度以降も、国際会議への参加、他機関からの要請に基づく海外での技術指導を行うことによ
り、中期目標は達成できると考える。
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（５）技術の指導及び研究成果の普及
　③知的財産の活用促進

中期目標

　研究成果に関する知的財産権を適切に確保するとともに、普及活動に取り組み活用促進を図る
こと。

中期計画

　研究成果に関する知的財産権については、適切に確保するとともに、つくばと札幌の研究組織で
協力・連携して、普及促進に資する知的財産権運用や広報活動等により現場への活用促進を図る。
　中期目標期間における特許等の実施権取得者数を250社以上とすることを目指す。

年度計画

　研究成果に関する知的財産権を適切に確保し、積極的な普及促進を図るため、つくばと札幌に
横断的に組織した技術推進本部において、統合の効果を発揮させながら、特許の申請、普及、適
切な維持等を効率的かつ効果的に支援を行い、これにより特許等の実施権取得者数の増加を図る。
　また、新技術情報検索システムの内容を引き続き充実させることにより、研究所が開発した技
術が活用されやすい環境を整える。

■年度計画における目標設定の考え方
　つくば中央研究所および寒地土木研究所で開発された技術について、技術推進本部において知的財産
権の申請、普及、適切な維持等を支援するとともに、知的財産権の活用の促進を図ることとした。
　また、新技術情報検索システムについては、最新の情報をユーザーに提供できるよう取り組むことと
した。

■平成18年度における取り組み

　知的財産権の確保、活用および維持等を効率的かつ効果的に実施し、かつ、情報の共有化を推し進め
るため、寒地土木研究所の一部職員に技術推進本部の併任を発令し、体制の強化を図った。また、特許
出願に際しては、類似する先行技術の有無の確認を行うことで特許登録の可能性を高めるとともに、従
前は国外出願のみを対象として実施していた職務発明審査会を国内出願まで対象を広げることにより制
度の拡充を図り、職務発明の将来の利用可能性、知的所有権収入の適切な確保等について厳正な審査を
行った。さらに、出願特許の審査段階においても担当弁理士及び発明者と密に連携をとりながら、特許
庁への拒絶対応に積極的に関与し、権利取得に努めた。
　その結果、知的財産権の取得については、表－１.５.３.１に示すように18年度終了時点で、国から承
継した特許を含めて359件の知的財産権を保有することとなった。
　特許権等の実施契約件数については、57件の特許等から構成される－１.５.３.１のH18契約欄に示す
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29件の新技術と１件のノウハウについて延べ214社と実施契約を締結し、　このうち、18年度には、同図
のH18実施欄に示す16件の工法及び１件のノウハウが実施された。
　独立行政法人移行後に出願された特許権等の実施契約数が着実に増えるとともに、積極的な成果普及
活動により独立行政法人への移行前に開発した技術に係る休眠特許も活用され、これにより、特許等の
実施化率（実施契約に到った特許等件数/保有特許等総数）は約16％となった。
　これら実施権取得者による特許権等の実施を通じて、18年度は約4,934万円の特許等使用料を得るこ
とができ、さらに、独法後の新規契約額については1,242万円と独立行政法人への移行後最高額となっ
た（表－１.５.３.２）。
　上記の収入により、職務発明の特許登録に伴う発明者への登録補償金および研究所が得た実施料収入
に応じた発明者への実施補償金として、約423万円の補償金を支払った。また、著作権の適用によって
土木研究所が得た収入に対する執筆者報奨として、原稿執筆者に対して約40万円の報奨金を支払った。
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　土木研究所が有する知的財産の法人著作について、18年度には「地盤改良のためのALiCC工法マニュ
アル」、「土壌のダイオキシン類簡易測定法マニュアル」及び「建設工事における他産業リサイクル材料
利用技術マニュアル」の３冊を出版した。
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　共同研究から得た技術であって、複数の者
で共有する知的財産権に係る実施権を効率的
に付与できるよう、知的財産権の一元管理を
行うパテントプール契約制度を活用している。
　18年度時点では、流動化処理工法33社、ハ
イグレードソイル工法（気泡混合土工法31社・
発泡ビーズ混合軽量土工法30社・袋詰脱水処
理工法33社・短繊維混合補強土工法28社）、3H
工法９社が一元管理機関と実施契約を締結し
ている。

　研究成果の現場への普及促進に積極的に関
わり、新技術の活用促進とそれによる社会資
本整備の品質向上やコスト縮減への貢献を果
たすため、研究コンソーシアムを設立し、開
発技術がある程度自立できるまでの期間、積
極的にフォローアップを行っている。
　ハイグレードソイル研究コンソーシアムに
おいては、17年度に引き続き、特許工法の技
術支援や技術情報の整理収集、技術の改良改
善、広報活動を実施した。
　また、16年度に民間21社と設立した「地盤
汚染対応技術検討委員会」においては、汚染
地盤の遭遇事例に対する技術支援や情報収集、
「建設工事で遭遇する地盤汚染対応マニュアル
（暫定版）」に関する技術的課題について検討
を行うとともに、地盤環境問題に遭遇してい
る現場からの相談に対してアドバイスや技術
指導を行い、円滑な事業の実施に貢献した。
　なお、高橋脚建設技術「3H工法」については、
土木研究所と民間11社による3H工法研究会に
おいて、設計施工マニュアルの改訂、技術支援、
技術情報の整理収集、技術の改良・改善、広
報活動を継続して行っている。
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　本システムは、社会資本整備に携わる
現場技術者や技術開発者等を対象として、
土木研究所で開発された新技術およびそ
れに関連する特許情報等を土木研究所ホ
－ムペ－ジ上で提供する新技術情報検索
システム（土研版検索システム）である。
18年度は、ホームページの改訂に合わせ
て、直接トップページより本システムを
容易に選択・利用できるように変更し、
アクセス方法の利便性を高めた。さらに、
同システムに掲載されている新技術に関
連する特許情報についても、特許登録等
にあわせて随時更新を行い、最新の知的
財産情報の入手を可能とし、知的財産権
の活用促進につなげた。さらに、普及を
積極的に行っている技術については、施
工状況等の動画を閲覧できるよう内容を
充実させ、技術の理解促進につなげた。

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し
　18年度は、統合に伴い、技術推進本部の体制強化を図った。発明された新技術については、従
前は国外出願のみを対象としていた職務発明審査会を国内出願まで対象を広げるとともに、新技
術情報検索システム（土研版NETIS）等による情報の発信および国内各地において開催される土
研新技術ショーケース等のイベントを通じて積極的に新技術の普及活動を行った。
　次年度以降も様々な方法を活用して新技術の普及に努めることにより、中期目標は達成できる
ものと考えている。
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（５）技術の指導及び研究成果の普及
　④技術の指導及び研究成果の普及による効果の把握

中期目標

　良質な社会資本の効率的な整備及び北海道の開発の推進に対し、技術の指導及び研究成果の普
及による社会的効果について追跡調査等を行い把握すること。

中期計画

　技術の指導及び研究成果の普及により生じた社会的効果について追跡調査等により把握すると
ともに、可能なものについては数値化に努め、年度毎に取りまとめて公表する。

年度計画

　技術の指導及び研究成果の普及により生じた社会的効果について、国や地方公共団体等の事業
実施機関へのヒアリング調査等の追跡調査により把握し、可能なものについては数値化を試行し、
とりまとめて公表する。

■年度計画における目標設定の考え方
　平成13年度以降の技術指導及び研究成果を対象に、社会資本の整備・管理に関する施策・事業に活
用されている事例を抽出し、追跡調査等を行ってコスト縮減等の効果について可能な限り数値化を試
みるとともに、その結果を公表することとした。

■平成18年度における取り組み

　13年度以降に実施した技術指導や研究開発の成果を対象に、工期短縮、コスト縮減、安全性向上、
耐久性向上、環境負荷軽減、工事品質向上、ブレークスルー（不可能だったものを可能化）等といっ
たアウトカムが明確な活用事例をとりまとめた。
　その際、数値化が可能なものについては、コスト縮減や工期短縮等の具体的な効果（期待値も含む。
例えば、全国展開された場合の縮減規模等）を算出するとともに、数値化が困難な事例については、
環境の保全や安全の確保等、定性的な効果についてとりまとめた。
　18年度の取りまとめの結果、コスト縮減額については、当該成果等が全国展開された場合の期待値
等も含めると、年間で総額約170億円のコスト縮減に貢献する成果等が創出されている。以下に、代表
的な事例を紹介する。さらに、工期短縮や環境保全に資する技術も創出されており、その社会的効果
についても紹介する。
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　マイクロパイル工法　【約12億円/年の縮減】
　 　15年以降の４年間で適用件数が50件であることから、年
間の適用件数を12件と仮定する。さらに、工事の規模に大
小はあるが、コスト縮減額の実績値が得られている事例で
は１件あたり約１億円の削減であるため、この事例を標準
とする。これらのことから、本技術による年間約12億円（＝
１億円/件×12件）のコスト縮減が可能となる。

　エコセメント利用技術　【約9,000万円/年の縮減】
　　 　エコセメントは、普通セメントを製造する場合と比べてCO2排出量が50％少ない。国内のエコ

セメント製造量は、２箇所で合計27万トン/年である。ここで、普通セメントを１トン製造する際
に排出されるCO2は294.6kgである（セメント協会の公表資料、2005年の値、エネルギー起源）こ
とから、CO2排出の原単位を2300円/トン（標準的な換算基準）で換算すると、年間約9,000万円（＝
27万トン/年×0.2946トン×１/2×2300円/トン）のコスト縮減となる。

　　エアメータ法　【約46億円/年の縮減】
　 　本技術により、計測費用が従来法の16,670円/回から1,170円/回へ
と15,500円/回、１/15に縮減された。全国生コンクリート工業組合
連合会等による生コンクリートの17年度の出荷実績は、官公需にお
いて約6,500万m3であった。このうち、公共事業で利用されるレデイー
ミクストコンクリートのうち、100m3毎の単位水量の測定が義務づ
けられている使用量を年間3,000万m3とすると、年間約46円億（15,500
円×3,000万m3÷100m3）のコスト縮減が可能となる。
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　複合構造横断函渠　【約２億円/年の縮減】
　 　高規格幹線道路の盛土部における本工法の適用区間の施工延長を２km/年程度と仮定する。盛土
高や函渠数によって縮減効果に大小はあるが、コスト縮減額の実績値が得られている事例が１億円
/kmであることから、これを標準とする。このことから、年間約２億円のコスト縮減が可能となる

　みずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術　【約15億円/年の縮減】
　 　本技術が適用できる全国の下水処理場は1,440箇所存在し、全国
平均の濃縮汚泥濃度は1.97％である（平成14年下水道統計による）。
本技術により汚泥濃度が4.00％になる（2.03％向上）とすると、濃
縮汚泥引抜量は年間で約1,800万m3減量できる。さらに、濃縮汚泥
の脱水に要する電力量は、年間で１億Kwh減らすことができ、電
気料金を15円/Kwhとした場合、電気代のみで約15億円のコスト
縮減が可能となる。（下表は苫小牧市西町処理場での実績である。）

　現地発生材の堤体材料への有効利用技術　【約65億円/年の縮減】
　 　堤体材料の有効利用により、徳山ダムで約13億円、
滝沢ダムで約42億円のコスト縮減を実現した。また、
最近のダム１基あたりの平均コスト縮減額が13億円で
ある。現在１年間に完成するダム15 ～ 20基の内の５基
で本技術が適用された場合、年間65億円のコスト縮減
が可能となる。右の写真は、コンクリートダムの原石
山での技術指導の様子である。
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　グラウチング技術指針　【約25億円/年の縮減】
　 　平成15年から18年におけるダム基礎グラウチングにおけるコスト縮減実績は、29ダムで約50億円
であった。このことから本技術活用によるコスト縮減額は、平均1.7億円/ダムである。現在、１年
間に完成する15 ～ 20基のダムに本技術が適用された場合、グラウチングにより年間25 ～ 34億円の
コスト縮減が期待される。

　高橋脚建設新技術「3H工法」
　 　3H工法は中空断面の高橋脚建設新技術である。部材のプレハブ化により施工合理化を実現した。
特に、帯鉄筋が内蔵されたコンクリート型枠を用いる場合、配筋作業は不要となり、工期は、通常
の鉄筋コンクリート橋脚の施工期間の約１/２に短縮でき、トータルコストの削減を実現できる。河
川内での橋脚建設や冬期の建設中止を余儀なくされる現場での適用に適している。飯牟礼２号橋の
建設に適用した結果、高さ38mの橋脚の建設に従来工法では115日要するところ、本技術は67日で橋
脚が完成した。これまでに八房橋、成瀬ダム付替１号橋等、９橋の建設に適用され、社会資本の効
率的な整備に貢献している。（以下は、飯牟礼２号橋の施工状況である。）

　バイオガスバスの実用化
　 　下水処理場から発生する消化ガスからバイオガス
（CH4）を精製し、自動車などの燃料として利用する技術
である。神戸市では、2,000m3/日の規模でバイオガスを
供給する計画があるが、これは50km走行する市営バス40
台分の使用燃料に相当し、更には、約180haの森林が年間
に吸収するCO2と同等規模の温暖化防止効果が期待されて
いる。
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　混合物型遮熱性舗装
　 　真夏の舗装表面の温度上昇を抑制することにより、大気温度の上昇抑制等を期待した技術である。
実験の結果、真夏の路面温度は普通の舗装に比べて10℃以上、大気温度は、0.1 ～ 1.0℃程度低減す
ることができた。本技術は現在、石川県金沢市の主要地方道において試験的に適用している。

　酪農地帯での林帯による水質浄化
　 　北海道東部の大規模草地で、排水路沿いの林帯
の有無で条件の異なる２流域で流出状況・水質を
調査した。降雨時の草地からの表面流出水は、浸
入能の大きな林帯表層で浸透して濾過作用などを
受ける。調査フィールドの林帯は約30mの幅を有
しており、窒素とリンの流出負荷量を約２割抑制
していた。林帯の水質浄化機能に関する国内での
数少ない定量的評価事例であり、農業農村整備事
業の計画の参考となっている。

　エコセメント利用技術
　 　多摩地域の最終処分場（二ツ塚処分場）に埋め立て処分されている廃棄
物のうち、焼却残渣が容積比で全体の約６割を占めている。このまま埋め
立てを継続した場合、二ツ塚処分場の使用可能期間は、９～ 25年度の16年
間と計画されている。このような中、本技術のエコセメント化施設を導入
することにより、二ツ塚処分場は９～ 39年度の約30年間に延命されると推
定（14年間の延命）されている。

6060
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　なお、上記事例を含めて、社会的効果を整理した59件の技術を巻末の参考資料－10に掲載する。
　これらは、交通事故防止技術や水質監視技術、更には大規模地震が発生した時においても道路とし
ての機能を保持するための橋脚の耐震補強技術など、日常生活において安全・安心に暮らせる社会資
本を支える技術、或いは、流域における健全な水循環や湖沼等水質予測モデル等の環境保全に資する
技術等、全て高い社会的効果が認められ、或いは期待されるものである。引き続き、これら成果の普
及等に努めるとともに、その活用効果等を適切に数値化し、社会的効果として分かりやすく公表して
いく。

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　研究開発はもとより、その成果を基とした技術指導や普及を通じて当該成果を広めたことによ
る社会的効果について、コスト縮減や工期短縮、環境保全等アウトカムが明確な事例を59件把握
した。このうち代表的な事例について初めてコスト縮減額を数値化したところ、全国展開した場
合の期待値を含めると、これだけで年間約170億円の縮減効果が期待できることがわかったことは
特筆すべきことに価するものである。
　今後も技術指導及び研究成果の活用事例等を継続して調査し、可能な限り数値化を試みながら、
これら活用がもたらす社会的効果を引き続き整理することにより中期目標を達成できるものと考
えている。



138

１．（６）水災害・リスクマネジメント国際センターによる国際貢献

（６）水災害・リスクマネジメント国際センターによる国際貢献

中期目標

　水関連災害とその危機管理に関しては、国際センターを中心に国際的な活動を積極的に行い、
国際貢献に努めること。

中期計画
　水関連災害とその危機管理に関しては、国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）の賛助する
水災害の危険及び危機管理のための国際センターの運営に関するユネスコとの契約に基づきセン
ターの運営のために必要となる、適当な措置をとった上で、研究、研修及び情報ネットワークに
係る国際的な活動を積極的に推進し、国際貢献に努める。

年度計画
　水関連災害とその危機管理に関しては、国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）の賛助を受け
て平成18年３月６日に設立した水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）において
世界の水関連災害の防止、軽減のための研究・研修・情報ネットワーク活動を一体的に推進する。
その際、これまでに研究所が蓄積してきた水災害等に関する技術的知見や成果を活用し、国内外
の関連機関及び研究プロジェクト等と積極的に連携を図るとともに、国際公募による外国人研究
者の確保に努める。
　また、ICHARMの活動計画等について、世界の有識者と意見交換することを目的とした「設立
記念シンポジウム」を東京で開催する。

■年度計画における目標設定の考え方
　平成18年３月６日に設立した水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）の機能を活用
することにより、世界の水関連災害の防止・軽減に役立つことを目標とした諸活動を、国内外の関連機
関等と連携を図りつつ積極的に推進することとした。

■平成18年度における取り組み

　平成18年９月14日に、東京・渋谷の国連大学国際会議場において、ICHARM設立記念式典を開催し、
関係者約300名を招いてセンターの設立報告と活動方針の紹介を行った。引き続いて同会場で行った記
念シンポジウムでは、水災害の防止・軽減の分野で国際的に活躍されている６名の講師を招いて、当該
分野の国際的な動向及びICHARMの果たすべき役割等についての講演を行った。また、翌９月15日には、
つくば市において、第１回国際諮問委員会を開催し、ICHARMの活動方針と活動実施計画（アクショ
ンプラン）について、幅広い視点から助言をいただいた。諮問委員会の議論をふまえてとりまとめた
「ICHARM Strategies and Action Plan for 2006－2008」については、印刷物にするとともに、ホームペー
ジ上で公開している。
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　策定したアクションプランに基づき、ICHARMは、「世界の水関連災害を防止・軽減するために、各
地域の実態をふまえた的確な戦略を提供し、その実践を支援する世界的な拠点として機能すること」を
活動目標とした。そして、この目標を達成するため以下に示す基本方針に基づいて、当面洪水関連災害
の防止・軽減に重点を置いて活動することとした。
　１）現地の水防災ニーズを的確に把握し、ニーズに基づいた貢献に努めること
　２） 総合的なリスクマネジメント（回避、縮小、転嫁、受容を含む）の観点から、技術面のみならず、

社会、経済、制度、文化等の側面を含む分野横断的な戦略を立てること
　３）政策実効性のある情報を発信し、社会の水災害に対する認識を高めること
　４）研究開発と能力開発を一体として推進し、科学を地域に根付かせること
　５）国内外の関連機関とパートナーを組んで、資源や専門を補完し合い、相乗効果を発揮すること
　６）世界の水防災戦略のシンクタンク及び推進役の役割を果たすこと
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　研究活動に関しては、18年度より、重点プロジェクトのひとつとして、「総合的なリスクマネジメン
ト技術による世界の洪水災害の防止・軽減に関する研究」（18年度～ 22年度）を立ち上げた。
　ケーススタディ流域を対象とした洪水災害に対する脆弱性分析とその強化支援方策、地上水文情報
が十分でない流域において人工衛星情報等を活用した洪水予警報システムの開発・普及、さまざまな自
然・社会条件下における洪水ハザードマップの作成・利活用等の研究テーマについて、民間企業や関係
機関との共同研究を含め、取り組みを開始した。
　また、カンボジアにおいて水文観測を継続して実施し、メコン川下流域トンレサップ湖の洪水調節機
能を評価する研究を行った。さらに、タイ・カンボジア・マレーシアにおいて近年発生した洪水災害の
現地調査を行い、東南アジアでの洪水災害の現状を把握した上で、発展途上国における洪水ハザードマッ
プの作成・活用方策に関する研究を行った。
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　研修（人材育成）活動に関しては、国際協力機構（JICA）の地域別研修として「洪水ハザードマッ
プ作成研修」を８ヶ国、16名の研修生を対象として実施した。研修が一過性のものにならないよう研修
生の帰国後の活動をフォローアップする仕組みとして、平成19年２月に、各国２～３名の研修生OBを
集めたフォローアップセミナー（「東・東南アジア地域別洪水ハザードマップセミナー」）を、マレーシ
アのクアラルンプールで２日間にわたって開催した。セミナーには、マレーシアの天然資源環境省副大
臣も参加し、国を挙げて本セミナーの開催を支援して頂き、高い評価を得た。なお、セミナーの開催に
ついては、現地新聞にも大きく報道された（写真－１.６.１.８）。
　国際会議については８件の会議を主催・共催し参加者数は770名となった。これは土木研究所全体の
国際会議等開催の約半数近くを占めており、ICHARMの活発な国際活動の成果といえる。国際会議で
の講演もオランダ科学技術庁からの招待講演や国土交通省から依頼されて日本政府としての講演などを
行った。
　また、その他、国際洪水イニシアチブ（International Flood Initiative：IFI）の事務局として、IFIの
本格的活動に向けてユネスコ及び世界気象機関（WMO）等関連する国際機関と調整を進めた。さらに、
ICHARMの紹介のために、国内外で開催された国際会議等において、セッションの企画や論文発表を
行うこととあわせて、ポスターの掲示やパンフレットの配布等を積極的に行った。
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　ユネスコの後援を受ける国際センターとして外国人研究者を積極的に受け入れる方針を打ち出し、そ
の第一弾として平成17年12月の任期付研究員１名を採用したのに続き、平成18年６月に、専門研究員２
名をいずれも国際公募によって採用した。また、平成19年３月には専門研究員６名を、国際公募により
採用する手続きを開始するなど、引き続き組織の充実に努めている。

　政策研究大学院大学（GRIPS）及びJICAとの連携により、ICHARMの研究活動とリンクさせた１年
間の研修修了者に修士の学位を授与する防災政策修士プログラム（水災害コース）を創設することとし
た。平成19年10月より研修生の受け入れを開始する。
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　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）については、平成18年９月の設立記念
国際シンポジウムの後で開催された第１回国際諮問委員会で委員各位より寄せられたアドバイス
をふまえて、同年10月にアクションプランを策定・公表し、当面洪水関連災害の防止・軽減に焦
点を絞って、研究、研修、情報ネットワーク活動を開始した。
　これまでに、総合的な洪水リスク管理をテーマに掲げた重点プロジェクト研究を立ち上げると
ともに、東南アジア各国での現地調査、アジアの洪水管理能力向上を目的とした研修及び過去の
研修生を対象としたフォローアップセミナー（マレーシアで開催）等を精力的に実施した。
　また、国際会議への積極的な参加等により、ICHARMの活動の積極的なPRを通じて、国際的な
人的、組織的ネットワーク構築を進めるなど、国際的な貢献に努めており、海外のマスコミに日
本での活動が大きく報道されたことは特筆すべきである。
　さらに、政策研究大学院大学及びJICAとの連携による防災政策修士プログラム（水災害コース）
の創設に向けた取り組みは特筆に値する。
　次年度以降もこれらの研究・研修活動を引き続き積極的に推進していくことにより、中期目標
の達成は可能と考えている。
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（７）公共工事等における新技術の活用促進

中期目標

　国土交通省の公共工事等における新技術の活用促進の取組に積極的に貢献すること。

中期計画
　国土交通省が進める新たな公共工事等における技術活用システムに対し、研究所内に組織した
新技術評価委員会において、民間からの申請技術に対する技術の適用性・経済性・安全性・耐久
性等の確認を行うとともに、国土交通省の地方整備局等が設置する新技術活用評価委員会に職員
を参画させること等により積極的に貢献する。

年度計画
　国土交通省が進める新たな公共工事等における技術活用システムに対し、研究所内に組織した
新技術評価委員会において、民間からの申請技術に対する技術の適用性・経済性・安全性・耐久
性などの確認を行うとともに、国土交通省の地方整備局、北海道開発局等が設置する新技術活用
評価委員会に職員を参加させること等により、国土交通本省、地方整備局、北海道開発局等と緊
密に連携し、円滑な運用に貢献する。

■年度計画における目標設定の考え方
　土研新技術活用評価委員会における申請技術の確認、本省や地整等が設置する新技術活用評価会議等へ
の職員派遣を通じて、公共工事等における有用な新技術の活用促進を技術的側面から支援することとした。

■平成18年度における取り組み

　国土交通省では、技術開発が促進され、よい技術が育ち、社会に還元されるスパイラルの確立を目指
し、新技術の現場での試行・活用、導入効果の検証・評価を積極的に行うための制度を整備し、平成18
年８月から「公共工事等における新技術活用システム」（以下、「新システム」という。）の本格運用を開
始した。新システムの基本的な評価フローは、図－１.７.１.１に示すとおりであり、土木研究所は制度
設計にも関わった。
　また、新システムでは、大規模工法等の現場での試行や評価も可能としており、表－１.７.１.１に示
すような４種類の新技術活用の形態を設けている。
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　新システムを技術的側面から支援するため、表－１.７.１.２に示すように、地方整備局等が設置する
「新技術活用評価会議」や国土交通省が設置する「新技術活用システム検討会議」等に職員を委員とし
て派遣し、技術の評価に関わった。

　地方整備局等が設置する評価会議から依頼
のあった技術の成立性等の確認に対して、専
門家としての参考意見を提出するため、所内
に「独立行政法人土木研究所新技術活用評価
委員会」を設置し、確認を行った。
　18年度は、前記委員会を17回開催し、試行
申請型として申請された新技術のうち86件の
確認を行った。写真－１.７.１.１は前記委員会
の開催状況であり、技術確認を行った新技術
の区分は、図－１.７.１.２に示すとおりである。
　なお、17年度は127件の確認を行ったが、平
成18年８月の本格運用からは、施工実績が少
なく難易度が比較的高い技術のみが選別され
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てから確認依頼されるように変更されたこと等から、18年度の確認件数が減少している。

　事前審査段階の確認で、難易度が高いと判断された技術については、図－１.７.１.３に示すように、
試行工事において行う「試行調査」や「活用効果調査」の調査内容や調査方法等について、さらには調
査結果の評価についても確認するという役割も土木研究所は担っている。その際には、上記の「土研新
技術活用評価委員会」に必要に応じて専門家検討会を設け、慎重かつ適切な審議を行うこととしている。
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　平成18年８月の本格運用開始により、17年度には試行的に行ってきたシールド掘進中に部分的に断面
を拡幅・縮幅する難易度の高い技術の技術確認についても、新システムに移行することにより、施工者
希望型の難易度の高い技術として技術確認を行うこととなった。
　これにともない、土木研究所は専門家検討会を設置し、写真－１.７.１.２に示すように、試行現場の
確認や試行状況のヒアリングを実施し、試行結果の確認等を行った。

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度は地方整備局等より依頼された86件の民間等開発技術について、安全性や耐久性等の技
術成立性や経済性等について審査を行った。さらに、難易度の高い技術の試行においては、現地
に赴き試行状況の確認等を行った。このことは、技術の専門集団として発注者をもサポートする
ものであり、国土交通省における新技術活用促進を積極的に支援していることとして特筆するに
価する。
　引き続き土研新技術活用評価委員会での技術確認を的確に行うとともに、国土交通省や地整等
が設置する新技術活用評価会議等へ職員の派遣を行い、公共工事等における新技術活用の促進を
積極的に支援していくことにより、中期目標の達成は可能と考えている。
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（８）技術力の向上及び技術の継承への貢献

中期目標
　国土交通省等における技術力の維持及び適切な技術の継承に貢献すること。

中期計画
　国土交通省等における技術力を維持し、また適切に技術の継承を行うため、研究所においては
国土交通省等との人事交流等により受け入れた技術者を戦略的に育成する。
　また、１.（５）の技術の指導及び研究成果の普及を通じて積極的に外部への技術移転を行うと
ともに、関連する技術情報を収集・蓄積し効率的な活用及び適切な形での提供により、社会資本
整備に関する技術力の向上及び技術の継承に貢献するよう努める。
　さらに、地方公共団体等からの要請に基づき、技術者の育成を図り、地域の技術力の向上に寄
与する。

年度計画
　国土交通省等における技術力を維持し、また適切に技術の継承を行うため、国土交通省等との
人事交流等により受け入れた技術者を戦略的に育成する。また、社会資本整備に関する技術力の
向上及び技術の継承に貢献するため、外部への技術移転や関連する技術情報の効率的な活用・提
供の方法を検討する。
　さらに、地方公共団体、公益法人等からの要請に基づき技術相談を実施し、また、依頼研修員
制度等により若手研究者を受け入れ、育成することにより、地域の技術力の向上に寄与する。

■年度計画における目標設定の考え方
　地方整備局等の技術系職員を受け入れ国土交通省等の技術力の向上に貢献するとともに、国土交通省
各地方整備局等の技術系職員を対象として、土木研究所が有する技術情報等を効率的に提供し活用でき
る方法を検討することとした。また、地域の技術力の向上に寄与するため、地方公共団体等からの相談
窓口となり技術相談を実施するほか、若手研究者を依頼研修員として受け入れ地域密着型の育成を行う
こととした。

■平成18年度における取り組み

　18年度は過年度からの在籍者を含め、つくば中央研究所の研究部門において、地方整備局等の職員７
名、独立行政法人等の職員７名を受け入れている。受け入れにあたっては、所属機関へ戻った際に専門
家として活躍できるよう考慮して、担当する研究テーマを選定することとしており、例えば、長大橋の
耐震補強技術の開発、河川環境の保全・復元手法の開発等のテーマを担当した。研究の実施にあたって
は、実験、数値解析、現地調査等を通じ、データの取得・分析、現象の解明を経て新たな技術の開発を
行うなど、研究の基礎的段階から先端的研究開発段階まで幅広く経験し知見を蓄積できることにより、
受け入れた職員の技術力の向上を図っている。
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　土木研究所として、国土交通省等における社会資本整備に関する技術力の向上及び技術の継承に貢献
することを目的として、専門技術者研究会の制度を創設した。
　この制度は、各地方整備局等の技術職員を対象に、表－１.８.１.１に示す10の技術分野において、専
門技術者として継続的に技術力の向上及び技術の継承を行っていくべき職員を各地方整備局が選定し、
土木研究所と協力して育成していくものである。具体的には、各地方整備局等が専門技術者を選定して
メーリングリストを作成し、メール等を活用して各技術分野に関係する土木研究所の研究チームから継
続的に必要な技術情報を提供するとともに、直接顔の見える関係で双方向の情報交換や以下のような活
動を行うものである。
　１）専門技術者を対象にした土木研究所での会議等の開催
　２）地方整備局等による専門技術者の会議等の開催及び土木研究所の参加
　３）土木研究所での実験や試験施工等の専門技術者への公開
　４） 専門技術者を対象とした地方整備局等の現場見学会や技術指導等の研修及びそれらへの土木研究

所の参加
　５） その他、本制度の目的に資する活動（例えば基準類の改訂や出版物の執筆等への専門技術者の協

力等）

 

　平成18年４月から各地方整備局等において専門技術者の選定作業等を進め、メーリングリストを作成
しており、表－１.８.１.２に示すように平成19年６月現在で合計1,097名の登録となっている。
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　活動状況としては、各研究チームからのメールによる技術情報の発信を中心として、表－１.８.１.３
に示すように18年度は１年間で合計120回の活動を行っている。

　具体的な活動内容の一例として、砂防分野の専門技術者に対し火山・土石流チームから発信された
メールの一部を、図－１.８.１.１に示す。
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砂防関係専門技術者研究会メンバー各位

　土木研究所、火山土石流チームの上席研究員をしております栗原です。

　本メールは、各地整で砂防関係の研究会のメンバーになっている皆さんに、土研の砂防関係の
上席研究員から砂防の技術に関する内容について時々お送りしているメールです。時間のあると
きに読んでください（メンバーには副所長さんなど経験豊かな方もおりますが、勝手ながら若手
の方を主にイメージしてメールを書きますので、その点はご容赦ください）。
　また、各地整ごとにメンバーが集まって研究会を開催する際には、お手数ですが事前に連絡を
お願いします。できるだけ我々も出席したいと考えております。
　なお、このようなメールは、他の河川や道路関係でも行われております。

　今回は、（降雨による）深層崩壊について書きます。
　深層崩壊と表層崩壊の区分けは、厚さで表現することは難しいです。砂防学会の砂防用語集では、
「深層崩壊とは、斜面崩壊のうち、すべり面が表層崩壊よりも深部で発生し、表土層だけでなく深
層の地盤までもが崩壊土塊となる比較的規模の大きな崩壊現象のこと」と書かれています。深さ
２mより深ければ深層崩壊というわけではありませんので、ご注意ください。
　近年発生している降雨による深層崩壊の事例を見ると、以下のものがあります。
　　・針原川（H９，鹿児島県、16万m3）
　　・水俣集川（H15，熊本県、10万m3）
　　・宮川（H16，三重県、50万m3）
　　・鰐塚山（H17，宮崎県、最大のもので60万m3）
　深層崩壊が発生すると、大量の土砂が生産され、大規模な災害につながります。これまで、深
層崩壊は想定することが難しく、砂防計画上扱われることは稀でした。しかし、このような災害
実態を踏まえ、少しでもその可能性のある区域を見いだす技術の研究が始まっています。　

（以下、省略）
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　寒地土木研究所では「技術相談窓口設置要領」を制定し、企画室内に技術相談窓口を設置して、北海
道内外を問わず国の機関、地方公共団体、市町村、大学他一般からの来所、電話、FAX、メール等に
よる技術相談に幅広く対応し地域の技術力向上に貢献した。18年度においては計727件（１.（５）①参照）
の相談が寄せられた。年を追って北海道の地方公共団体や大学、法人、民間企業からの相談割合が拡大
傾向にあり、技術相談の知名度と信頼性の向上が進んでいる。
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１．（８）技術力の向上及び技術の継承への貢献

　また、寒地土木研究所では「依頼研修員受入規定」に基づき、18年度は民間から２人の指導依頼を受
け、積極的に依頼研修員を受入れることにより地域に密着した技術指導を行った。これらの活動により、
積雪寒冷地における地域技術力の向上に寄与している。

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度は、国土交通省等における技術力の維持及び技術の継承に貢献するために、関連する技
術情報の効率的な活用・提供の方法として、専門技術者研究会の制度を新たに立ち上げるととも
に、地方整備局等の職員を受け入れて戦略的に育成した。また、技術相談窓口を設置して幅広い
立場の相談者から寄せられた相談への対応を行うとともに、若手研究員を依頼研修員として受け
入れて育成することにより、積雪寒冷地における地域技術力の維持及び技術継承に貢献した。
　次年度以降も、これらの活動・制度を充実・継続させていくことにより、中期目標の達成は可
能と考えている。
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２．（１）①再編が容易な研究組織形態の導入

（１）組織運営における機動性の向上
　①再編が容易な研究組織形態の導入

中期目標

　研究ニーズの高度化、多様化等の変化に機動的に対応し得るよう、柔軟な組織運営を図ること。

中期計画

　研究所の組織については、ニーズの変化に応じて効率的で再編が容易な研究組織形態を導入する
ことにより、機動性の高い組織運営を図る。

年度計画

　機動性の高い柔軟な組織として研究領域毎に設置した研究グループ体制の下で、効率的な研究及
び技術開発を行う。特に、複数の研究グループが連携して行う重点プロジェクト研究においては、
柔軟な組織制度の特色を活かし、プロジェクトリーダーの下、横断的・効率的な研究開発を推進す
る。また、これ以外の分野横断的な研究課題についても、関連する研究チームが必要に応じ研究ユ
ニットを形成し、積極的に連携して研究開発を実施する。

■年度計画における目標設定の考え方
　研究領域毎に設置した研究グループ体制の下で、横断的・効率的な研究開発を推進することとした。
特に、複数の研究グループが連携して行う重点プロジェクト研究においては、柔軟な組織制度の特色を
活かし、プロジェクトリーダーの下、横断的・効率的な研究開発を推進することとした。また、これ以
外の分野横断的な研究課題についても、関連する研究チームが必要に応じ、積極的に連携して研究開発
を実施することとした。

■平成18年度における取り組み

　土木研究所では13年度の独立行政法人移行時に研究グループ制を導入している。研究グループは各研
究分野を総括する上席研究員をリーダーとする複数の研究チームから構成されるが、各研究員は研究グ
ループに配属されていることから、各チームの編成は研究グループ長の裁量に委ねられており、研究開
発ニーズの変化に柔軟かつ機動的に対応できる組織形態としている。

　表－２.１.１.１に示すように、重点プロジェクト研究の実施にあたり明確な成果を挙げるために、さ
まざまな専門的知識を持つ研究者が、研究グループの枠を超えて参画し、課題解決に取り組む組織運営
を行った。また、重点プロジェクト研究のみならず、表－２.１.１.２に示すように戦略研究と一般研究
の６研究課題においても研究チームを超えて連携し、研究に取り組んだ。

業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
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２．（１）①再編が容易な研究組織形態の導入
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２．（１）①再編が容易な研究組織形態の導入

　社会・行政ニーズに対応した研究への重点かつ横断的対応を図るため、特定テーマに関する研究開発
をグループ及びチームの枠を越えて取り組む体制として研究ユニットを18年度に新たに導入し、「流域
負荷抑制ユニット」、「水素地域利用ユニット」、「地域景観ユニット」を組織した。
　例えば大規模農地を抱える北海道の河川において、主に農用地を発生源とする有機的負荷の河川流入、
下流、沿岸域への流出を抑制するための研究を、水環境保全、水産土木、資源保全、水利基盤の４研究
チームに所属する研究者のユニットとして組織した「流域負荷抑制ユニット」により実施している。
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２．（１）①再編が容易な研究組織形態の導入

　土木研究所及び北海道開発土木研究所の統合等を規定した「独立行政法人に係る改革を推進するため
の国土交通省関係法律の整備に関する法律案」は、平成18年３月16日に衆議院本会議において可決され、
３月30日の参議院国土交通委員会での審議・可決を経て、３月31日、参議院本会議において可決・成立
した。図－２.１.１.２は、平成18年４月１日の統合後の土木研究所の組織図である。
　18年度は、統合後の土木研究所の円滑な組織運営にあたって、規程や研究評価に関する要領等の統合・
改正、研究連携、研究評価委員会の再構築、会計システムの統合、施設の相互利用や会議等への共同参
画等を行った。

　国や関連行政機関等の防災業務に対する協力、および土木研究所の防災対策の推進のために、18年度
はつくば中央研究所、寒地土木研究所が共同で防災業務計画と地震時初動マニュアル（案）を策定した。
９月に行った防災訓練では、つくばと寒地の間でテレビ会議を活用した災害対策本部会議の実施を行っ
たほか、能登半島地震をはじめ、災害発生時にはつくば、寒地において連絡を取り合った。

■
　平成18年６月30日、18年度から22年度までの５年間で、北海道開発関係6,283人について定員管理と
業務見直しを合わせて1,003人を純減し、そのうち138人については北海道開発局事業振興部防災・技術
センター等で実施している技術開発関連業務等を独立行政法人土木研究所に移管することにより純減す
ることが閣議決定された。これを受け、移管される予定の技術開発関連業務等に関して、18年度に検討
に着手した。

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　研究ニーズの高度化、多様化等に機動的に対応できる柔軟な組織運営を行うため、組織再編が容
易な研究グループ制を導入している。18年度に開始した重点プロジェクト研究の推進にあたっては、
複数の研究グループが横断的に連携する体制を構築した。さらに、複数の研究チームが必要に応じ
て研究ユニットを形成し、特定の研究課題に取り組む体制を、18年度に新たに導入し、より効率的
な研究開発を進めることとした。
　また、統合後の研究所の円滑な運営を図るための取り組みに努め、規程や要領等の統合・改正、
研究連携、研究評価委員会の再構築、会計システムの統合、施設の相互利用や会議等への共同参画
等を行った。
　19年度以降、引き続き研究内容に応じ柔軟な研究体制を組織することにより、中期目標に掲げる
機動性の高い柔軟な組織運営は達成可能と考えている。
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２．（１）①再編が容易な研究組織形態の導入
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２．（１）②研究開発の連携・推進体制の整備

（１）組織運営における機動性の向上
　②研究開発の連携・推進体制の整備

中期目標
　研究ニーズの高度化、多様化等の変化に機動的に対応し得るよう、柔軟な組織運営を図ること。

中期計画
　各研究組織間に横断的な研究開発、外部研究機関との共同研究開発等の連携、特許等知的財産権
の取得・活用、新技術をはじめとする研究成果の普及促進等、研究開発に係る方策を戦略的に推進
する体制をつくばと札幌の研究組織に横断的に組織し、研究所全体としての機動性の向上を図る。

年度計画
　国土交通省地方整備局や北海道開発局等の事業実施機関や民間を含む外部研究機関との連携強
化、新技術をはじめとする研究成果の普及を図るため、土研コーディネートシステム等の技術相談
窓口の充実を図る。
　また、知的財産の取得・活用を図るためのサポート体制としての技術推進本部をつくばと札幌に
横断的に組織して活動することにより強化し、戦略的な普及に努める。

■年度計画における目標設定の考え方
　つくば中央研究所技術推進本部と寒地土木研究所企画室にコーディネート窓口を設置するとともに、
技術推進本部の体制を強化することとした。

■平成18年度における取り組み

　土研コーディネートシステムは、図－２.１.２.１に示
すように、公共事業を実施する国・地方公共団体等が抱
える技術的な課題に対して、土木研究所が相談を受け、
必要に応じて技術指導・受託研究等を行うことにより、
国・地方公共団体等と連携して解決を図るための機能
を果たすことを目指して構築したものである。加えて、
シーズ技術の実用化等を希望する民間研究機関等から
の技術相談を受け、土木研究所の研究ニーズに合うも
のについては共同研究に発展させる機能も有している。
　このため、つくば中央研究所技術推進本部と寒地土
木研究所企画室にコーディネートシステムの窓口を設
け、コーディネーターが電話の他、ホームページやメー
ルでも相談を受付け、研究チームとの橋渡し的な役割
を担い、その後の技術指導等による解決に結びつけた。
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２．（１）②研究開発の連携・推進体制の整備

　また、コーディネーターが地方整備局の技術事務所、北
海道開発局、地方公共団体（北海道、福岡県、熊本県、小樽市、
遠軽町、熊本市等）を訪問し、写真－２.１.２.１に示すよ
うに、土研コーディネートシステムの周知や、土木研究所
が開発した技術の紹介を行い、コーディネーターを通じて
事業実施機関が土木研究所に問い合わせをしやすい環境を
構築するとともに、事業実施機関との連携を強化した。
　これらにより、鋼橋等の塗膜除去技術「インバイロワン
工法」や「みずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術」
等について、試験施工を含めた現場での採用等の成果普及
に繋がっている。

　コラム　内閣総理大臣賞受賞技術が導入される

　17年度に「第１回ものづくり日本大賞」（内閣総理大臣賞）を
受賞した「みずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術」が、
小樽市および遠軽町において導入されました。
　両処理場ともに汚泥濃縮槽の大きさは、直径約６m、深さが約
３m の円柱状ですが、濃縮装置は、小樽市銭函下水終末処理場
がFRP（繊維強化プラスチック）製、遠軽町下水処理センター
がステンレス製でした。
　コーディネートシステムを通じた技術的事項に関する質疑応
答をきっかけに、土木研究所は導入検討の初期段階から両市町
を訪問し、下水処理場の運用実態や日々の運転上の課題等につ
いて直接担当者と意見交換を行うとともに、本技術の基本的原
理や運転上の留意点等について技術指導を行いました。
　設計段階では、ノウハウであるみずみち棒の設置間隔や汚泥
掻き寄せ機のアームの方向等についてアドバイスを行いました。
さらに、改修後の運転再開時に処理場を訪問し、改修・設置さ
れた濃縮装置の確認を行うとともに、汚泥掻き寄せ機の回転速
度、汚泥引き抜きのタイミング等、運用面からの指導を実施し
ました。運転再開直後には、みずみちが形成されている様子を
担当者と一緒に確認しました。
　現在は、両処理場ともに支障なく運転がされており、銭函処
理場では、濃縮汚泥濃度が最大値で5.25％、平均で4.4 ～ 4.6％を
記録し、昨年の同時期と比べて、0.5％以上高い汚泥濃縮である
とのことです。
　国内で汚泥濃縮プロセスに重力濃縮法を採用している処理場
は約1,500 カ所あります。本技術を広く普及させていくことによ
り、これら処理場の維持管理費用をはじめ全国規模で大幅なコ
スト縮減が期待されています。
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２．（１）②研究開発の連携・推進体制の整備

　知的財産権の取得・活用や成果普及を戦略的に実施するため、寒地土木研究所企画室の一部職員に技
術推進本部の併任辞令を発令し、体制を強化した。これにより、知的財産権の取得に関しては、特許出
願のサポート体制に関するノウハウを共有するとともに手続きを統一し、迅速かつ適切な出願をサポー
トした。
　また、知的財産権の活用や普及に関しては、つくば中央研究所で開発したもので寒冷地においても導
入可能な技術として、高橋脚建設新技術「3H工法」や鋼橋等の塗膜除去技術「インバイロワン工法」、「み
ずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術」等を選定し、一方、寒地土木研究所が開発した寒冷地以外
にも導入可能な技術として、正面衝突事故防止に効果のある「ランブルストリップス」やボックスカル
バート技術「複合構造横断函渠工」等を選定して、双方の成果が全国規模で認知・活用されるよう、土
研新技術ショーケースや国土交通先端技術フォーラムにおいて連携して普及活動を行った。

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度はつくば中央研究所の技術推進本部と寒地土木研究所の企画室にコーディネートシステム
の窓口を設け、技術相談等に対応した。さらに、コーディネーターが事業実施機関を訪問し組織紹
介や新技術の紹介を行うことで、当該機関との連携強化を図るとともに、土木研究所に対する相談
等をしやすい環境を構築した。
  知的財産権の取得や活用の面では、つくば中央研究所と寒地土木研究所における技術推進本部の
連携を図り、サポート体制を強化するとともに、土研新技術ショーケースや国土交通先端技術フォー
ラムへの共同出展により連携し普及活動を実施した。
　今後はつくば中央研究所と寒地土木研究所でさらに連携を強化し、事業実施機関との連携の強化
や研究成果の普及に関して戦略的に推進すること等により、中期目標の達成は可能と考えている。
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２．（２）研究評価体制の再構築、研究評価の実施及び研究者業績評価システムの構築

（２）研究評価体制の再構築、
　　  研究評価の実施及び研究者業績評価システムの構築

中期目標
　統合を踏まえ、研究開発の計画・実施に対する所要の評価体制を再構築し、研究開発に対する評
価を実施すること。その際、独立行政法人が真に担うべき研究に取り組むとの観点から、研究の事
前、中間、事後の評価において、外部から検証が可能となるよう所要の措置を講じるとともに、評
価結果をその後の研究開発に積極的に反映させること。
　また、研究者の意欲向上を促し、能力の最大限の活用等を図るため、研究者個々に対する業績評
価システムを整えること。

中期計画
　統合を踏まえ、研究開発の開始時、実施段階、終了時における評価体制を再構築し、評価の実施
やその方法等を定めた研究評価要領を設け公表した上で、当該要領に沿って評価を実施する。評価
は、研究開発内容に応じ、自らの研究に対して行う自己評価、研究所内での内部評価、大学、民間
の研究者等専門性の高い学識経験者による外部評価に分類して行うこととし、当該研究開発の要否、
実施状況・進捗状況、成果の質・反映状況、研究体制等について評価を受ける。研究評価の結果に
ついては、公表を原則とする。その際に、独立行政法人が真に担うべき研究に取り組むとの観点か
ら、国との役割分担を明確にするとともに、民間では実施されていない研究、及び共同研究や大規
模実験施設の貸出等によっても、民間による実施が期待できない又は独立行政法人が行う必要があ
り民間による実施がなじまない研究を実施することについて、研究の事前、中間、事後の評価にお
いて、外部から検証が可能となるよう、評価方法を定めて実施するとともに、研究評価の結果をそ
の後の研究開発にこれまで以上に積極的に反映する。
　また、研究者の意欲向上を促し、能力の最大限の活用等を図るため、研究者個々に対する業績評
価システムを整備する。

年度計画
　統合を踏まえ、研究開発の開始時、実施段階、終了時における研究評価体制を再構築し、評価の
実施やその方法等を定めた研究評価要領を設け公表する。その際に、独立行政法人として行うべき
研究が適切に選定・実施されるような評価を行う。
　平成18年度においては、前中期目標期間に実施した重点プロジェクト及び平成17年度に終了した
課題の終了時の評価（事後評価）並びに平成18年度から開始する課題の開始時の評価（事前評価）
を実施する。委員会における評価結果は、研究所のホームページにおいて速やかに公表する。
　なお、研究評価の結果が、その後の研究開発に反映されるよう、研究計画の見直し、予算配分へ
の反映を含め、研究評価結果のフォローアップに努める。特に終了時の評価（事後評価）の結果を
平成18年度から開始する本中期目標期間の重点プロジェクト研究の関連課題に反映させる等により
的確な研究の実施に努める。
　また、研究者個々に対する業績評価については、研究者の意欲向上を促し、能力の最大限の活用
を図るための評価方法について、他の機関の実施事例を収集して検討を行い、試案を作成する。
　さらに、研究の適正な実施を行うため、研究の不正防止に関する規程等を整備する。
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■年度計画における目標設定の考え方
　研究評価体制を再構築するため、新しい研究評価要領を作成し、研究評価を実施することとした。また、
新しい中期計画が始まる18年度は、前中期目標期間の研究を反映して研究を実施することとした。さら
に、意欲の向上、業務改善等を目的とした業務達成度評価システムの試案を作成するとともに、研究の
適正な実施のため、研究不正に関する規程を定めることとした。

■平成18年度における取り組み

　旧土木研究所と旧北海道開発土木研究所の統合に伴い、土木研究所が実施する研究の評価について定
めた独立行政法人土木研究所研究評価要領（以下、「研究評価要領」という。）を改正し（図－２.２.１.１）、
研究評価所内委員会（以下、「内部評価委員会」という。）、土木研究所研究評価委員会（以下、「外部評
価委員会」という。）および土木研究所研究評価分科会（以下、「外部評価分科会」という。）を再編成した。
　研究評価要領の主な改正内容
１）内部評価委員会は、つくばと札幌に設置するが、一部委員は兼務
２）外部評価委員会は一本化し、対象とする研究内容に応じて分科会を再編
３）受委託研究の関係者を外部評価委員から除外
４）外部評価委員会と外部評価分科会の役割分担、審議事項等の見直し（表－２.２.１.１）
　評価フローと委員会の構成を以下に示す（図－２.２.１.２、表－２.２.１.２～２.２.１.４）。

  第１章　総　則
        第１条　目的
　この要領は、独立行政法人土木研究所（以下、「研究所」という。）が実施する研究の評価にあたり、必要
となる事項を定めることを目的とする。
          
第２条　研究評価所内委員会
１． 研究所が実施する研究を評価するため、研究所内部の役職員で構成される研究評価所内委員会（以下、「内
部評価委員会」という。）を設置する。

２． 内部評価委員会の委員長および委員は別表の通りとする。なお、委員長が必要と認めた場合には、委員
以外の者を委員会に参加させることができる。

３． 内部評価委員会は、第５条に規定する研究について評価し、その結果を理事長に提出するものとする。
４． 内部評価委員会の事務局は、第１内部評価委員会は企画部研究企画課に、第２内部評価委員会は寒地土
木研究所企画室に置く。

  
 第３条　土木研究所研究評価委員会
１． 研究所が実施する研究のうち重要な研究を評価するため、大学、民間等における専門性の高い学識経験
者で構成される土木研究所研究評価委員会（以下、「外部評価委員会」という。）を設置する。

以下省略
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　18年度には、17年度に終了した前中期計画の課題の事後評価と18年度に開始する重点プロジェクト研
究の個別課題および19年度に開始する課題の事前評価を行った（表－２.２.１.５～７）。そのうち、事後
評価は旧研究評価要領および旧独立行政法人北海道開発土木研究所評価規程（以下、「開土研評価規程」
という。）により、事前評価は改正後の研究評価要領（以下「新研究評価要領」という。）により評価委
員会を開催した。
　下記に各評価委員会の開催状況の概要を示す。

　　①内部評価委員会
　　②外部評価委員会・分科会

　　①外部評価委員会・分科会
　　②内部評価委員会
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　内部評価委員会では、17年度終了課題の事後評価を行った。評価委員は、「研究成果」、「成果の発表」
および「成果普及への取り組み」の３項目を評価した（評価課題数　表－２.２.１.８）。
　重点プロジェクト研究個別課題では、３項目全てで最も高い評価である「本研究で目指した目標を達
成でき、技術的に大きな貢献を果たしたと評価される」・「適切」の選択率が70％前後となっており、高
い評価結果となっている。３項目を代表して「研究成果」の評価結果を記す（図－２.２.１.３）。また、
基盤研究における最も高い評価の選択率は60％前後となっており、重点プロジェクト研究と比較してや
や低い評価となっている。特に、「成果の普及への取り組み」の評価が相対的に低く、重点プロジェク
ト研究個別課題と同様の傾向となっている。成果の普及については、研究後の活動も重要であり、今後
強化していく必要がある。
　なお、３項目全てで２/３以上の評価委員から「目標達成」「適切」との評価を受けた課題（優秀な事
後評価を受けた課題）は、重点プロジェクト研究の総括課題および個別課題、基盤研究課題でそれぞれ
６課題、19課題、13課題となった（表－２.２.１.９）。
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　外部評価委員会では、重点プロジェクト研究の17年度終了課題の事後評価を行った。評価委員は、「研
究成果」、「成果の発表」および「成果普及への取り組み」の３項目を評価した。
　外部評価委員会の開催に先立ち、分科会を開催し分科会委員に詳細な報告を行った。外部評価委員会
では、分科会での審議内容を報告したうえで総括的な審議を行った（評価課題数　表－２.２.１.10、外
部評価開催状況　表－２.２.１.11）。
　事後評価３項目全てで、２/３前後の評価委員から、最も高い評価である「本研究で目指した目標
を達成でき、技術的に大きな貢献を果たしたと評価される」・「適切」を受けており、評価委員会の講
評でも社会基盤を支える技術の進展に貢献していると評価された（図－２.２.１.４～２.２.１.６、表－
２.２.１.12）。
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10．構造物の耐久性向上と性能評価方法に関する研究
研究期間：H14～17年度
研究担当：技術推進本部（施工技術），耐震研究グループ（振動，耐震），基礎道路技　　　　　　　　　　
　　　　術研究グループ（舗装，トンネル），構造物研究グループ（橋梁構造，基礎）

【評価結果の分科会案】
本研究で目指した目標を達成でき、技術的にも大きな貢献を果たしたと評価される。
① 社会基盤構造物の耐久性向上あるいは性能評価は、わが国の今後の健全な国土の維持にとってもっとも重要な課題であ
る。ここで取り上げられた研究課題ばかりでなく、これ以外の分野についても土木研究所で包括的な研究計画を検討す
べきである。また、健全な社会基盤を維持していくための中長期的な財政的予測についても積極的に評価してほしい。
②研究成果の学会（論文、口頭）発表とともに社会への還元もわかりやすい形で明示すべきである。
③ 性能規定による発注を可能にするための課題を整理すべきである。特に個々の建設会社の技術を正当に評価できるシ
ステム作りが望まれる。
④ 橋梁振動は、他の機関でもかなり以前から対応策がとられているが、いまだ、決定的な解決が得られていない。地盤振動、
騒音も対象として延長床版を含む総合的な検討をすべきである。

【分科会の評価結果】



174

２．（２）研究評価体制の再構築、研究評価の実施及び研究者業績評価システムの構築

　旧北海道開発土木研究所自己評価委員会では、17年度終了課題及び第１期中期目標期間の実施課題の
事後評価を行った。評価委員は、「研究の目的（方向性）」、「社会的話題性」、「論文等の発表」、「期待さ
れた成果の達成度」、「波及効果」および「総合評価」の６項目を評価した（図－２.２.１.７～２.２.１.８）。
　経常研究課題では、６項目全てで「良い」「高い」「十分」以上の評価の選択率がほぼ50％前後となっ
ており、おおむね良好な評価結果となっている。また、短期集中研究における「良い」「高い」「十分」
以上の評価の選択率は80％前後となっており、経常研究と比較して高い評価となっている。すべての項
目において短期集中研究の評価結果が高かったことを踏まえ、第２期中期目標期間の研究活動に活かし
ていく必要がある。
　なお、６項目全てで半数以上の評価委員から「良い」「高い」「十分」以上の評価を受けた課題（優秀
な事後評価を受けた課題）は、経常研究課題および短期集中課題でそれぞれ19課題、３課題となった。
自己評価委員会の開催に先立ち、分科会を開催し、分科会委員に詳細な報告を行った。また、分科会で
の議事内容は自己評価委員会に報告して総括的な審議を行い、事業の効率化、施設設備の効率的利用、
他機関との連携、技術の指導及び研究成果の普及、試験研究等の受託、予算・人事その他についても貴
重な意見と提言を受けた。
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　外部評価委員会では、18年度に開始する重点プロジェクト研究の個別課題の事前評価を行った。評価
委員は、「社会的要請」、「土研実施の必要性」、「研究としての位置づけ・水準」、「達成目標の内容」、「成
果普及方策」、「研究の年次計画」、「研究方法・実施体制」および「総合評価」の８項目を評価した。
　外部評価委員会の開催に先立ち、外部評価分科会を開催し分科会委員に詳細な説明を行い、評価を受
けた。外部評価委員会では、分科会で行われた評価内容を報告した上で総括的な審議を行った（評価課
題数　表－２.２.１.13、外部評価開催状況　表－２.２.１.14）。
　総合評価を含めて全ての評価項目で90％以上が適切であると評価され、全ての課題について重点プロ
ジェクト研究として開始した。なお、評価に当たって受けた指摘事項や意見は以下に示すとおりであり
（図－２.２.１.９～２.２.１.10、表－２.２.１.15）、これらの指摘事項をふまえ、研究計画を修正し実施し
ている。
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　第１内部評価委員会を３回開催し、事前評価３回および中間評価１回を行った。事前評価では計51課
題を評価し、19年度開始課題として34課題を決めた（表－２.２.１.16）。中間評価では７課題の評価を行
い、いずれも研究の継続を決めた（表－２.２.１.17、図－２.２.１.11）。
　また、第２内部評価委員会を１回開催し、つくば中央研究所と関連する課題１課題について第１内部
評価委員会で実施した事前評価結果の報告を受け審議した結果、これを新規研究課題として確認した。
　評価にあたっての指摘事項は各研究グループに伝達し、今後の研究に反映させた。
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　19年度においては、６月末までに内部評価委員会を２回開催し、18年度終了課題の事後評価、20年度
新規課題の事前評価および中間評価を行った。
　また、外部評価委員会を平成19年６月21日に開催し、重点プロジェクト研究の個別課題について４課
題の中間評価、４課題の事前評価を実施した。さらに、重点プロジェクト研究全体の進捗状況をはじめ
とする18年度に土木研究所が実施した研究全体について審議した。以下に、研究評価委員会の開催状況
（表－２.２.１.18）と外部評価委員会での講評（図－２.２.１.12）を示す。
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　研究開発に対する土木研究所の説明責任を果たすため、研究の評価結果を、土木研究所のホームペー
ジに公表した（図－２.２.１.13）。さらに、重点プロジェクト研究については、外部評価委員会での審議
の内容などを「平成18年度　土木研究所研究評価委員会報告書（土木研究所資料第4049号）」として取
りまとめた。

　18年度の研究評価委員会では、136課題について事前評価を行ったが、そのうち17課題について採択
を見送ったほか、４課題については戦略研究から一般研究に変更するなど、評価結果を研究計画の見直
しや予算配分に適切に反映した。また、第１期中期計画期間中に実施した重点プロジェクト研究の事後
評価で得られた指摘事項について積極的に新たな研究に反映させているところである。評価結果を18年
度から始まる新たな重点プロジェクト研究へ反映させた代表事例を表－２.２.１.19に示す。
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２．（２）研究評価体制の再構築、研究評価の実施及び研究者業績評価システムの構築
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　勤務意欲の向上、研究チーム等部署内での相互理解の促進、目標や業務の道筋を明確化することによ
る業務の計画的な執行、さらには達成状況を省みることによる業務改善を目的とした、業務達成度評価
の試案を作成した。
　作成にあたっては、他の研究機関の実施事例等を参考に、土木研究所の業務体制等の特徴を反映させ、
実施効果の高いものにすることに留意した。作成した試案では、年度当初に作成する業務計画書におい
て、業務遂行上の具体的な目標を被評価者が実施計画書に明記し、それを基に、当該目標の難易度を評
価者と被評価者が話し合い設定し記載することとした。また、年度末には各目標について達成状況（達
成度）とその取り組み状況（過程）についてそれぞれ評価することとした（図－２.２.１.14）。
　なお、19年度においてはこの試案を基に、業務達成度評価の試行を開始している。
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　データのねつ造や盗用を防ぎ、研究の適正な実施を行うことにより、研究倫理の向上を図るため、研
究上の不正への対応に関する規程を定めた。この規程は、研究所が自ら行う研究業務に適用するもので
ある。

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度は研究所の統合に伴い研究評価要領を改正し、研究評価体制を再構築した。統合による研
究連携を評価するために、外部評価委員会ではつくば中央研究所関係、寒地土木研究所関係の委員
が合同で審議する体制とし、また、内部評価委員会でも委員の交流を図った。また、研究評価結果
は、研究所のホームページや報告書にまとめ、その後の研究へ積極的に反映させた。
　研究者業績評価システムについては、業務達成度評価システムとして18年度に試案を作成した。
19年度は試案に基づき試行を開始した。
　次年度以降も、研究評価の適切な実施と業務達成度評価システムの的確な運用により中期目標は
達成可能と考えている。
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２．（３）①情報化・電子化の推進

（３）業務運営全体の効率化
　①情報化・電子化の推進

中期目標
　研究業務その他の業務全体を通じて、引き続き情報化・電子化を進めるとともに外部への委託が
可能な業務のアウトソーシング化を行うことにより、高度な研究の推進が可能な環境を確保するこ
と。
　特に、運営費交付金を充当して行う業務については、所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下
のとおりとすること。
　一般管理費について、業務運営の効率化に係る額を前中期目標期間の最終年度（平成17年度）予
算を基準として、本中期目標期間の最終年度（平成22年度）までに15％相当の削減を行うこと。
　業務経費について、業務運営の効率化及び統合による効率化に係る額をそれぞれ前中期目標期間
の最終年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度までに５％相当の削減を行うこと。

中期計画
　インターネット、イントラネット、メール等の情報システム環境をつくばと札幌間及び研究棟と
各実験施設間も含めて整備するとともに研究データベースの高度化等を行い、文書の電子化・ペー
パーレス化、情報の共有化を進め、業務の効率化を図る。
　なお、外部向け情報提供、他機関との情報共有、つくばと札幌間の情報システム環境においては、
ファイアーウォールの設置等により十分なセキュリティ対策を実施する。

年度計画
　インターネット、イントラネット、メール等の情報システム環境をつくばと札幌間を中心に整備
するとともに、研究成果データベースの高度化等を行い、文書の電子化・ペーパーレス化、情報の
共有化を進め、業務の効率化を図る。特に、つくばと札幌の幹部による定例会議等については、テ
レビ会議システムを導入し効率的に実施する。
　また、研究所のセキュリティポリシーを作成し、運用を図るとともに、ますます手口が高度化・
多様化している情報システムへの攻撃に対し、セキュリティ対策を実施する。
　さらに、「業務効率化検討会」に職員から報告・提案のあった業務改善について、イントラネッ
トを使い周知し、情報を全員で共有することにより、一般事務部門における事務処理の簡素・合理
化の普及、啓発を図り、業務の一層の効率的執行を促進する。

■年度計画における目標設定の考え方
　セキュリティ対策の強化として、研究所としての基本方針となるセキュリティポリシーを周知徹底す
ることとした。また各業務の電子化を引き続き進めることで、より一層の業務効率化に努めた。
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■平成18年度における取り組み

　既存の情報システムを活用して、つくばと札幌間を中心とした内線電話番号やメールアドレスの情報
交換及び共有化を図った。
　経営会議（２回/月）及び幹部会議（２回程度/月）は、つくば中央研究所と寒地土木研究所との間に
導入したテレビ会議システムで効率的に実施している。また、定例会議以外の会議（防災会議等）や打
合せにおいてもテレビ会議システムを積極的に活用している。

　研究情報・研究成果のより一層の活用および業務の効率化を図るため、研究成果概要、土木研究所刊
行物、発表論文等の情報を蓄積するデータベースの構築以降も、登録情報の拡充や操作性の改良を行っ
てきた。18年度はシステムの変更を行い、土木研究所刊行物及び発表論文のPDFファイル登録を可能
にし、ホームページ上から土木研究所報告（独立行政法人化後のNo.199 ～ 205）についてフルペーパー
の閲覧ができるようにした（図－２.３.１.１）。また、表－２.３.１.１のとおり登録データの拡充を行った。
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　15年度に設置した「業務効率化検討会」を18年度は１回開催して、職員から報告・提案のあった業務
改善等について、図－２.３.１.２に示す業務改善フローに基づいて検討した。改善内容の情報を全員で
共有するため、所内イントラネットに掲載し周知を図った。
　下記に18年度の改善事例を示す。

　全額振込が定着した給与（賃金）の支給において、従来支給明細書は紙ベースで配布していたが、電
子データにて各個人あてにメールで送付することにより、給与（賃金）支給時の作業の効率化、資源の
減量及び印刷等の経費節減を図った。

　幹部職員等の出退状況の表示は38 ヶ所で電光式にて行っていたが、所内イントラネットを活用した
出退表示盤に変更した。その結果、組織の変更等もパソコンにて対応することが可能となったため、運
営経費が大幅に削減された。この他、コメント覧を設け、出張予定等を書き込めるようにしたため、出
退状況の他に幹部の予定も閲覧でき仕事を計画的に進められるといった効果も生じた。

　業務の効率化に有用である電子メールは、大容量のファイルを添付する場合、所内LANへの負担が
大きくなる。そこで、電子メールに添付することなく所内イントラネット上に共有領域を設け、ファイ
ルにアクセスできるようにすることにより、電子メールの容量を抑制した。これにより、所内LANへ
の負担軽減を図った。
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　ペーパーレス化の推進を目的として、所内事務連絡等についてのメール活用、所内規程等のイントラ
ネットへの掲載、一般競争入札における入札説明書のホームページへの掲載などを実施した。

　セキュリティポリシーを周知徹底させることを目的として、役職員、非常勤職員、交流研究員を対象
とする情報セキュリティポリシー講習会を実施した。
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　図－２.３.１.４のウイルスメールの状況に示すように、18年度は一時的な検出件数の増加があったが、
その多くは迷惑メールであった。これを除くとほぼ横ばいの状況で、内部での感染被害は無かった。迷
惑メール対策として、職員の希望に応じて対策機能付メールソフトを導入した。
　つくば地区においては独立行政法人となった際に導入したメールサーバーとウェブサーバーについて
は、６年が経過しており、障害発生の未然防止、メーカーのサポート体制の確保、省スペース化、省電力化、
ネットワーク環境の改善の観点からハード・ソフトとも入れ替えを行った。さらに、マイクロソフト社
等よりセキュリティに関する情報が公開された際にはその都度所内にセキュリティ情報を発信し、プロ
グラム等のバージョンアップを促し、セキュリティの向上に努めた。18年度には11回、発信した。
　寒地土木研究所においては平成19年１月と２月の２度にわたり、当研究所ホームページの閲覧要求で
不正攻撃のログを検出したことから、該当プロパイダーに対し警告・改善するよう通知したが、改善さ
れなかったため、平成19年２月から接続拒否の設定を行い、セキュリティの対策を図った。
　また、新種のウイルス等の発生に対しては、メーカーより提供される修正プログラムやウイルス対策
ソフトのパターンファイルなどによる対策及びファイアーウォ－ル等によりセキュリティの向上を図っ
た。
　さらに、職員に対し、掲示版等を使用しウイルス情報やセキュリティに関する情報の周知を図ること
により、一層のセキュリティ向上に努めた。
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中期目標達成に向けた次年度以降の見通し
　18年度は研究成果データベースの拡充を図り、土木研究所報告のフルペーパー閲覧を可能にする
など利用者へのさらなる情報の提供を行った。また、セキュリティ対策においては、セキュリティ
ポリシー講習会を実施するなどして、役職員へのセキュリティ対策について周知を行った。さらに、
業務改善を積極的に行い、様々な電子化の推進方策の実施等により業務の効率的執行が行うことが
できたと考える。
  次年度以降は、さらに研究成果データベースの拡充を図るとともに、業務の電子化、効率化、セキュ
リティ対策の強化を実施することにより、中期目標の達成は可能と考えている。
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２．（３）②アウトソーシングの推進

（３）業務運営全体の効率化
　②アウトソーシングの推進

中期目標

　研究業務その他の業務全体を通じて、引き続き情報化・電子化を進めるとともに外部への委託が
可能な業務のアウトソーシング化を行うことにより、高度な研究の推進が可能な環境を確保するこ
と。
　特に、運営費交付金を充当して行う業務については、所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下
のとおりとすること。
　一般管理費について、業務運営の効率化に係る額を前中期目標期間の最終年度（平成17年度）予
算を基準として、本中期目標期間の最終年度（平成22年度）までに15％相当の削減を行うこと。
　業務経費について、業務運営の効率化及び統合による効率化に係る額をそれぞれ前中期目標期間
の最終年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度までに５％相当の削減を行うこと。

中期計画

　研究施設・設備の維持管理、単純な計測等、非定型な業務以外の業務については、アウトソーシ
ングに要するコストや自ら実施することによるノウハウの蓄積の必要性等について、前中期目標期
間中における実績も評価して検討の上、可能かつ適切なものはアウトソーシングを図る。そのため、
業務の洗い出しやアウトソーシングの適否の検証を行い、本中期目標の期間中に着実に進める。

年度計画

　庁舎管理業務、研究施設の保守点検業務、清掃業務等については、効率化の観点から引き続き業
務を外部委託する。また、研究業務においても、定型的な単純業務については、前中期目標期間に
おける実績も考慮して外部委託を図り、効率的な研究開発に努めるとともに、高度な研究を行うた
めの環境を確保する。
　さらに、研究開発に当たり、研究所の職員が必ずしも専門としない研究分野の実験・解析等につ
いては、外部の専門家にその業務の一部を委託する、あるいは専門家を招へいするなど、限られた
人員の中で効率的かつ効果的に研究開発を推進する。

■年度計画における目標設定の考え方
　研究支援部門と研究部門の双方において、業務の効率化と、効率的かつ適切な運用による高度な研究
環境の確保を目的としてアウトソーシングを推進することとした。

■平成18年度における取り組み

　研究支援部門におけるアウトソーシングは、良質な研究業務環境の確保を念頭に図－２.３.２.１と表
－２.３.２.１のように実施した。特に庁舎等施設管理において、つくばでは、設備が隣接している国土
技術政策総合研究所と連携し、委託契約方式の見直し（一般競争化）を行った。



193

２．（３）②アウトソーシングの推進

　研究部門における請負業務委託によるアウトソーシングは、定型的作業や単純作業は基本的に外注す
ることとして実施した。高度な技術関連の発注は、技術の空洞化にならないよう留意しつつ業務の根幹
をなす部分は土木研究所で行うこととし、監督や指導を通して業務の経緯と進捗の把握を行うとともに
業務内容の管理・指導を行い、適切な実施に努めた。（図－２.３.２.２および表－２.３.２.２参照）
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　研究課題解決の過程で、研究所の職員が必ずしも専門としない分野のノウハウやスキルを活用する必
要がある場合は、課題解決能力を有する大学への委託研究により研究を進めた。
　18年度に大学へ委託した研究は４課題であった（表－２.３.２.３）。

　研究課題解決の過程では、研究所の職員が専門としない分野のノウハウやスキルを緊急に活用し、試
行錯誤的に検討を進めなければならないことから、決められた条件で定型的な実験や解析の作業を行う
業務委託では対応が困難な場合は、専門研究員の雇用により、効率的に研究を進めた。18年度は、16件
の研究課題について専門研究員を雇用し、多岐にわたる研究を実施した（表－２.３.２.４および写真－
２.３.２.２）。
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中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度は、業務の効率的かつ適切な執行の観点から、アウトソーシングをはじめとする業務のあ
り方を考えながら業務を実施した。
  研究所の職員が専門としない分野については、大学への委託研究や雇用した専門研究員による効
率的な研究により、質の高い研究の実施に努めた。
  次年度以降も引き続き内容を吟味しながら、民間への役務の委託、大学への委託あるいは専門研
究員の雇用を実施すること等により、中期目標は達成できると考えている。
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（３）業務運営全体の効率化　　　　　　
　③一般管理費及び業務経費の抑制

中期目標

　研究業務その他の業務全体を通じて、引き続き情報化・電子化を進めるとともに外部への委託が
可能な業務のアウトソーシング化を行うことにより、高度な研究の推進が可能な環境を確保するこ
と。
　特に、運営費交付金を充当して行う業務については、所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下
のとおりとすること。
　一般管理費について、業務運営の効率化に係る額を前中期目標期間の最終年度（平成17年度）予
算を基準として、本中期目標期間の最終年度（平成22年度）までに15％相当の削減を行うこと。
　業務経費について、業務運営の効率化及び統合による効率化に係る額をそれぞれ前中期目標期間
の最終年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度までに５％相当の削減を行うこと。

中期計画

　業務運営全般を通じ経費の節減を進めるものとし、運営費交付金を充当して行う業務については、
所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下のとおりとする。
ア） 一般管理費について、業務運営の効率化に係る額を前中期目標期間の最終年度（平成17年度）
予算を基準として、本中期目標期間の最終年度（平成22年度）までに15％相当を削減する。

イ） 業務経費について、業務運営の効率化及び統合による効率化に係る額をそれぞれ前中期目標期
間の最終年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度までに５％相当を削減する。

年度計画

　業務運営全般を通じ経費の節減を進めるものとし、運営費交付金を充当して行う業務については、
所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下のとおりとする。
ア） 一般管理費について、業務運営の効率化に係る額を前中期目標期間の最終年度（平成17年度）
予算を基準として、３％相当を削減する。

イ） 業務経費について、業務運営の効率化及び統合による効率化に係る額をそれぞれ前中期目標期
間の最終年度予算を基準として、１％相当を削減する。

■年度計画における目標設定の考え方
　運営費交付金（所要額計上経費及び特殊要因を除く。）を充当して行う業務について、一般管理費に
ついては、業務運営の効率化に係る額を前中期目標期間の最終年度（17年度）予算を基準として、３％
相当を削減し、業務経費については、業務運営の効率化及び統合による効率化に係る額をそれぞれ前中
期目標期間の最終年度（17年度）予算を基準として、１％相当を削減し、経費の節減を図ることとした。
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２．（３）③一般管理費及び業務経費の抑制

■平成18年度における取り組み

　運営費交付金（所要額計上経費及び特殊要因を除く。）を充当して行う業務の一般管理費について、
前中期目標期間の最終年度（17年度）予算を基準として、３％相当の経費を削減し目標を達成した。そ
のための主な取組は、前年度から継続して実施している取組に加え以下のとおりである。

　電力供給契約については、平成17年９月に一般競争入札を行い、同年10月から電気の料金単価が低減
したところである。
　18年度は引き続き一般競争入札を行うとともに、実験施設等の電力使用時期の調整に努めることとし、
契約電力量を4,300kwから4,000kwに低減した。これにより、一般競争入札を実施しなかった場合と比べ
ると、総額約820万円（うち一般管理費約100万円）節約され、さらに、契約電力低減により約330万円（う
ち一般管理費　約50万円）節約された。

　組織統合により、従来２つあった会計システムを１つに統合した。これにより、維持費用が約150万
円節約された。

　クールビス、ウォームビスの励行にあわせ、室温の適正管理に努めた結果、特に寒冷地である寒地土
木研究所（北海道札幌市）において、冬季の重油消費量を約4.6％抑制した。これにより、暖房費が約
80万円相当節約された。

　運営費交付金（所要額計上経費及び特殊要因を除く。）を充当して行う業務経費について、業務運営
の効率化および統合による効率化に係る額をそれぞれ前中期目標期間の最終年度（17年度）予算を基準
として、１％相当の経費を削減し目標を達成した。
　そのための主な取組として、外部へ委託しないとできない特殊な技術や専門的知識を必要とする業
務について、専門研究員を雇用することにより効率化（経費節減）と研究の高度化を図った（２.（３）
②参照）。

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度は一般管理費および業務経費について、会計システムの統合や電気料金の低減策の取り組
みを実施する等により、経費の縮減に努め、年度計画の目標を達成した。
  次年度以降においても、業務運営全般を通じ経費の節減を進めるものとし、運営費交付金を充当
して行う業務については、一般管理費および業務経費に対して経費の節減に努めることにより、中
期目標は達成可能であると考えている。



200

２．（４）施設、設備の効率的利用

（４）施設、設備の効率的利用

中期目標

　研究所が保有する施設、設備については、研究所の業務に支障のない範囲で、外部の研究機関の
利用及び大学・民間企業等との共同利用の促進を図ること。

中期計画

　実験施設等の効率的な利用のため、つくばと札幌の研究組織間での相互利用を推進するとともに、
主な施設について研究所としての年間の利用計画を策定し、それを基に外部の研究機関が利用可能
な期間を公表する。また、外部機関の利用に係る要件、手続及び規程（利用料等に係るものを含む。）
を整備し、公表する。

年度計画

　研究所が保有している施設・設備の内容及び仕様等に関するデータベースを整備し、つくばと札
幌の研究組織間での相互利用を推進する。
　主な施設について研究所による18年度の利用計画を速やかに策定し、それを基に外部の研究機関
が利用可能な期間を早期に公表するとともに、利用計画に変更が生じた場合には、変更内容を公表
する。
　また、外部機関の利用に係る要件、手続き及び規程（利用料等に係るものを含む。）を利用しや
すい形で整備し、わかりやすい形で公表する。

■年度計画における目標設定の考え方
　部外者の施設利用について引き続き改善努力をするとともに、組織統合による施設面での効率的運用
を図ることとした。

■平成18年度における取り組み

　つくば中央研究所と寒地土木研究所の両研究所が所有する
実験施設について、規格・管理チーム・使用計画等の情報を電
子データにまとめ、必要な施設を探しやすくすることで相互利
用を図った。
　つくば中央研究所の研究業務の一環で、空きスペースの
あった寒地土木研究所の実験場２箇所を使用した。（写真－
２. ４. １. １参照）民地借り上げの場合の諸手続きや費用を省
略でき、効率的な運用ができた。
　なお、18 年度から「固定資産の減損に係る独立行政法人会
計基準」が適用されたことにより、主要な固定資産を調査した
結果、計画的に使用されており、減損損失は生じていない。
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２．（４）施設、設備の効率的利用

　施設・設備の貸出については、主要施設紹介・利用計画・手続き方法・規程類及び利用料の例等を、
一部動画を含めてホームページを通して情報提供した。特に、利用計画については、外部機関が利用し
やすいように、年度当初に公表した。また、ホームページについては、利用者が関連情報に気付き、簡
便に必要な情報を見られるよう単純なリンク関係を多く設定する等の改良を行った。図－２. ４. １. １
に紹介画面の例を示す。
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２．（４）施設、設備の効率的利用

　また、簡便なパンフレットを作成し、持ち帰り用に研究所の玄関ロビーに常備したほか、会議やイベ
ント時に配付し、関係者に対して貸付制度の紹介を行った。

　18 年度の貸し出し実績を図－２. ４. １. ２と表－２. ４. １. １に示す。18 年度においては、積極的な
広報と外部の利用希望に応じた所内利用のきめ細かい調整の結果、施設貸し出しに関する件数と金額の
双方が独立行政法人化後６年間で最多となった。
　また、貸し出しを行った施設の例を写真－２. ４. １. ３に示す。
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２．（４）施設、設備の効率的利用
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２．（４）施設、設備の効率的利用
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２．（４）施設、設備の効率的利用

　流速計検定施設を使用して、国・地方公共団体などが保有する河川流量観測用の流速計の検定を行っ
た。18年度の流速計検定の総数は 114 台、受託収入は 421 万円となった。

）

　施設貸付収入を活用した整備を行い、施設の保全管理水準の向上に努めた。
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２．（４）施設、設備の効率的利用

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度はつくば中央研究所と寒地土木研究所との施設の相互利用を開始するとともに、ホーム
ページ上での施設の貸し出しに関する情報提供の改善に努めた。その結果、件数、金額とも過去最
高の貸し出し実績を上げることができたことは特筆に値する。
　次年度以降も引き続き、業務に支障のない範囲での外部機関の利用や貸付収入を活用した施設の
保全整備や修理を行う等の施設管理水準の向上に努めることで、中期目標の達成が可能と考える。
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中期目標
　運営費交付金等を充当して行う業務については、「３.業務運営の効率化に関する事項」で定めた
事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。

中期計画

　期間中総額14,289百万円（一般勘定11,641百万円、治水勘定1,797百万円、道路整備勘定851百万円）
を支出する。
　但し、上記の額は、総人件費改革における削減対象としている人件費の範囲（法人の常勤役員及
び常勤職員に対し、各年度中に支給する報酬、賞与、その他の手当の合計額のうち、退職手当、福
利厚生費、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分を除いた額）の費用である。

ルール方式を採用

　運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費－自己収入

　（１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額
　　（イ）基準給与総額
　　　　　　18年度・・・所要額を積み上げ積算
　　　　　　19年度以降・・・前年度人件費相当額－前年度退職手当所要額
　　（ロ）新陳代謝所要額
 　　　　　　新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年度化額

予算、収支計画及び資金計画
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　　　　　　－前年度退職者の給与総額のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額のうち当年
　　　　　　度分
　　（ハ）退職手当所要額
　　　　　　当年度に退職が想定される人員ごとに積算
　（２）前年度給与改定分等（19年度以降適用）
　　　　　　昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額
　　　　　　なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとする。運
　　　　　　営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。

　　　　　　前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効率
　　　　　　化係数（α）×消費者物価指数（γ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因

　　　　　　前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化係
　　　　　　数（β）×消費者物価指数（γ）×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因

　　　　過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上

　一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定
　業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定
　消 費 者 物 価 指 数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定
　政 策 係 数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の
　　　　　　　　　　　　　　　 必要性、独立行政法人評価委員会による評価等を総合的に勘案
　　　　　　　　　　　　　　　 し、毎年度の予算編成過程において決定
　所要額計上経費：公租公課等の所要額計上を必要とする経費
　特 殊 要 因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特定の
　　　　　　　　   年度に一時的に発生する資金需要に応じ計上

一般管理費の効率化係数（α）：平成18年度は対前年度0.97。
　　　　　　　　　　　　　　  平成19年度以降は対前年度0.97として推計。
業務経費の効率化係数（β）：（一般勘定）平成18年度は対前年度0.98。
　　　　　　　　　　　　　　  平成19年度以降は対前年度0.98として推計。
　　　　　　　　　　　　　　  （治水勘定及び道路整備勘定）平成18年度は対前年度0.99。
　　　　　　　　　　　　　　  平成19年度以降は対前年度0.99として推計。
消 費 者 物 価 指 数（γ）：平成18年度は対前年度0.999。
　　　　　　　　　　　　　　  平成19年度以降は対前年度1.00として推計。
政策係数（δ）：平成18年度は対前年度一般勘定1.031、治水勘定0.901、道路整備勘定0.901。
　　　　          平成19年度以降は対前年度1.00として推計。
人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は0として推計。
特殊要因：中期計画期間中は0として推計。
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年度計画

（１）予　　算（別表－１のとおり）
（２）収支計画（別表－２のとおり）
（３）資金計画（別表－３のとおり）
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■年度計画における目標設定の考え方
　予算、収支計画、資金計画について別表－１～３のとおり計画し、これを適正に実施することとした。

■平成18年度における取り組み
　受託収入及び施設利用料等収入等の増加およびこれに関連した支出の増加はあるが、予算をもとに計
画的に執行した。

　（１）予　　算（別表－１のとおり）
　（２）収支計画（別表－２のとおり）
　（３）資金計画（別表－３のとおり）
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　主に前年度からの繰越（アスベスト対策のための研究施設等改修）による増及び翌年度への繰越（実
験棟耐震構造改修）による減。

　受託研究等の依頼が予定を上回ったことによる増。

　主に財産賃貸収入が予定を上回ったことによる増。

　科研費補助金間接費収入があったことによる増。

　寄附があったことによる増。

　原稿料収入及び利息等があったことによる増。

　主に翌年度への繰越による減。

　主に退職者が予定を上回ったことによる増。

　主に自己収入に係る一般管理費の増加による増。

　平成18年度の契約状況は
　・競争入札（519件、総額3,402,717千円、１件あたり平均落札率86.4％）
　・企画競争・公募（28件、総額212,172千円、１件あたり平均落札率97.9％）
　・随意契約（53件、総額480,614千円、１件あたり平均落札率97.4％）
であり、随意契約件数の占める割合は全体の９％となっている。これは、前年度に比べ16％減少してお
り、国における取組（「公共調達の適正化について」（平成18年８月25日））等を踏まえ、適正な契約の
実施に努めたことによるものである。
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　主に資産を取得したことにより費用が発生しなかったことによる減。

　受託研究等の依頼が予定を上回ったことによる増。

　運営費交付金で取得した資産の減価償却費等による増。

　施設整備費補助金で整備した施設における既存施設の撤去費用が発生したことによる増。

　主に財産賃貸収入が予定を上回ったことによる増。
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　主に科研費補助金間接費収入があったことによる増。

　寄附があったことによる増。

　主に備品の寄附を受けたことによる物品受贈益があったことによる増。

　主に施設利用料等収入の増加により得た利益。
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　主に第１期中期計画終了時における積立金を国庫納付したことによる増。

　主に定期預金への預け入れによる増。

　ファイナンスリースにおける債務の返済による増。

　主に財産賃貸収入が予定を上回ったことによる増。

　受託研究等の依頼が予定を上回ったことによる増。

　寄附があったことによる増。

　主に科研費補助金の収入があったことによる増。
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　主に前年度からの繰越による増及び翌年度への繰越による減。

　定期預金からの払い出しによる増。

中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度は適切な契約および計画的な管理の下で、効率的な予算執行が図られた。
　次年度以降も、受託収入及び施設利用料等の変動及びそれに関連した支出の変動はあるが、予算
をもとに計画的に執行することとしており、中期目標は達成可能と考えている。
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中期目標

　運営費交付金等を充当して行う業務については、「３.業務運営の効率化に関する事項」で定めた
事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。

中期計画

　予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、単年度
1,100百万円とする。

年度計画

　予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、単年度
1,100百万円とする。

■年度計画における目標設定の考え方
　資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、中期計画に定めた額と同様に1,100百万円とし、
予見し難い事故等に限ることとした。

■平成18年度における取り組み
　18年度は、国における暫定予算編成等、法人にとっての予見し難い事故等の発生がなかったため、短
期借入金を行わなかった。

中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　次年度以降も、予見し難い事故等の事由により資金不足が生じた場合に対処するための短期借入
金の限度額を、中期計画に掲げる額と同額を設定する見込みである。

短期借入金の限度額
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中期目標

　運営費交付金等を充当して行う業務については、「３.業務運営の効率化に関する事項」で定めた
事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。

中期計画

　中期目標期間に所定の目的を達成し、完了する研究に係る重要な財産については、必要に応じ適
正な処分等を図るものとする。

年度計画

　なし。

■年度計画における目標設定の考え方
　18年度における、重要な財産の処分等の予定はない。

■平成18年度における取り組み
　18年度における、重要な財産の処分等の実績はない。

中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　次年度以降も、所定の目的を達成し、完了する研究に係る重要な財産については、必要に応じ適
正な処分等を図るものとする。

重要な財産の処分等に関する計画
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（１）施設及び設備に関する計画

中期目標

　施設・設備については、３.（４）により効果的な利用を図るほか、業務の確実な遂行のため計
画的な整備・更新を行うとともに、所要の機能を長期にわたり発揮し得るよう、適切な維持管理に
努めること。
　
中期計画

　中期目標期間中に実施する主な施設整備・更新及び改修は別表－14のとおりとする。

年度計画
　本年度に実施する主な施設整備・更新及び改修は別表－16のとおりとする。

その他主務省令で定める業務運営に関する事項
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■年度計画における目標設定の考え方
　研究業務等の確実な遂行のため、施設・設備の計画的な整備・更新を行う。

■平成18年度における取り組み

　18年度は、表－６. １. １. １に示すとおり実験施設・管理棟の改修等を実施した。写真－６. １. １. １
～写真－６. １. １. ３にその主なものを示す。
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中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度は適切な予算管理の下で、施設の計画的な整備を行うことができた。
　次年度以降も同様に計画的な施設整備を行うことにより、中期目標は達成可能と考えている。
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（２）人事に関する計画

　 中期目標

　非公務員化を踏まえ、高度な研究業務の推進のため、必要な人材の確保を図るとともに、人員の
適正配置により業務運営の効率化を図ること。
　また、良質な社会資本の効率的な整備及び北海道開発の推進に貢献するという使命を果たすため、
行政との人事交流を的確に行うこと。
　なお、人件費（退職手当等を除く。）については、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣
議決定）を踏まえ、前中期目標期間の最終年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度まで
に国家公務員に準じた人件費削減の取組みを行うこと。また、国家公務員の給与構造改革を踏まえ
た役職員の給与体系の見直しを進めること。

中期計画

　非公務員化を踏まえ、人材の確保については、国家公務員試験合格者からの採用に準じた新規卒
業者等からの採用、公募による博士号取得者等を対象とした選考採用や関係省、大学、民間を含む
研究等を実施する機関との人事交流、任期付き研究員の採用を図ることとするが、非常勤の専門研
究員の採用、定型的業務の外部委託化の推進などにより人員管理の効率化に努める。
　加えて、国土交通行政及び事業と密接に連携した良質な社会資本の効率的な整備及び北海道開発
の推進に資する研究開発を行うため、国土交通省等との人事交流を計画的に行う。
　なお、人件費（退職手当等を除く。）については、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣
議決定）を踏まえ、前中期目標期間の最終年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度まで
に５％以上の削減を行う。
　また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の給与体系の見直しを進める。

年度計画

　職員の採用については、国家公務員試験合格者からの採用に準じた新規卒業者等からの採用に加
え、非公務員化を踏まえて大学、民間を含む研究等を実施する機関との人事交流や公募等による任
期付き研究員の採用を図る。ただし、非常勤の専門研究員の採用、定型的業務の外部委託化の推進
などにより人員管理の効率化に努める。また、国土交通省等との人事交流については計画的に行う。
　なお、人件費（退職手当等を除く。）については、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣
議決定）を踏まえ、前中期目標期間の最終年度予算を基準として、１％相当を削減する。
　また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の給与体系の見直しを進める。

■年度計画における目標設定の考え方
　中期目標・中期計画に基づき、高度な研究業務の推進のため必要な人材の確保等を図るとともに、良
質な社会資本整備及び北海道開発の推進に貢献するという使命を果たすため国土交通省等との計画的な
人事交流を行うこととした。
　なお、人件費については、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏まえた削減を実
施するとともに、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の給与体系の見直しを進めることとした。
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■平成18年度における取り組み

　18年度においては、表－６.２.１.１に示すとおり、７名の専門技術者等を任期付研究員として採用し、
研究担当チームに配属した。これらの者を含め、18年度末現在任期付研究員の数は13名となる。
　なお、透明性確保・より能力の高い研究者確保の観点から18年度より原則公募による採用を行うこと
とした。

　当研究所における研究開発の推進、研究部門における研究スタッフの充実のため、大学との人事交流
を行っており、18年度末現在大学からの人事交流は２名である。

　研究所の重点分野、今後の研究ニーズ等を勘案し、研究所が必要とする優秀な人材を計画的に採用す
るため、16年度から研究所自ら国家公務員Ⅰ種試験合格者の面接を行っており、18年度においては、研
究職員３名を採用した。
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　研究所の職員の資質を向上するため、研修計画を策定し、研究所自ら英会話研修、研究資質向上研修、
管理者研修及び若手研究発表会等を実施し、積極的に受講させるとともに、行政ニーズに的確に対応し
た研究活動実現のため、国土交通省等が実施する外部の研修についても職員を参加させた。
　また、資質向上の一環として、学位の取得を重視している。職員の自発的な取組のほか、系統的・継
続的な研究課題の設定、査読付き論文の積極的な投稿に向けた指導等により、研究所としても学位取得
を支援している。
　なお、若手研究員の研究意欲と資質向上のため、14年度に「大学院（社会人）博士後期課程進学助成
規程」を制定し、一部若手研究員の学位取得の助成を実施している（18年度は２名が学位を取得、１名
が就学中）。

　特定分野における調査研究業務を効率的かつ効果的に推進するため、18年度に新たに専門研究員13名
を雇用した（２.（３）②参照）。
　なお、研究の質的な向上を図るには、より高度な専門性を有する人材を確保することが不可欠である
ことから、フレックスタイム制の導入、借上宿舎制度の新設、日額単価の改定・新たな設定、国際公募
での面接に海外から渡航する際の費用を土木研究所が補助する制度を設ける等、専門研究員の待遇等の
改善を行った。
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　前中期目標期間の最終年度（17年度）の予算を基準として１％相当を削減するとともに、国家公務員
の給与構造改革を踏まえた役職員の給与体系の見直しを行った。

中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　18年度は任期付研究員を新たに７名採用し、年度末で13名在籍している。また、大学との人事交
流による職員は18年度末で２名在籍しているなど、高度な研究業務の推進のため必要な人材の確保
を行った。これらの者を各研究部門に適正に配置することにより業務運営の効率化を実施した。ま
た、国土交通省等との人事交流についても計画的に実施した。
　人件費についても、人員管理の効率化等に努め、中期計画に定めた18年度の削減目標を達成した。
　次年度以降においても引き続き取り組みを実施することで、中期目標を達成できると考えている。
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242
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－４　『別表－２　18年度に実施する戦略研究』
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参考資料－４　『別表－２　18年度に実施する戦略研究』
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参考資料－５『別表－３　18年度に実施する一般・萌芽的研究課題』

１.「先端技術、施工技術、構造物マネジメント技術分野に関する研究」

２.「材料地盤技術分野に関する研究」

３.「耐震分野に関する研究」

４.「水環境分野に関する研究」

５.「水工分野に関する研究」
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参考資料－５『別表－３　18年度に実施する一般・萌芽的研究課題』

６.「土砂管理分野に関する研究」

７.「道路技術分野に関する研究」

８.「構造物分野に関する研究」

９.「積雪寒冷地の基礎的土木技術分野に関する研究」
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参考資料－５『別表－３　18年度に実施する一般・萌芽的研究課題』

10.「寒冷地の水圏環境工学分野に関する研究」

11.「積雪寒冷地の道路分野に関する研究」

12.「寒冷地の農業基盤分野に関する研究」

13.「水災害・リスクマネジメント分野に関する研究」
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

　18年度は、７つの個別課題のうち、４つの個
別課題に取り組んだ。
（１） 海外における洪水被害軽減体制の強化支援

に関する事例研究
　18年度は、フィリピンとスリランカについて
文献調査に基づいた水災害に関する要因分析を
行った。さらに、ハティア島（バングラデシュ）
を事例として、防災カルテを提案した上で、被
害要因の仮説を設定し、現地調査によって仮説
の検証を行った。

（２） 発展途上国向け洪水ハザードマップに関す
る研究

　18年度は、発展途上国における洪水ハザード
マップの作成・普及状況の調査を行った。その
結果、日本で行われてきたトップダウンによる
マップの作成・普及方式のほかに、住民との話
し合いを通して、地域に適した洪水ハザードマッ
プを作成していく方法も有効であることを明ら
かにした。

（３） 人工衛星情報等を活用した洪水予警報のた
めの基盤システム開発に関する研究

　18年度は、人工衛星による雨量観測データを
地上雨量データと比較してその精度を検証した。
また、途上国の現地技術者が、人工衛星雨量を
分布型流出モデルに入力して流量計算を行うた
めのシステム開発を行った。

（４） 河川を遡上 する津波の水理学特性の解明と
　　  その被害軽減に関する研究
　18年度は、不等流場を遡上する波状段波の水
理実験を行い、波頭部の水位上昇率が２倍程度
となることを明らかにした。さらに、実用的な
１次元数値解析法を示した。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 河川堤防の弱点箇所抽出・強化技術に関す
る研究

　河川堤防の詳細調査結果と概略点検結果の関
係の評価を行い、安定度評価における堤防のモ
デル化や照査基準等の課題を示した。また、基
礎地盤内に透水層が存在する場合の三次元浸透
流解析を行い、透水層内の流速ベクトルは最短
浸透経路となる堤防横断方向ではなく、透水層
の方向にほぼ平行している（図－２.１）などの
結果が得られ、縦断方向の構造が堤体内水位な
どに影響を及ぼすことがわかった。

（２） 統合物理探査による河川堤防の内部構造探
査技術の開発

　堤体および基礎地盤内の弱点箇所を経済的か
つ高確度で把握する現地探査技術を開発するこ
とを目標とし、現地実験の結果、牽引型比抵抗
探査法と土木研究所が開発したランドストリー
マーを活用した高精度表面波探査法が現地作業
性および異常部の検出能力に優れていることが
わかり、この２法を組み合わせた「統合物理探
査技術を用いた河川堤防内部構造探査マニュア
ル」の素案を作成した。また、平成18年夏に被
害が発生した堤防での適用結果から、漏水被害
発生位置が比抵抗値とS波速度値を指標とするこ
とで識別可能であることがわかった（図－２.２）。

（３）耐侵食機能向上技術の開発
　過去の被災事例分析により、破堤の主たる原
因を定性的に確認した（図－２.３）。また、堤体
材料の締固度等が耐侵食機能に及ぼす影響を実
験的に明らかにするとともに、シート工法にお
ける揚圧力の影響や、ドレーン工法、短繊維混
合補強土工法等の耐侵食性に関するいくつかの
知見を得た。



３．大地震に備えるための道路・河川施設の耐震技術
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 山岳盛土の耐震診断・耐震補強技術の開発
　18年度は山岳部道路の中で地震時に弱点箇所
となりやすい沢埋め道路盛土の崩壊メカニズム
の解明、および耐震補強工法の効果を把握する
ことを目的に動的遠心模型実験を行った。その
結果、盛土の締固め度が低く、盛土のり尻の浸
透水位が高いほど、大規模な崩壊が生じやすい
ことを確認した。耐震補強工法の効果について
は、盛土底面に排水層を設けることにより盛土
のり尻の浸透水位を低下させることで、大規模
な盛土の崩壊を防げる可能性があることを確認
した。

（２） 既設ダムの耐震診断・補修・補強技術の
開発

　18年度は、大規模地震により引張亀裂が発
生した重力式コンクリートダム堤体の強度の回
復・増強を目的とした補修工法として、断面増
厚工（腹付け工）とアンカー工を取り上げ、分
布型クラックモデルを用いた非線形解析を行い、
引張亀裂の発生、応答加速度・速度、応力分布
などの観点からその補修効果及び課題を明らか
にした。また、コンクリートダム堤体内にアン
カー体を定着することを想定し、実ダムから採
取したコンクリートコアを用いてアンカー体引
抜き試験を実施し、コンクリートとアンカー体
の周面摩擦抵抗を評価した。



４．豪雨・地震による土砂災害に対する危険度予測と被害軽減技術の開発
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 豪雨による土砂災害危険度の予測手法の開発
　地形・地質・隆起量等の高精度空間情報の中
から、深層崩壊の発生した地域に共通した要因
を抽出し、その影響度を評価した。その結果を
踏まえた土砂災害危険度評価モデルのたたき台
を作成した。
　また、花崗岩、中古生代堆積岩、新第三紀堆
積岩およびグリーンタフ地域においてフラジリ
ティー曲線を作成し、斜面崩壊確率変化予測図
を作成した（図－４.１）。さらに、道路斜面の危
険箇所を総覧するための「道路防災マップ作成
要領（案）」を公開し、本手法の一部を現在実施
中の道路防災点検の要領へ反映させた。

（２） 地震に対する土砂災害危険度の予測手法の
開発

　ボーリングコアによる地すべり挙動および
内部地質の把握、地震前後の数値標高モデル
（DEM）による芋川流域の全既存地すべりの地
形解析により、再滑動地すべりの地形・地質要
因を抽出し、既存地すべり土塊の一部が滑動し
たことを確認した（図－４.２）。また、芋川流域
において、地震後の土砂生産状況を調査し、地
震の影響を受けた流域における土砂生産量の経
年変化を把握した。

（３）土砂災害時の被害軽減技術の開発
　河道閉塞発生時の調査・監視手法を整理し、
監視・観測システムの構造モデルを作成した。
また、地すべりの遠隔監視手法について、計測
点群の設置実験を行い、計測対象斜面までの距
離、勾配に応じた計測点群の設置手法の提案を
行った（図－４.３）。



５．寒冷地臨海部の高度利用に関する研究
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１）寒冷地臨海施設の利用環境改善に関する研究
　低温室と野外低温環境下において被験者実験
を行い、人体の温冷感覚や温熱的快適感に関す
るデータ取得を行い、冬期の作業環境改善効果
をより的確に評価できる温熱指標の適用性を評
価した。また、温熱環境が作業能力へ及ぼす影
響に関する基礎的な実験を試み、作業能力と温
熱環境に関する定式化に向けての基本的な検討
を行った（図－５.１）。その結果、作業環境と作
業効率の関係は、作業継続時間と温熱指標とを
考慮することにより説明できる可能性があるこ
とを把握した。

（２） 海氷の出現特性と構造物等への作用に関す
る研究

　海氷と構造物との力学的相互作用に関する研
究の一環として、流氷制御施設（アイスブーム）
と流氷群との干渉に関する実験と検討を行った
（図－５.２）。氷盤群の集積状況や、種々の環境・
境界条件などが、アイスブームに作用する氷力
へ及ぼす影響などを明らかにした。

（３） 寒冷地港内水域の水産生物生息場機能向上
と水環境保全技術の開発

　港湾漁港水域を環境諸条件ごとに分類し、防
波堤への藻場機能付加や蓄養水面の汚染対策等
に関する観測を行い、適切な整備・管理手法の
確立に向けた検討を行った。抜海漁港では、蓄
養水面の底質悪化要因として、陸域由来の枯葉
等が開口部から大量に流入していることを分析
結果から示した。改善策として、流れ藻トラッ
プを用いて蓄養水面に流入する流れ藻等を捕捉
し、その効果を検証した（図－５.３）。

ペグボード試験



６．大規模岩盤斜面崩壊等に対応する道路防災水準に関する研究
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１）道路斜面の評価・点検手法の提案
　北海道では、平成８年の豊浜トンネル崩落以
後、道路斜面の調査・対策が進んだ。しかし、
その後も崩壊は発生し（図－６.１）、質の高い斜
面の調査・評価等の防災システムの構築が急務
である。18年度は事例分析を進め、北海道にお
ける道路防災点検箇所のスクリーニング方法を
検討、提案した（図－６.２）。
　これは、管理対象道路の防災レベルを概括的
に把握して「点検対象区間」を選定するという
第１段階と、選定された点検対象区間について
災害要因を抽出し、「安定度調査箇所」を選定す
る第２段階からなる。このとき「地域特性把握図」
や「道路防災基本図」を作成して情報の整理・
把握に供する。この成果は北海道開発局に提案
し、新たな道路防災点検に生かされている。

（２）道路防災工の開発
　一方、道路斜面においては大規模な崩壊のみ
ならず、落石規模の小崩壊が頻発している。本
研究では、落石に対する道路防災工の合理的か
つ経済的な設計手法の開発を目指して、18年度
は、RC製アーチ構造形式の耐衝撃特性把握を目
的に、小型RCアーチ模型を用いた重錘落下衝撃
実験を実施した（写真－６.１）。
　その結果、幅の小さい試験体では衝突エネル
ギーの増加に伴い曲げ破壊が卓越し、幅の広い
試験体では押し抜きせん断破壊に至り、アーチ
効果が小さいことが明らかになった。
　さらに、基礎杭を擁壁内まで立ち上げた杭付
落石防護擁壁を提案し（図－６.３）、二層緩衝構
造併用時の耐衝撃挙動を把握すべく、重錘衝突
実験を行った。その結果、この擁壁は落石エネ
ルギー吸収性能に優れていることが明らかとな
り、実際の現場に適用した。



７．冬期道路の安全性・効率性向上に関する研究
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

　冬期道路の安全性・効率性向上に資するため
以下の研究課題に取り組んだ。

（１）冬期道路管理に関する研究
　路面凍結予測手法構築のため、気象観測と路
面温度観測を行い、路面温度と路面状態の推定
モデルを構築した。「冬期路面管理支援システム」
を試験運用して予測情報を道路管理者に提供し
た。また、連続的すべり抵抗測定技術に関する
試験、精糖時の発生残渣から製造したすべり止
め材等の散布効果に関する試験等を行った。

（２）寒地交通事故対策に関する研究
　科学的な事故分析を行うため、交通事故分析
システムに、交通事故と道路構造、気象状況等
との関係を分析する機能等を追加した。また、
地域特性に合致した交通事故対策技術の開発の
一つとして、白線破線区間（追越し可）用のラ
ンブルストリップスの規格を検討した。

（３）防雪対策施設の性能評価に関する研究
　吹雪対策施設効果調査における視程計測方法
に関する文献調査を実施し、吹きだまり形状に
よる影響など防雪施設の評価に必要な調査項目
と課題を抽出した。これらの結果に基づき、石
狩吹雪実験場で防雪柵を設置し、吹雪等の観測
を開始した。

（４）吹雪視程障害に関する研究
　道路上の視程計測に関する実態把握と、視程
計測上の課題整理を行った。過年度測定データ
解析により視程の時間変動等の特性を把握する
とともに、吹雪視程の計測、評価に向けた課題
を整理した。

 



８．生活における環境リスクを軽減するための技術の開発
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 医薬品・病原微生物等の測定手法の開発お
よび存在実態・挙動の解明

　塩素消毒により99.9％不活化するために必要な
Ct値（消毒強度）は、０剤耐性大腸菌を基準と
すると、６剤耐性大腸菌では、1.1 ～ 1.4倍必要
であることがわかった（図－８.１）。

（２）水質リスク評価手法および対策技術の開発
　医薬品などの水生生態系への影響評価を行う
ためのバイオアッセイ手法の開発では、図－８.２
のように藻類を対象とした場合、医薬品によっ
ては0.01mg/L程度で阻害率が大きくなることを
明らかにした。

（３）地盤汚染分析法および評価法の開発
　土壌汚染に関して鉛と砒素を対象とした簡易
分析法として、土壌と蒸留水の固液比を１：４
とし、手振りによって鉛、砒素を溶出させ、そ
の後、検知管にて砒素濃度を測定する方法を提
案した（図－８.３）。
　自然的原因による重金属汚染の溶出ポテン
シャルの高い地質環境の分布・特徴の解明では、
完新統の海成堆積物からの鉛の溶出量は、堆積
物中の鉛の存在形態と関係があることがわかっ
た。
　重金属汚染の自然的原因を内包している岩石
からの重金属溶出ポテンシャルの簡易判定法と
して、粒径０～ 40mmの試料で行う試験法を提
案した。図－８.４のように提案した０～ 40mm
の46号試験による砒素の溶出量は、長期溶出試
験の溶出量よりも１試料を除いて多く、重金属
汚染のふるい分けに用いる試験としては適切で
ある。

 

 

 



９．効率的な道路基盤整備のための設計法の高度化に関する研究
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

　効率的な道路基盤整備に資するため、本重点
プロジェクト研究では、道路橋の信頼性に基づ
く合理的な設計法を導入するための部分係数設
計法の開発を行う。また、舗装の性能規定化に
対応するための理論設計法と、評価法が未整備
である性能指標（疲労破壊輪数、すべり抵抗値、
騒音値、舗装用バインダ・表層用混合物の供用
性等）の評価法の開発を行う。18年度に得られ
た主な成果は以下のとおりである。

（１）道路橋の部分係数設計法
　鋼桁橋・コンクリート桁橋上部構造の設計、
杭基礎・直接基礎の設計、および鉄筋コンクリー
ト橋脚の橋の耐震設計に関して、照査式の部分
係数書式への変換、現橋の信頼性レベルの把握、
部分係数値の試算等を行った（図－９.１）。

（２）舗装の理論設計法
　舗装構造の理論設計を行うための入力条件で
ある材料の物理定数のばらつき等の影響につい
て把握し、設計に用いる弾性係数を精度良く設
定するためのレジリエントモデュラス試験の標
準法を提案した。

（３）舗装の性能評価法
　舗装の疲労破壊輪数を評価する重錘落下式た
わみ測定装置（FWD）の検定施設を新たに設置
し（写真－９.１）、その機能を確認するとともに、
簡便なすべり抵抗測定手法を開発するため、DF
テスタ（ダイナミック・フリクション・テスタ）
とすべり抵抗測定車による測定値の関係を求め
た。また、ポリマー改質アスファルトの性能評
価法の現状と課題を整理し、耐流動性（高温性状）
および耐低温ひび割れ性（低温性状）の評価に
適用できる可能性のある試験方法を提示した。



10．道路構造物の維持管理技術の高度化に関する研究
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 塩害を受けるコンクリート構造物の脱塩に
よる補修方法の開発

　コンクリートの塩害に対する補修方法として
電気化学的脱塩（図－10.１）に着目し、通電中
のコンクリート内部の電流密度について、円柱
供試体を用いた実験結果と解析結果とを比較し
た。その結果、解析によって塩化物イオンを除
去できる範囲を明らかにできること、脱塩後に
残留する塩化物イオン量を予測できる可能性が
あること等を明らかにした。

（２）既設鋼床版の疲労耐久性向上技術の開発
　既設鋼床版に発生する疲労亀裂について、そ
の発生原因を検討するとともに、鋼部材を用い
る補強工法（図－10.２）および剛性の高い舗装
を用いる補強工法を開発し、その効果を確認す
るための実験を行った。その結果、亀裂発生メ
カニズムを把握するとともに、提案する補強工
法の補強効果を確認した（図－10.３）。

（３）既設トンネルの変状対策工の選定手法の開発
　トンネル覆工の対策工について、覆工コンク
リートに発生したひび割れの特徴を変状発生原
因別に抽出するとともに、鋼板接着工の効果を
確認するため実大規模の載荷実験を行った（図
－10.４）。その結果、損傷した覆工コンクリート
を鋼板で補強する場合、コンクリートと鋼板を
確実に接着すれば、無垢の覆工コンクリートと
比較して変形が抑制され、耐荷力も向上するこ
と等を明らかにした。
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-
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-
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-
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-



11．土木施設の寒地耐久性に関する研究

259

参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１）泥炭性軟弱地盤対策工の検討
　泥炭性軟弱地盤対策工について、現場沈下の
実態調査から供用後の残留沈下（写真－11.１）
がライフサイクルコストに大きな影響を与える
ことが明らかとなった。さらに、中層混合処理
工法および敷き金網併用プラスチックドレーン
工法の泥炭性軟弱地盤に対する改良効果の評価
を行った。

（２）寒さに強いコンクリートの開発
　コンクリートの凍害、塩害複合劣化の進行に及
ぼす重要な外部環境因子を絞り込むことができた。
　凍害・塩害複合劣化に強いコンクリートを目
指し、改良セメントの開発の促進や表面含浸材
の効果を検証した。コンクリート構造物の補修
補強工法として短繊維混入吹付けコンクリー
トと連続繊維を用いた工法の検討を進め（図－
11.１）、使用可能性を確認した。

（３）寒冷地における構造物の耐荷力向上
　橋梁床版に積雪寒冷地特有の劣化作用が加わ
ることによる耐久性変化について検討した。北
海道内で実際に使用された床版の輪荷重走行試
験（写真－11.２）により、床版の劣化プロセス
及び疲労耐久性を整理し、さらに、積雪寒冷地
RC床版の損傷度に応じた余寿命予測式の素案を
提案した。

（４）寒冷地舗装の劣化対策
　寒冷地舗装について、大粒径混合物の適用可
能性を確認した（図－11.２）。コンクリート版の
上にアスファルト層を舗設するコンポジット舗
装構造について、評価・検討を進めた。寒冷地
舗装の設計法に関して、ダンプトラックとFWD
試験機の載荷によるアスファルト混合物層下面
のひずみを測定し、理論的設計法による解析値
と近似する結果を得た。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 他産業リサイクル材料利用のための評価手
法の提案

　他産業リサイクル材料に係わる最新の利用状
況の把握では、利用実績の少ない貝殻に着目し
て、貝殻を骨材としたセメントモルタルの基礎
性状を室内実験によって明らかにした。

（２）舗装分野のリサイクル技術の開発
　溶融スラグを舗装へ適用した場合のCO2発生量
等の把握では、非鉄金属スラグを舗装へ適用し
た場合の資源（エネルギー等）消費量および環
境負荷物質（CO2等）発生量を試算・把握した。
その結果、輸送の環境負荷に占める割合が大き
く、輸送距離が短ければ、比較的環境負荷が小
さいことが分かった（図－12.１）。
　直轄国道における再生排水性舗装の追跡調査
結果からは、現時点においては排水性舗装発生
材再生舗装の耐久性には問題はみられなかった
（図－12.２）。
　舗装発生材の品質評価方法の検討および再生
用添加剤の品質評価方法の検討を行った結果、
発生材の品質評価ではアスファルトモルタルに
よる評価方法の可能性を見いだした（図－12.３）。

（３） 公共事業由来バイオマスの資源化技術の開発
　高含水バイオマスの熱化学的エネルギー直接
変換技術に関しては、長万部下水道終末処理場
内に図－12.４のようなパイロットプラントを建
設し、試運転を行ったところ、システムの自立
運転が達成され、実用化の可能性が高いことが
示された。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１）新しい水生生物調査手法の開発
　アユを対象に野生動物自動追跡システムを適
用することを目標に、①アユ用小型軽量電波発
信機の開発、②アユへの影響の少ない装着方法
の検討、③電波発信機装着がアユの遊泳行動能
力へ与える影響評価の実験を行った（図－13.２）。
また、河川急流部及び河床深部における生物調
査のため、重機を用いた調査手法を検討し実施
した。

（２）河川地形の生態的機能の解明
　流量制御下のダム下流区間を対象とした現地
調査及び実験河川での実験により、流量と河床
付着物の状態、底生動物、魚類の摂食圧に関す
る基礎データを取得した（図－13.３）。また、実
験河川に異なるサイズの礫を敷設して実験を行
い、成立した魚類群集構造の類型化を行った。

（３） 流域における物質動態特性の解明と流出モ
デルの開発

　土木研究所が開発してきた総合的な水循環解
析モデル（WEPモデル）を基盤に、窒素および
リンのモデル化、コーディング等を行った。また、
調査河川で栄養塩類、必須元素等の実態調査を
実施した。

（４） 湖沼の植物群落再生による環境改善手法の
開発

　霞ヶ浦における水生植物群落の分布変遷をも
とに、水生植物の有無が底泥の巻上がり量に及
ぼす影響等について検討した。その結果、水生
植物が巻上がり量の減少に著しく寄与すること
が分かった（図－13.４）。
　その他、水生生物等の安定同位体分析により
河川生態系を支える物質由来の検討等の調査を
実施した。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 台形CSGダムの材料特性と設計方法に関
する研究

　台形CSGダムの構造的安定性を評価する際に
必要なCSGの配合設計法と品質管理法を提案す
るために、CSG供試体に対して、４種類の載荷
パターンによる繰返し載荷試験を実施し、繰返
し載荷時の強度・変形特性には微粒分の影響が
大きいことを明らかにした。また、CSGの粒度、
単位水量、強度の関係に着目して現場施工デー
タの分析を行い、重点監視が必要な粒度と単位
水量の組み合わせを明らかにした。

（２） ダム基礎等における弱層の強度評価手法の
開発

　既存資料の調査から強度評価手法に基づく弱
層の分類方法を提案したほか、せん断強度に大
きく影響する弱層の表面形状を精度良く計測す
る手法（レーザー変位計測定、型取りゲージに
よる測定）の試行を行い、その有効性を確認し
た上で現地適用にあたっての問題点を示した。

（３） 貯水池下流供給土砂の高精度制御に関する
調査

　エアーバルブを用いた排砂施設について模型
実験を行い、吸引口を順次下方へ切り替えるこ
とで、砂質土を排出できることを確認した。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 蛇行復元等による多様性に富んだ河川環境
の創出と維持の手法開発

　図－15.１にあるように直線化された現河道と
蛇行していた旧河道である三日月湖の接続につ
いて、旧河道が現河道よりも河床勾配が緩やか
であるため、土砂による蛇行河道の埋没防止の
ための堰の必要性について水理実験を行い、河
道維持のため堰が必要であるとの結論を得た。

（２） 冷水性魚類の自然再生産に良好な河道設計
技術の開発

　図－15.２のようにサクラマスの産卵床はその
約８割が淵尻や淵脇にあることがわかった。ま
た、その他は大雨による増水時でも流心から離
れる位置にある水際の緩流部に産卵することが
わかった。

（３） 結氷時の塩水遡上の現象解明と流量観測手
法の開発

　結氷時、非結氷時に現地観測を行い、感潮域
の非結氷時で成立する流量推定式の係数を変化
させることで結氷時においても成立することが
判明した（図－15.３）。

（４） 大規模農地から河川への環境負荷流出抑制
技術の開発

　農地からの流出水が排水路沿いの緩衝帯を通
過する場合、図－15.４のように緩衝帯地下水の
硝酸イオン（NO3－）濃度は移動距離の増ととも
に低下する傾向にあり、おおむね25m地点まで
に一定値に収束することがわかった。NO3－濃度
低下の主要因として希釈によるものと生物浄化
によるものが考えられるが、同時に測定した塩
素イオン濃度の変化割合より、降雨時や大雨直
後を除けば、おおよそ生物浄化によるものであ
ることがわかった。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

　バイオマスの肥料化・エネルギー化技術の開
発と効率的搬送手法の解明、バイオマス起源生
成物の地域有効利用技術の開発の２個別課題に
着手した。

（１）共発酵処理後の消化液の安全性
　家畜ふん尿以外のし尿処理汚泥、合併浄化槽
汚泥、廃乳製品、乳牛工場汚泥、水産加工残滓
等の地域で発生するバイオマスを副資材として
共発酵処理し、その消化液中に含まれる重金属
成分の組成および窒素・リン酸・カリなどの肥
効成分の変化を分析すると、①消化液中の灰分
および有機物含有率が高まり、その結果、窒素
やリン酸の含有率が高くなる。肥料成分の増加
により効率的な消化液へと改質する。②重金属
のうち銅および亜鉛の含有率は高くなったが、
基準値以下の小さな値であり、消化液は安全で
ある。液肥として農地へ循環利用できる利点な
ど基礎技術を実証した。

（２）バイオガスから化学基礎原料の生産
　バイオガスの触媒改質により水素や従来は石
油等から生産される化学基礎原料のべンゼンが
併産できる。その用途としての燃料や水素キャ
リアとしての利用の実験的研究を行った。水素
化実験は転化率87.2％と水素キャリアとしての高
い効率を得た。
　判明した転化特性（ベンゼンの非反応分）等
により、ガソリンへの混合燃料として利用する
場合の収支等を明らかにできた。また、実験デー
タから地域で水素・燃料電池利用する場合の技
術性、経済性等の検討ができた。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１）送配水機能評価手法の提案
　水田用水需要の昼夜変動に対処可能な既存用
水施設の送配水機能の確保が、水資源の効率利
用や営農改善のために必要である。幹線用水路
の水位・流量の日変動は、支線用水路への分水
流量を変動させ、この変動が過大な場合、支線
潅漑区域内で局所的水不足や水路からの溢水が
生じる。これらの防止のために守られるべき支
線用水路への分水量の許容変動範囲を明らかに
した。また、この結果を用いて用水システムの
送配水機能評価手法を提案した。この手法は用
水管理改善方策の検討にも応用でき、施設整備
計画の技術判断に利用できる（図－17.１）。

（２）構造機能の診断と補修技術の開発
　水利施設を低コストで維持管理し、長期に供
用する方法の確立が必要で、そのための施設の
供用性判断技術や寒冷地に適した補修技術等の
開発が望まれる。劣化予測や補修工法の選定に
おいては、施設が曝される環境条件の把握が重
要であり、現場環境の指標（凍結融解回数指標等）
と構造物の劣化形態の把握調査を実施した。
　表面被覆補修工法はコンクリート開水路の補
修工法であるが、寒冷地での適用は未解明であ
り、３種類の素材による工法の現地検証に着手
した（写真－17.１）。また、工法の適用性評価試
験で模倣すべき条件を現地観測より整理すると
ともに、既開発の表面被覆材の付着力試験法の
改良を図り、補修工法の試験法の開発や水利施
設に作用する劣化メカニズムの精査を継続した
（図－17.２）。
　このほか、泥炭性軟弱地盤での埋設管の設計
法に関する実験と研究を実施した。
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油圧ショベルによる掘削作業の自動制御技術に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　活断層を震源とする地震被害を的確に予測す
るには、地下数kmにおける活断層周辺の地下地
質構造やS波速度構造を明らかにすることで、地
震動に対する地表地盤の強度を予め把握してお
くことが必要である。

　18年度は、神奈川県小田原市の国府津－松田
断層をモデル地域として、S波起震機を利用した
反射法地震探査を実施した。その結果、S波速度
構造は大きく二層に分けられ、断層周辺ではS波
速度が著しく低下することを明らかにした。

　土木工事は、危険・苦渋作業がいまだに多く、
作業環境を改善し、安全を確保することが喫緊
の課題となっている。そこで、危険・苦渋作業
の解消と作業の迅速化・効率化を目標として、
油圧ショベルの自動制御技術を開発する。

　油圧ショベルの掘削・積込作業を対象に、掘
削開始位置情報を基に軌跡追従型と事象駆動型
の２種類の動作計画を自動生成して油圧ショベ
ルを自動制御するシステムを試作し、模擬現場
で検証実験を実施した。その結果、両システム
とも動作計画を自動生成するシステムとして有
効であることが確認できた。
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建設機械排出ガス性能の評価に関する研究

河川ポンプ設備の信頼性と経済性を考慮したマネジメント手法に関する調査
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　後処理装置の適用を前提とした、従来よりも
厳しい特定特殊自動車排出ガスの規制値が検討
されており、後処理装置の特性及び建設機械の
使用実態を考慮した、技術的に透明公平な検査
手法が求められている。

　（１）建設機械のPM及びNOx低減後処理装置
に採用される可能性のある技術について評価の
視点から整理した。（２）後処理装置を含めたエ
ンジン耐久要件、特に試験運転時間を短縮する
劣化加速について、検討事項を整理した。（３）
使用過程車の排出ガス検査手法について、オパ
シメータの場合の検討事項を整理した。

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

　河川ポンプ設備は、今後老朽化による維持管
理費の増大が予測され、信頼性評価に基づく維
持管理手法の検討が急務となっている。また、
継続的に設備の信頼性を確保しつつ適切な維
持管理を行うためのデータベース構築が必要と
なっている。

　信頼性評価手法の検討としてFMEA（故障モー
ド影響解析）、FT図作成、維持管理用データ項
目の整理等を行った。
　今後は得られた成果を活用し、実機場の故障
データ整理、故障率の解析・算出方法の検討、
信頼性評価マニュアル作成、状態監視保全のた
めの技術検討を行う。



ずい道建設における機械掘削時の粉じん対策技術の開発
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　トンネル建設工事に伴って発生する粉じんに
起因するじん肺症等の粉じん障害は、大きな社
会問題となっている。特に機械掘削時には多量
の粉じんが発生する。本研究は、機械掘削時の
粉じん低減技術の開発を目的とする。

　18年度は、模擬岩盤コンクリートを用いた機
械掘削実験を実施した。主要な成果は下記のと
おりである。
１） 強度が大きいほど粉じん濃度が大きいことが明らかになった。
２） 送風量を1,500m3/minとすることにより、じん肺症を引き起こす原因といわれる粒径５μm以

下の粉じん量を低減する効果があることが明らかになった。
３） 散水量を増やすと粉じん量の低減効果があるが、粒度分布に変化は見られず、粒径５μm以
下の粉じん相対量を低減するには至らないことが明らかになった。

　建設発生土の発生抑制、建設コスト縮減の観
点から、改良土を従来までの新材の代替材とし
ての利用から発展させ、改良土の強度特性を土
構造物の設計の合理化に組み込むことが求めら
れている。

　18年度では、重錘落下試験、不攪乱供試体の
一軸圧縮試験法による品質管理手法の提案を行
い、従来の室内試験では把握することができな
い、混合の度合いによる施工のバラツキや、現
場と室内試験での密度の違い等による試験値の
誤差を、提案方法により、正確に評価できるこ
とを確認できた。

@



余剰有機物と都市排水の共同処理技術に関する研究

混合補強土工法、軟弱地盤対策工法の現地適合化技術の開発に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　都市で発生する余剰有機物の有効利用および
発酵廃水の効率的処理が求められているため、
下水道施設を活用してこれら余剰有機物と都市
排水とを複合処理して資源・エネルギー回収を
行う新技術の開発が必要である。

　18年度は、発酵廃水の性状について調査し、
平均的な下水処理場流入水質より高濃度の傾向
であり、特に窒素およびリン濃度が高い特徴が
見られることを把握した。また、嫌気処理を活
用した省エネルギー型下水処理の実証プラント
を下水処理場に設置して実験を開始した。

　本研究は、わが国の社会資本の更新需要に備
え、新規投資期にある東南アジア諸国の現場を
活用して、社会的要請に応えられる土工技術の
開発を行うもので、タイ、ラオス、インドネシ
アとの４カ国研究協力協定のもとで実施してい
る。

　気泡混合土工法の軟弱地盤対策としての適用
性を検討するためにタイ国バンコク市において
製作した気泡混合土工法試験盛土において追跡
調査を行い、地盤沈下低減効果等を把握すると
ともに、現地の気候、社会条件に適した設計・
施工技術の改良方法について提案を行った。



在来魚種保全のための水系の環境整備手法の開発

都市水環境における水質評価手法に関する調査
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　本研究は、在来魚集団維持のために必要な水
系内の空間配置や連結性の考え方を示し、現在
の水系の中で効果的に水域環境を保全・修復す
るための考え方や手法の提案を行うために実施
しているものである。

　今年度は、指標魚種として陸封型の中卵生カ
ジカを選定し、同一水系内に生息する集団の遺
伝情報や水系内の物理情報を用い、集団が利用
する水空間の生息環境や地域集団同士の交流状
況を評価することを試みた。その結果、AFLP解
析結果から求めたいくつかの指標により、カジ
カの繁殖環境や交流状態を、評価できる可能性
を示した。

　都市水環境においては、様々な排水が流入し
ているが、環境基準項目等の監視では水生生態
系への影響を把握することができない。したがっ
て、生態影響評価を目的とした水質評価指標の
開発が必要となっている。

　同一水域に流入する河川水について藻類増殖
試験を実施し、生長を阻害する河川水が多く存
在することを明らかにした。また、流入する排
水の種類が異なる河川における底生動物や付着
藻類の調査により、排水の種類により生息種や
数が影響を受けることを明らかにした。



低拘束圧条件下におけるロック材料強度に関する研究

火山灰の浸透能低下と堆積厚が土砂流出に与える影響に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　現行のロック材料の設計強度は、低拘束圧条
件下においてかなり安全側の設定となっている。
そこで、拘束圧依存性を考慮したロック材料の
強度を適切に評価することにより、ロックフィ
ルダムの堤体設計の合理化を図る必要がある。

　表層すべり試験で得られた内部摩擦角φiは三
軸圧縮試験の拘束圧σ3≒50kPaでの内部摩擦角
φ０と同等以上の値であることを確認し、三軸圧
縮試験の精度確保が困難なσ3≦50kPaの領域に
ついてはσ3＝50kPa時のφ０を与えるという強度
設定方法が考えられる。

　噴火後の火山において火山灰の浸透能や堆積
深が土砂流出の発生に大きく影響する事が言わ
れているが、それらについての定量的な評価手
法は確立されておらず、火山砂防対策を講じる
に当たってそれらを把握することは非常に重要
である。

　18年度は、火山灰の浸透特性について、各機
関で検討されている資料を横断的に収集し、浸
透特性と火山灰の物理特性や化学特性等各要因
の分析を行い、浸透能形成に影響する因子を抽
出した。また、ムラピ火山において火山灰の浸
透特性を計測するために現地浸透実験を行った。

 



豪雪時における雪崩危険度判定手法に関する研究

トンネルの換気設備の設計法に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　平成18年豪雪等に伴い雪崩災害及び集落孤立
が多発し、深刻な課題が顕在化した。このため
活用可能な手段を駆使し、直ちに対処できる手
法の開発に取り組んだ。

　近年の雪崩災害の特性を事例分析及び現地観
測等で明らかにした。また雪崩斜面の形状及び
積雪分布等の航空レーザー（LP）計測数値デー
タを用いた雪崩の発生条件・動態の解析（図－
１）と、リアルタイム気象情報の活用による雪
崩危険度判定を試みた。さらに、雪崩危険箇所
点検・応急対策マニュアル作成のための事例調
査や、低温下の多量降雪後の積雪調査を行った。
　その結果、LP計測の有効性と低温下の積雪の
特性が分かった（図－２）。

　道路トンネルの換気設備の合理的な設計を行
うためには、近年の自動車排出ガス規制の効果
を反映させた排出量および速度勾配補正係数の
設定が必要である。

　新短期・新長期の排出ガス規制適合車を用い
た台上試験を行った。その結果、新短期および
新長期の排気ガス規制の適合車の煤煙の排出量
は非常に小さく、速度勾配による影響の評価方
法としては、車両によっては従来のような速度
勾配補正係数を設定せずに、基本となる１台あ
たりの煤煙排出量に速度および勾配の変化にと
もなう排出量の増加分を加味した設定をするな
どにより評価した方が合理的なものになる可能
性が考えられた。



大深度地下トンネルの構造設計法に関する研究

山岳トンネルの耐震対策技術に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　現在のシールドトンネルの覆工設計法は、主
に軟質地山を対象にした施工実績等から得られ
た知見を基に作成されており、大深度下の良質
地盤を対する設計法となっていない。このため、
大深度地下トンネルの設計荷重や諸定数などの
設定方法、設計法の確立が必要である。

　洪積の砂質土および粘性土（土丹）における
シールドトンネルの現場計測結果の分析により、
土被りが大きく良好な地盤に建設されるトンネ
ルには水圧として静水圧が作用すること、トン
ネルの天端に作用する土圧は緩み土圧よりも小
さく、特に洪積粘性土中のトンネルに作用する
土圧は非常に小さいことが分かった。

　地震に強いとされてきた山岳トンネルにおい
て近年の地震で覆工崩落等の被害が発生した。
地震対策を合理的に実施するには，被害発生メ
カニズムを解明し対策を要するトンネル条件と
効果的な対策を確立する必要がある。

　既往の地震被害を分析し、被害は表に示す箇
所に集中していることを確認した。また、著し
く強度が異なる地層境界部に建設され、大きな
被害が発生したトンネルを対象として数値解析
による再現を試みた結果、覆工に大きな応力が
生じ、実トンネルで発生したものと同様の変状
が発生する可能性があることが分かった。

(a) A
140

(b)B
120

  

  
  

 
  

  



鋼床版の疲労設計法に関する研究

鋼橋溶接内部欠陥の検査法に関する調査
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　鋼床版については現在、疲労設計指針に基づ
き疲労設計が行われているが、現行構造と類似
の構造詳細において疲労損傷が報告され始めて
おり、現行設計の妥当性及び耐久性向上策を検
討する必要がある。

　鋼床版のデッキプレートとUリブの溶接線の
疲労耐久性を向上させる方法として、従来より
も厚いデッキプレートを用いることを想定し、
FEM解析を実施するとともに（図－１）、実大鋼
床版試験体を製作して輪荷重走行試験を実施し
た（図－２）。その結果、着目溶接部近傍で応力
低減効果が確認できた。

　鋼橋溶接部の非破壊検査法として、超音波探
傷法（UT）が用いられているが、より一層の品
質管理の向上の観点から、機器や検査技術者の
技量の影響を極力抑えた客観性、信頼性の高い
探傷技術が求められている。

　既設橋脚隅角部の未溶着の状況の調査を対象
として、汎用型のMUTについて、既設橋脚を模
した試験体の実橋脚隅角部に対する探傷試験を
行い、溶接部の欠陥や未溶着に対する検出性能
の評価を行った。その結果、斜角探傷において、
未溶着高さの誤差の平均値はほぼ０mm、標準偏
差は２mm程度であり、概ね、精度良く検出でき
ていることが確認された。
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鋼橋桁端部の腐食に対する補強法に関する研究

コスト縮減に資する道路橋下部構造の合理化に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　鋼橋の桁端部は局部的に著しい腐食が発生し
やすく、橋の安全性に影響を与えることが懸念
される。本研究では、著しく腐食した鋼部材の
補強法及び補修・補強の選定方法について検討
する。

　腐食が著しい鋼部材への当て板補強を想定し
て、高力ボルト継手の接合面に厚いエポキシ樹
脂を塗布した場合の、樹脂厚がボルト軸力やす
べり耐力に及ぼす影響について実験的検討を
行った。その結果、樹脂厚が大きいほどボルト
軸力が著しく低下したが、樹脂厚約５mmであっ
ても樹脂無しの高力ボルト摩擦接合継手に比べ
て高いすべり耐力が得られることがわかった。

　本研究は、道路橋下部構造のコスト縮減が期
待できる合理化構造の普及促進を図るために、
斜杭基礎および橋台部ジョイントレス構造の設
計法、杭とフーチングの縁端距離の縮小化につ
いて検討するものである。

　斜杭基礎について、組杭模型試験結果を分析
することにより大規模地震時における許容塑性
率の提案を行った。橋台部ジョイントレス構造
については、米国の現地調査等を実施し，設計
の基本的な考え方や設計法確立に向けた課題を
整理した。また、フーチングと杭の縁端距離に
ついては、場所打ち杭を対象にした模型載荷実
験を実施し、その縮小化の可能性があることを
確認した。



損傷を受けた基礎の対策工に関する研究

新しいセンサ技術を活用した流量観測データの信頼性向上に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　本研究は、軟弱地盤上の橋台における代表的
な損傷形態の一つである側方移動に対する対策
工ガイドラインの整備、および近年顕在化して
いるアルカリ骨材反応により損傷を受けたフー
チングの健全度評価手法について検討するもの
である。

　橋台側方移動については、事例調査を実施し、
設計・施工時および対策工に関する現状の課題
を整理した。また、フーチングのアルカリ骨材
反応については、損傷メカニズム（発生環境、
損傷過程）を把握することを目的に、環境条件（土
中、水中、気中/水中）の異なる３体のフーチン
グ供試体を対象に暴露試験を開始した。

　既存の水管理施設を最大限に有効利用する上
で流量観測データの精度確保と効率化の両立に
よる信頼性の向上は不可欠である。新しいセンサ
技術やシステム化技術を活用して、水文観測業務
における省人化・コスト縮減と精度確保・信頼
性向上に資するため、本研究を行うものである。

　ADCP・水圧式水深流速計データの実測デー
タを収集するとともに、流量把握のために重要
な流速分布式について複数の式での適合性の比
較を行った。その結果、水理状況により適合す
る流速分布式が異なる傾向が見られた。これは、
水理状況に応じて適切な流速分布式を適用する
ことにより、観測精度の向上が図られる可能性
を示唆するものであり、今後さらに広範なデー
タを収集し検証する必要がある。

 

 



レーダ雨量計情報を活用した洪水危険度評価技術に関する研究

世界水アセスメントに関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　レーダ雨量計データを用いての洪水危険度評
価技術を確立することで、地上水文観測網が十
分でない中小河川流域での危機管理支援のため
の技術を開発することを目的とする。

　レーダ雨量データを用いて、近年の主要豪雨
のDD解析及びDA解析を行った。その中で特に
被害の大きかった天竜川流域における平成18年
７月降雨では、諏訪湖周辺に相対的にDD式切片
値の最大値や最大DA位置が現れており、最大
DA位置と被害発生との関連性が推測された。今
後、DAD解析結果と被害発生とを関連付けるに
は、レーダ雨量の精査や河川整備水準・被害発
生状況の情報収集方法等の検討が必要である。

　世界の多くの地域の洪水リスク現況をモニ
ターし、水関連災害削減政策の有効性と進展度
を指標を適用して評価することが国連の水関連
プログラムから求められている。

　本目的に適合する洪水リスク評価手法を特定
し、洪水リスク評価に必要な世界で入手可能な
国際災害データベースを収集・処理し、洪水リ
スク評価に必要とされる基礎データ例として国
別の洪水と暴風雨による死者数及び平均年間損
害額等の世界地図を試作した。



１.「先端技術、施工技術、構造物マネジメント技術分野に関する研究」
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参考資料－８　18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要

１－①　 CFDを活用した排水機場の性能評価手法に関する研究

　CFDによる渦発生判定と模型実験とを比較し
て渦発生限界予測手法を検証し、これに基づき
CFDによるポンプ吸込水槽の性能評価手法をま
とめ、手順書を作成した。縮小模型実験を最終
確認のみとすることができ、コスト縮減、期間
短縮や既設排水機場改修設計、内水排除計画見
直し等に生かされることが期待される。

１－②　複合的地盤改良技術に関する研究

　芯材を挿入した地盤改良杭の水平載荷試験を
遠心模型実験により実施し、芯材を挿入した地
盤改良杭の剛性は地盤反力の影響が最も強く、
改良強度や芯材の挿入長の影響については小さ
いこと。芯材のひずみより逆算した地盤改良杭
の水平耐力は約100 ～ 200kN程度であり、破断荷
重と比較して充分な安全率を確保していること
を確認することができた。

１－③　実構造物の鉄筋腐食度調査手法の開発

　既設コンクリート構造物と模擬供試体の測定
を通じて、自然電位の測定値は気象条件やマク
ロセル腐食の影響を受けて変動するものの、構
造物全体の自然電位の分布傾向から塩化物イオ
ン濃度の高い箇所や局所的な鉄筋腐食を検出で
きることを確認した。この結果をもとに「塩害
環境下にあるコンクリート橋の自然電位測定方
法（案）」を提案した。



２.「材料地盤技術分野に関する研究」
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参考資料－８　18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要

２－①　 複合材料に適用する接合構造の長期耐久性に関する研究

　ボルト/接着併用接合の静的強度特性、FRPと
鋼材とのボルト/接着併用接合におけるボルト軸
力の効果を調査した。①FRP同士およびFRPと鋼
材とのボルト/接着併用接合の静的強度を比較し
た結果、FRP同士の接合部は材料破壊を生じる
ため、強度も大きくなることが明らかとなった。
②ボルトから接合端までの距離が添接板の厚さ
よりも著しく大きい場合には、ボルト軸力の静
的接合強度に及ぼす影響はあまり見られないこ
とが明らかになった。

２－②　 再生材の特性を活かした利用技術の開発に関する研究

　平成18年度は、下水汚泥溶融スラグを使用し
たコンクリートの強度発現および耐酸性を評価
するための実験を実施した。下水汚泥溶融スラ
グ微粉末をセメント代替として利用した場合、
普通ポルトランドセメントを使用したコンク
リートと比較して強度発現が低下するが、硫酸
浸透深さは大きいものの浸漬に伴う質量減少が
小さいことが明らかになった。また、下水汚泥
溶融スラグ微粉末を細骨材代替として使用した
場合、強度発現は大きくなるが耐硫酸性の改善
効果は低いことが明らかになった。

２－③　地盤の視点に基づく環境・景観創造に関する研究

　動物・植物・生態系・地形地質や地盤に関す
る環境保全の事例調査から、トンネル掘削や切土
工事において地下水保全に対する検討・対策の
ニーズ等について把握したほか、石材の有効活用
のための基礎資料として、ダム建設において実施
された岩石試験結果の電子化および整理を行い、
凍結融解に対する耐久性と吸水率や密度、動弾性
係数等の物性値との相関等を分析した。
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３.「耐震分野に関する研究」

３－①　限界状態を考慮した擁壁の耐震設計法に関する研究

　擁壁に求められる耐震性能・限界状態を整理す
ると共に、擁壁の耐震性能照査法の一つとして簡
易動的解析法による照査法を取り上げ、外力・抵
抗の設定法を整理し、照査法として概成した。右
図は、簡易動的解析に用いる基礎地盤の支持力曲
面パラメータを提案する簡易決定法により設定し
た場合の、擁壁永久変位の実験値と計算値を比較
したものの一例である。

３－②　地震力の遮断に基づく高耐震構造システムの開発に関する研究

　変位制御構造としてすべり系支承とダンパー
の組み合わせ及び復元機構を有するすべり系支
承を用いた模型橋の振動台実験を行うとともに、
トレース解析により解析モデルの検証を行った。
また、すべり系支承とゴムバッファを組み合わ
せた地震力遮断機構を有する橋梁の免震設計マ
ニュアル（案）を発刊した。
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４.「水環境分野に関する研究」

４－①　過去の環境情報復元技術の開発

　18年度は、画像解析・空中三角測量の技術を
用いて、過去のカラー空中写真から河道内微地
形・水深分布を再現する方法を開発した。その
結果，河道内微地形・水深分布ともに一定の精
度で良好に復元することが可能になった。

４－②　遺伝子解析手法を用いた環境ストレスの検出技術に関する基礎的研究

　下水処理水の魚類への影響を調べるために、
下水処理水に雄メダカを暴露し、遺伝子反応を
マイクロアレイにより測定した。その結果、下
水処理水に暴露された雄メダカは、卵形成に関
わる遺伝子（ビテロゲニン、コリオゲニン、エ
ストロゲンレセプター）の発現が増加した。こ
れらの遺伝子を指標とすることにより、下水処
理水等の水生生物への影響を評価することが可
能であった。

４－③　水辺植物の持つ環境安定機能に関する研究

　自然共生研究センターの実験池において、沈
水植物の避難場としての機能について魚食魚（ナ
マズ）と餌魚（キンギョ）を用いて実験した。
その結果、水草無しのメソコズム（小水域）に
おけるキンギョの平均残存個体数は、7.5個体で
あったのに対し、水草有りのメソコズムでは10.6
個体であった。したがって、水草は捕食圧を下
げる機能、つまり避難場として機能しているこ
とが示唆された。
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５.「水工分野に関する研究」

５－①　ロックフィルダムのコア幅の合理的設計方法に関する研究

　締め固めたコア材料を用いた種々の条件下の水
圧破砕試験により、拘束圧と水圧破砕時の水圧の
関係の検討を行った。いずれのケースにおいても、
水圧破砕時の注水圧は拘束圧よりも若干大きく、
注水圧増加速度が速いほど水圧破砕時の注水圧は
大きくなることなどがわかった。

５－②　治水専用ダムの洪水調節用放流設備の設計手法に関する調査

　治水専用ダムでは、河川の連続性を保つため
に、河床に近い底標高位置にゲートのない放流
設備を設置することが計画されるが、土砂や流
木による閉塞が懸念される。そこで、水理模型
実験により、土砂や流木による閉塞状況を把握
し、その対策として、適切なスクリーン形状を
提案した。
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６.「土砂管理分野に関する研究」

６－①　土石流・斜面崩壊発生予測における斜面変動に関する研究

　人工降雨による斜面崩壊模型実験を行い、斜
面崩壊時の変位、飽和度分布の変化を把握する
とともに、降雨浸透による斜面内部の飽和度分
布の変化と変位の関係等を用いて、崩壊予測に
関する検討を行った。

６－②　地すべりの被害額算定手法の開発に関する研究

　地すべりに伴う被害項目を直接・間接被害ご
とに抽出し、被害の連鎖を整理した。間接被害
には、行政管理者の負担など定量化が難しい項
目があることが判明した。また、社会的損失量は、
管理者の負担や風評損失にみられるように、マ
スコミ報道など社会的な注目度によって大きく
変化することが考えられた。

６－③　地すべり地における地下水調査技術の高度化に関する研究

　地下水流下経路の実態に即した効率的な地下
水排除計画を目的として、滝坂地すべりにおい
て、新しい地下水調査手法を開発・研究してい
る。18年度は当センターが開発した加熱式地下
水検層法および酸素をトレーサーとした地下水
追跡法を用い、詳細かつ立体的に地下水流下経
路を推定した。この結果、当手法の利点（長距
離追跡、高精度、省労力、低環境負荷）が確認
できた。
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７.「道路技術分野に関する研究」

７－①　道路路面雨水の地下浸透技術実用化に関する研究

　18年度は直轄国道で行っている試験舗装の追跡
調査を行った。その結果、供用２年～３年時点で
は舗装の耐久性に低下傾向はみられなかった。雨
水流出抑制性能に関しては、おおむね機能は持続
しているものの、部分的に空隙づまりが発生して
いることが分かった。今後も追跡調査を継続し、
耐久性および機能の持続性について検討を行う予
定である。

７－②　覆工省略型トンネルの適用性に関する研究

　覆工省略型トンネルで想定される力学状態（右
図）を模擬した要素実験を行った結果、主要支
保部材である吹付けコンクリートは、付着力が
ある程度期待できる地山においては増厚による
耐荷力の向上はほとんど見込めないこと、また、
付着力が弱いほど耐荷力も小さいため、付着力
が将来低下した場合の対策を検討し、その力学
的な安定性について検証する必要があることが
分かった。
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８.「構造物分野に関する研究」

８－①　鋼・コンクリート接合構造に関する調査

　複合構造の設計で重要となる鋼とコンクリー
トの接合について、スタッドやずれ止め鉄筋な
ど、最も基本的な鋼棒を用いた接合構造に着目
し、その挙動解明に必要なコンクリートの反力
係数K値の算定法とスタッドへの適用性を実験的
に検証した。また、せん断伝達を負担する鋼棒
が降伏し始める荷重の予測方法を提示した。

８－②　地震時荷重を受ける浅い基礎の支持力特性に関する研究

　直接基礎の地震時の挙動を予測する簡便な数
値解析モデルを開発した。解析モデルは基礎の
弾塑性挙動、基礎の浮上り挙動も考慮できる。
開発した解析モデルを用いて実験をシミュレー
トした結果、計算結果は実験で生じた残留変位
も予測するなど、良好な結果が得られた。



286

参考資料－８　18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要

９.「積雪寒冷地の基礎的土木技術分野に関する研究」

９－①　北海道における道路付属物の性能評価型設計に関する研究

　ポリカーボネート折板を活用した新型越波防止
柵に対して静的載荷実験を実施し、梁理論により
弾性体として設計が可能であることを確認した。
さらに、許容荷重の２倍以上の荷重に対しても、
ポリカーボネート折板本体や固定ボルト等に損傷
は見られず、越波防止柵として安全余裕度が大き
いこと等を明らかにした。

９－②　凍結防止剤の鋼橋塗装への影響に関する研究

　部位毎の腐食面積率と塩分付着量、凍結防止剤
散布量等との関係について調査・分析を行った。
その結果、下フランジは付着量が多く、散布量と
概ね比例していたが、ウェブの付着量は少なく、
関係も認められなかった。また、腐食面積率から
腐食速度を表すさび係数を求めたが、付着量との
明確な相関は認められず、今後、他の要因を含め
検討していく。
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９－③　寒冷地における冬期土工の品質向上に関する研究

　固化材による安定処理土の低温下における発
現強度について室内試験を行った。その結果、
発現強度は養生温度の影響を大きく受けること、
養生温度を途中で変化させた場合の発現強度は
土質や固化材の種類により異なることがわかっ
た。

９－④　凍結・凍上に対する岩盤路床の合理的評価手法に関する研究

　寒冷地において岩盤を道路路床として施工す
る場合に、凍上等に対する安全かつ経済的な評
価法の構築を目的とする研究である。18年度は、
北海道各地の道路建設現場をモデル地に選定し、
調査、室内実験及びモニタリングを実施した。
本研究の成果は、「北海道開発局監修：道路工事
設計施工要領」に反映される予定である。

AA

AA
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10.「寒冷地の水圏環境工学分野に関する研究」

10－①　河道形成機構の解明と流木による橋梁閉塞対策等への応用に関する研究

　谷底平野の形状特性と洪水（氾濫）流の流れ
との関係について現地調査及び解析を行い、砂州
上の流れの特性を谷規模の現象へと拡張すること
で氾濫流の概略の挙動を推定することが可能であ
ると考えられた。また、実際の洪水を対象に、流
木の発生源（山地性、河畔性樹種）、流木の新規、
再移動比率、及び橋梁橋脚部に滞留した流木直径、
長さ等を明らかにした。

10－②　融雪特性を有する物質・流出機構の相互作用に関する研究

　既往最大降雨時に調査対象河川では斜面崩壊
地面積率は過去の６倍に達した。急峻な地形を
形成している付加体堆積物領域での土砂移動量
は意外に少なく、比較的緩い地形の正常堆積物
での土砂移動量が多いという結果になった。図
より、調査対象河川流域からの年間土砂流出量
は１万m3に達するものと算出された。
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10－③　係留小型船舶の動揺現象解明に関する研究

　RTD－GPSを用いて、古平漁港において漁船
（9.8GT）の動揺観測を行った。同時にビデオに
より船体を撮影し、動揺解析を行って比較した。
GPS観測ではやや欠測が生じたものの、ビデオ
解析結果と比較すると概ね一致しており（上図）、
また、surge、sway、heaveの並進３成分および
回転３成分についても精度よく観測可能である
ことが確認された（右図）。

10－④　港内水域の生態系構造の解明

　港湾漁港水域の汚濁物対策として、水産有用
種であり、港内の堆積物を食べるナマコを用い
た浄化手法を提案した。その基礎的な知見を得
るため、ナマコの生態に関する調査および室内
試験、周辺環境調査を実施した。ナマコは体の
一部を壁面に吸着させて港内の堆積物を摂餌し
ており、炭素、窒素それぞれの摂餌量、排泄量、
同化量について、水温、照度別に計測した。ナ
マコの成長速度に照度の影響は見られなかった
が、水温を10 ～ 15℃に対し５℃と低下した場合、
成長速度の低下に有意な差が見られた。
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11.「積雪寒冷地の道路分野に関する研究」

11－①　北海道らしい道路構造・道路交通管理に関する研究

　北海道における規格の高い道路に求められる
サービス水準および地域特性と交通特性を踏まえ
た適切な道路構造の検討のため、諸外国のサービ
ス水準の高い道路構造の事例収集、郊外部道路の
交通特性データの整理および夏期・冬期における
路面状態の違いを反映した付加車線構造の交通流
シミュレーション等を行った。

11－②　積雪寒冷地における舗装の品質管理手法に関する研究

　積雪寒冷地に適したアスファルト再生骨材の
品質規格について検討を行った。積雪寒冷地では
写真のような舗装体の破壊を防ぐため、低温下で
も脆くなりにくいアスファルト材料が求められる
が、低温脆性を評価する試験の結果、現在の全国
一律のアスファルト再生骨材の再生規格で繰り返
し再生を行った場合、積雪寒冷地用アスファルト
は次第に脆性が高くなることが明らかとなった。

11－③　北海道における美しく快適な沿道環境の創出に関する研究

　資料及び現地の調査・検討の結果、沿道景観へ
の影響が大きく、且つ景観対策の取りやすい道路
付属施設等の“引き算による景観向上”が北海道
において有効であることがわかった。併せて、機
能確保だけでなく、コスト縮減にも繋がる道路付
属物の具体の景観向上策を提案し、開発局の道路
景観デザインブックにも反映された。
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12.「寒冷地の農業基盤分野に関する研究」

12－①　環境と調和した泥炭農地の保全技術の開発

　排水路水位の堰上げが泥炭地圃場内の地下水
位の上昇と泥炭の沈下・有機物分解消失に及ぼ
す影響等を検証した。排水路の堰上げは圃場内
地下水位を上昇させ、泥炭の沈下・分解消失（二
酸化炭素放出）を抑え、これに伴う農地の機能
低下および地球温暖化ガスの発生を抑制する効
果があることを明らかにした。泥炭の沈下・分
解抑制には、圃場内地下水位の制御が重要であ
ることを示した。
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13.「水災害・リスクマネジメント分野に関する研究」

13－①　海岸植生を活かした津波・高潮対策に関する研究

　実施施可能な対策として、対象地域が都市型、
観光地および漁村・農村である場合に分けて、各
条件における具体的な被害軽減対策について取り
まとめた。
　また、海岸植生の津波低減効果はその密度と樹
林幅が大きく関係しており、その効果を十分発揮
するためには少なくとも200m程度の植生帯幅が必
要となる。

13－②　国際情報ネットワーク構築による世界洪水年鑑の作成

　世界各地の洪水に関する基礎情報や評価報告書
の収集整理体制および現地の事情と本年鑑の読者
の要求を適合させる方法論を検討した。検討に当
たっては日本、ドイツ、中国、タイでの遊水地や
補償を例とした。さらに2002年欧州水害被害補償
案のその後の結末について、日本の治水政策立案
者にとって有益となる報告書執筆をドイツの大学
の専門家に依頼した。

13－③　総合洪水解析システムを活用した洪水氾濫リスク評価手法に関する研究

　発展途上国では、氾濫解析に必要となる標高
データが得られない地域が多く存在する。その
ような地域において標高データを取得すること
を目的とし、18年度は、人工衛星Advanced Land 
Observing Satellite（ALOS）のデータから標高デー
タの抽出を行った。ここでは、その他の標高デー
タとの比較検証を行うため、日本の刈谷田川流域
の標高データを作成した。

 



293

参考資料－９　18年度に発刊した土木研究所刊行物



294

参考資料－９　18年度に発刊した土木研究所刊行物



295

参考資料－９　18年度に発刊した土木研究所刊行物



296

参考資料－９　18年度に発刊した土木研究所刊行物



297

参考資料－10　社会的効果取りまとめ事例と効果の概要



298

参考資料－10　社会的効果取りまとめ事例と効果の概要



299

参考資料－10　社会的効果取りまとめ事例と効果の概要



300

参考資料－10　社会的効果取りまとめ事例と効果の概要



301

参考資料－10　社会的効果取りまとめ事例と効果の概要



302

参考資料－11　マネジメントツールとしてのモニタリングシステム

　独立行政法人制度では、所管大臣の事前関与を極力抑制し、法人の長のリーダーシップのもと、研
究所が自律的に運営を行うことが期待されている。
　土木研究所においては、理事長が各研究グループ・チームからのヒアリングを毎年度実施している
ところであるが、チームの活動状況を適切に把握し、トップマネジメントを行うためのツールとして
のモニタリングシステムが有効と考えられる。

　14年度よりトップマネジメントを行うためのツールとして、レーダーチャートによるモニタリング
システムの試行を開始した。以降、各チームの活動状況を的確に把握できるよう、指標や表示方法等
について検討を行い、随時改良を加えている。
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参考資料－11　マネジメントツールとしてのモニタリングシステム

　土木研究所には研究成果の公表や技術基準への反映、技術的課題をかかえる現場に対して行う技術
指導など幅広い要請が各機関から求められているが、所全体として特徴を持った多様なチームが集ま
ることにより総合力を高め、多様な機関からの異なる要請に対して応えていくことが重要と考える。
　各チームは関係する技術分野、研究開発分野により、目指すべき方向性、重点的に実施すべき業務
が大きく異なっていることから、必ずしも全ての指標について高めなければならないという訳ではな
いが、そのチームの長所を活かしつつ、不十分な点については改善していくことが望まれている。
　各チームにおいては、自己分析および他チームとの比較により、研究内容や活動について今後の方
向性を見出すことができることから、このモニタリングシステムは有効なマネジメントツールである
と考えられる。

 

　広報や論文発表等研究成果普及の取り組みを
強化することを目標とする。

　技術指導や技術基準の作成等社会貢献の取り
組みを強化することを目標とする。






